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平成２７年度補正予算 住宅省エネリノベーション促進事業費補助金 

 補助金の交付申請又は受給される皆様へ 
 

１．補助金に関する全ての提出書類において、如何なる理由があってもその内容に虚偽の記述を行わない 
  でください。 
  
２ ．ＳＩＩから補助金の交付決定を通知する以前に、契約・工事着工した場合には、補助金の交付対象とは 
  なりません。  
 
３．補助事業に係る資料（申請書類、ＳＩＩ発行文書、経理に係る帳簿及び全ての証拠書類）は、補助事業の 
  完了（廃止の承認を受けた場合を含む）の日の属する年度の終了後５年間は、いつでも閲覧に供せるよ 
  う保存してください。 
 
４．補助金で取得、又は効用の増加した財産（取得財産等）を、当該資産の処分制限期間内に処分しようと 
  するときは、事前に処分内容等についてＳＩＩの承認を受けなければなりません。なおＳＩＩは、必要に 
  応じて取得財産等の管理状況等について調査することがあります。 
  ※処分制限期間とは、導入した機器等の法定耐用年数をいう。 
  ※処分とは、補助金の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、廃棄し又は担保に供する 
    ことをいう。 
  ※法定耐用年数は「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）」に 
    準ずる。 
  
５．偽りその他の不正な手段により、補助金を不正に受給した疑いがある場合には、ＳＩＩとして、補助金の受 
  給者に対し必要に応じて現地調査等を実施します。 
  
６．上述の調査の結果、不正行為が認められたときは、当該補助金に係る交付決定の取り消しを行うと共 
    に、受領済の補助金のうち取り消し対象となった額に加算金（年１０．９５％の利率）を加えた額をＳＩＩに 
  返還して頂きます（ＳＩＩは、当該金額をそのまま国庫に返納します）。 
  併せて、ＳＩＩから新たな補助金等の交付を一定期間行わないこと等の措置を執ると共に当該事業者の 
    名称及び不正の内容を公表することがあります。 
 
７．ＳＩＩは、交付決定後、採択分については、事業者名、事業概要等をＳＩＩのホームページ等で公表する 
  ことがあります（個人・個人事業主を除く）。 
 
 ８．補助金に係る不正行為に対しては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年８ 
  月２７日法律第１７９号 最終改正：平成１４年１２月１３日法律第１５２号）の第２９条から第３２条において 
  刑事罰等を科す旨規定されています。予め補助金に関するそれらの規定を十分に理解した上で本事 
  業への申請手続きを行うこととしてください。 

 
                                          一般社団法人 環境共創イニシアチブ  

 
 

※一般社団法人 環境共創イニシアチブが執行する「住宅省エネリノベーション促進事業」は、経済産業省が定めた
住宅省エネリノベーション促進事業交付要綱第３条に基づき、当法人に交付される国庫補助金から、高性能建材の
市場拡大と価格の低減により既築の省エネ改修を促し、省エネを推進するため、省エネルギー性能の高い高性能建
材等を用いた改修を行おうとする方に交付するものです。 

 一般社団法人 環境共創イニシアチブ（以下、「ＳＩＩ」という）が取り扱う補助金は、公的な国庫補助金を
財源としており、社会的にその適正な執行が強く求められます。当然ながら、ＳＩＩとしても厳正に補助金の
執行を行うと共に、虚偽や不正行為に対しては厳正に対処いたします。 
 当事業の補助金の交付を申請する方、採択されて補助金を受給される方は、「補助金等に係る予算の執
行の適正化に関する法律（昭和３０年８月２７日法律第１７９号）」をよくご理解の上、また以下の点につい
ても十分にご認識いただいた上で補助金受給に関する全ての手続きを適正に行っていただきますようお願
いいたします。 

１ 



 ＩＮＤＥＸ 

１－１．事業趣旨 
 
１－２．事業内容 
  （１） 補助金名 
  （２） 事業規模 
  （３） 申請者の資格 
  （４） 事業の要件 
  （５） 補助対象となる製品 
  （６） 補助対象となる費用 
  （７） 補助率及び補助金の上限額 
  （８） スケジュール 
  （９） 事業スキーム 
  （１０） 全体スケジュール 
 
 
 
 
２－１．申請可能な対象製品及び所有区分について 
 
２－２．戸建住宅及び集合住宅の改修 
  （１） エネルギー計算について 
  （２） 改修済みガラス・窓・断熱材について 
  （３） 補助対象費用について 
  （４） 断熱改修及び設備機器を設置する際の注意事項 

１ 事業概要 

３ 事業の実施 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ５ 
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・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ８ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ９ 
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・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２４ 
 
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２５ 
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・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２５ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２６ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２６ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２６ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２７ 

 
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２７ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２７ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２７ 

 
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２７ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２７ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２８ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２８ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２８ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２８ 
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２９ 

３－１．事業スケジュール 
 
３－２．公募～交付決定 
  （１） 事業の公募について 
  （２） 申請について 
  （３） リース事業者との共同申請について 
  （４） 支払い委託について 
  （５） クレジット契約を利用する場合（個別クレジット）について 
  （６） 利益等排除について 
  （７） 手続代行者について 
  （８） 審査・選考について 
  （９） 交付の決定について 
 
３－３．補助事業の開始～完了 
  （１） 補助事業の開始について 
  （２） 補助事業の計画変更について 
  （３） 事業完了について 
   
３－４．実績報告～補助金支払い 
  （１） 実績報告及び額の確定について 
  （２） 現地調査について 
  （３） 補助金支払いについて 
  （４） 事業成果の公表について 
  （５） 取得財産の管理等について 
  （６） 交付決定の取り消し、補助金の返還、罰則等について 
 
３－５．その他注意事項 
 

事業概要の補足 ２ 
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申請方法 

４－１．必要提出書類について 
  （１） 提出書類一覧（戸建住宅及び集合住宅（個人）の申請） 
  （２） 各提出書類の内容（戸建住宅の申請） 
  （３） 各提出書類の内容（集合住宅（個人）の申請） 
  （４） 提出書類一覧（集合住宅（全体）の申請） 
  （５） 各提出書類の内容（集合住宅（全体）の申請） 
 
４－２．申請方法 
 
４－３．申請書提出期間及び提出先 
  （１） 申請書提出期間 
  （２） 申請書提出先及び問合せ先 

４ 申請の方法 

 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３１ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３２ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３３ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３４ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３５ 

 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３６ 

 
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３６ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３６ 

  
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ３８ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ３９ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ４１ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ４３ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ４５ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ４６ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ５０ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ５４ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ５６ 

 
 

  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ５８ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ５９ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ６１ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ６３ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ６５ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ６６ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ６８ 

 
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ７０ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ７１ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ７３ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ７５ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ７７ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ７８ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ７９ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ８０ 

 

５－１．戸建住宅の申請の場合 
  （１） 提出書類チェックリスト 
  （２） 交付申請書（様式第１、１－２） 
  （３） 暴力団排除に関する誓約事項（別紙１、２） 
  （４） 実施計画書（定型様式１） 
  （５） 費用総括表（定型様式２） 
  （６） 費用明細書（定型様式３） 
  （７） 平面図・立面図の求積表記載例 
  （８） 個別エネルギー計算書（定型様式４） 
  （９） 交付要件等確認書（定型様式８） 
 
５－２．集合住宅（個人）の申請の場合 
  （１） 提出書類チェックリスト 
  （２） 交付申請書（様式第１、１－２） 
  （３） 暴力団排除に関する誓約事項（別紙１、２） 
  （４） 実施計画書（定型様式１） 
  （５） 費用総括表（定型様式２） 
  （６） 費用明細書（定型様式３） 
  （７） 交付要件等確認書（定型様式８） 
 
５－３．集合住宅（全体）の申請の場合 
  （１） 提出書類チェックリスト 
  （２） 交付申請書（様式第１、１－２） 
  （３） 暴力団排除に関する誓約事項（別紙１、２） 
  （４） 実施計画書（定型様式１） 
  （５） 費用総括表（定型様式２） 
  （６） 費用明細書（定型様式３） 
  （７） 住戸タイプ別 費用明細書（定型様式３－２） 
  （８） 交付要件等確認書（定型様式８） 

  交付申請書及び添付書類の記入例 ５ 

  参考資料 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８２ 
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９２ 
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９７ 
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９８ 

６ 

■ 住宅所在地地域区分 
 

■ ｑ値・ｍｃ値・ｍＨ値算出計算書（定型様式５） 
 

■ リース等料金計算書（定型様式６） 
 

■ 個別クレジット契約による補助金に関する取決書（定型様式７） 
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１．事業概要 
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平成２７年度補正予算 住宅省エネリノベーション促進事業費補助金 

事業趣旨 １ -１ 

事業内容 １ -２ 

事業概要 １ 

5 

一般社団法人 環境共創イニシアチブ（以下、「ＳＩＩ」という）が指定する要件で住宅の省エネ化を図るリノベーション
を行う者に対して、その費用の一部を補助する。 

平成２７年度補正予算 住宅省エネリノベーション促進事業費補助金 

（１） 補助金名 

（３） 申請者の資格 

（２） 事業規模 

・戸建住宅向け 
・集合住宅（個人）向け 
・集合住宅（全体）向け 
 

（注１） ただし、戸建住宅、集合住宅（個人）・集合住宅（全体）（各区分については下表参照）の申請状況に応じて、 
     それぞれの予算額の増減を行う場合がある。 
（注２） 二次公募の事業規模は未定。 

下記①～④いずれかに該当する者で、申請要件を全て満たす場合に限り対象とする。 
ただし、「別紙１ 暴力団排除に関する誓約事項」に記載されている事項に反して行う事業に対しては、本補助金の 
交付対象としない。また、同一人が複数物件の申請をすることは認めない（共同申請者はこの限りではない）。 

申請者 住宅区分 申請要件 

① 個人の所有者 

戸建住宅 
Ａ．申請者が常時居住する住宅であること（住民票に示す人物と 
  同一であること）。       
Ｂ．専用住宅であること（店舗等と居住部分が同一住宅の場合、 
  エネルギー（電気・ガス等）を分けて管理できていること。及び 
  断熱工事においても区分されていること）。 
Ｃ．申請時に申請者自身が所有していること（登記事項証明書の 
  提出を求める場合がある）。 

集合住宅（個人） 
[分譲] 

② 管理組合等の代表者 
集合住宅（全体） 
[分譲] 

Ａ．原則、当該集合住宅の全戸を改修すること。 
Ｂ．原則、改修する住戸に常時居住する住民がいること。 

③ 個人・法人の所有者 

戸建住宅 
[賃貸・社宅等] Ａ．申請者が当該建物を１棟全て所有していること。区分所有の 

  場合は不可とする。ただし集合住宅の場合、改修箇所は１戸 
  からでも可とする。 集合住宅（全体） 

[賃貸・社宅等] 

④ 

所有を予定している 
個人 
※法人の場合は 
不可とする。 

戸建住宅 
[転売物件] 

Ａ．申請者は転売物件を購入後の所有者とし、交付申請時には、 
   売買契約が締結されていること（交付申請時に住民票が移され 
     ていない場合は、売買契約書により居住予定者であることが 
     確認出来ること）。 
   ただし、当該契約内で断熱改修工事に係る契約が含まれて 
     いた場合は事前契約とみなし、補助対象外とする。 
Ｂ．「補助事業実績報告書」提出時に、当該住宅住所の住民票が 
    提出出来ること。 

集合住宅（個人） 
[転売物件] 

（注１） リース事業者等との共同申請を認める。ただし、原則、補助対象となる一連の工事全てがリース対象として、 
     一括で契約されていること（詳細はＰ２５参照）。 
（注２） 申請する住宅の所有権が複数名に存在する場合は、所有者全員の連名で申請すること。 
     ただし、管理組合等の代表者が申請者の場合はこの限りではない。 

本事業は、住宅の省エネ化を図るリノベーションを促進するために、既築住宅の所有者等による高性能な断熱材や窓
等を用いた断熱改修を支援すると共に、戸建住宅においては、この断熱改修と同時に行う高性能な家庭用設備（高効
率給湯機等）の導入・改修支援も行うものである。 

：一次公募 約１８億円 
：一次公募  約２億円 
：一次公募 約６０億円 
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（４） 事業の要件 

 以下の要件を全て満たす事業を対象とする。 
 
 ① 既築住宅等※１の改修において、原則、ＳＩＩに登録された高性能建材（ガラス・窓・断熱材）を導入し、住宅全体の 

   一次エネルギー消費量の１５％以上の削減が見込まれること。 
 
 ② 改修によるエネルギー計算結果は、「エネルギー計算結果早見表（Ｐ１５～１６参照）」に従うこと。 
 
 ③ ②以外で改修を行う場合は、ＳＩＩに認められた計算式に則り、個別に住宅全体の一次エネルギー消費量の 
   １５％以上の削減が見込まれる計算書を添付し、申請すること。 
 
 ④ 交付決定通知日以降に契約・工事着工すること。 
 
 ⑤ 補助事業に係る工事は、補助事業の「交付決定通知書」※２に記載する交付決定通知日以降に契約・着工 
   （工事着手）すること。交付決定通知日より前に契約・着工した場合は、事前契約・着工とみなし、これを認めない。 
   また、工事契約の中で本事業に係る断熱改修工事以外の工事（対象外工事）を含む場合も一連の工事と判断し、 
   対象外工事の部分であっても事前契約・着工をした場合は、原則これを認めない。 
 
 ⑥ 導入・改修する対象製品※３の性能が損なわれないように、適切に施工されていることが確認出来ること。※４ 
 
 ⑦ 事業完了日から起算して３０日以内又は平成２９年１月１６日（月）のいずれか早い日までに、「補助事業実績 
   報告書」を必ず提出すること。 
   なお、事業完了日は、申請内容に係る一連の工事が完了した日もしくは補助対象工事を含む一連の工事の 
   支払いが完了した日（領収書の日付）のいずれか遅い日とする。「補助事業実績報告書」の提出期日に遅れた 
   場合は、補助事業への申請を取り下げたものとみなすので注意すること。 
 
 ⑧ 個人の申請者が、集合住宅[分譲]の区分所有法で共用部とみなされている窓等を改修する場合は、当該集合 
   住宅の管理規約等で、申請者が共用部の改修を行うことを認められていること。 
   
 ⑨ 管理組合等が集合住宅の改修を行う場合、原則全住戸の改修と共に非住戸部※５の改修を行うことも可とする。 
    ただし、非住戸部※５のみの改修は不可とする。 
 
 ⑩ 管理組合等が集合住宅の改修を行う場合、対象製品を用いた改修の意思決定が、平成２７年１２月１８日以降で 
   あることが議事録等で確認出来ること。 
   ただし、改修の意思決定が平成２７年１２月１８日以前であっても、補助制度の活用を前提とする改修の意思決定が 
   行われている場合は、この限りでは無い。 
 
 
 
  ※１ 新築及び、オフィス、ホテル等の業務用建築物は補助対象外とする。 
  ※２ ＳＩＩは「交付申請書」を受付後、その内容が適切であると認められる者に対し、交付決定を行う。 
      申請者は、交付決定通知日以降、速やかに工事に着手すること。 
      ・「交付決定通知書」は補助金額を決定するものではない。 
      ・交付の決定については、文書にて申請者に通知する。 
  ※３ 次頁の「（５）補助対象となる製品」のことを言う。 
      なお、高効率給湯機を除き対象製品一覧はＳＩＩホームページ（http://sii.or.jp/renovation27r/）に公表する。 
  ※４ 現場吹込み、現場吹付け断熱材にあっては、予めＳＩＩに登録されたメーカーが指定する施工会社にて施工 
      すること。 
  ※５ エントランス、ロビー、ゲストルーム、集会所、管理人室等をいう。ただし、倉庫や駐車場等は補助対象外とする。 
 
  （注１） 申請書類に不備・不足がある場合は原則、申請を受理しないので注意すること。 
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（５） 補助対象となる製品 
  
  ・住宅の省エネルギー改修（省エネリノベーション）に有効な高性能建材・設備としてＳＩＩの定める要件※１を満たした 

   製品であること。 

  ・未使用品であること。 
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■ 対象製品一覧 

■ 高効率給湯機の要件 

対象製品 ＳＩＩ登録型番の有無 

高
性
能
建
材 

ガラス 

有り 
窓 

断熱材 

高
性
能

設
備
 

蓄電システム 

高効率給湯機 無し 

※１ 要件については「対象製品の公募要領」を参照。 

① 電気ヒートポンプ給湯機（エコキュート） 

  ＪＩＳ Ｃ ９２２０に定める年間給湯保温効率又は年間給湯効率が３.０以上であること。 

  ただし、寒冷地（１・２・３地域）の場合は２.７以上であること。 

 

② 潜熱回収型ガス給湯機（エコジョーズ） 

  エネルギー消費効率が９４％以上（暖房給湯兼用機にあっては９３％以上）であること。 

 

③ 潜熱回収型石油給湯機（エコフィール） 

  エネルギー消費効率が９４％以上（暖房給湯兼用機にあっては９３％以上）であること。 

 

④ ガスエンジン給湯機（エコウィル） 

  ガス発電ユニットのＪＩＳ Ｂ ８１２２に定める発電及び排熱利用の総合効率が、低位発熱量基準（ＬＨＶ基準）で 

  ８０％以上であること。  

 

⑤ ヒートポンプ・ガス瞬間式併用型給湯機（ハイブリッド給湯機） 

  熱源設備は電気式ヒートポンプと潜熱回収型ガス機器と併用するシステムで、貯湯タンクを持つものであり、 

  電気式ヒートポンプの効率が中間期（電気ヒートポンプのＪＩＳ基準に定める中間期）のCOPが４.７以上かつ、   

  ガス機器の給湯部熱効率が９５％以上であること。 
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① 費用区分 
  補助金交付の対象となる費用は、次のＡ・Ｂに該当するものとする。 
  
   Ａ．材料費 

     対象製品の購入費用。 

 

     （注１） 高性能設備（蓄電システム・高効率給湯機）は戸建住宅の断熱改修と同時に導入・改修する場合のみ 

          補助対象とし、設備単体での導入・改修及び集合住宅に導入・改修する場合は補助対象外とする。      

 

   Ｂ．工事費 

     対象製品の設置取付と一体不可分の工事費用（一部補助対象外となる場合もある）。 

 

     （注２） 交付申請書に添付された見積書に値引きを計上している場合は、見積費用全体に係るものとみなし、 

          補助対象費用にも按分にて値引きされているものとして取り扱う。 

     （注３） 対象製品ごとの詳細についてはＰ１８を参照。 

 
 
② 補助対象費用の算定等 
  補助対象費用は、材料・工事費共に本補助事業と類似の事業において同程度の規模、性能等を有すると 

  認められるものの市場流通価格等を基に適切に算定すること。 

   （注４） 申請者本人又は本人と利害を一にする者が、補助対象製品の調達及び工事等に係る場合は、 

         該当する者の利益相当分を排除した額を補助対象費用とすること｡ 

 
 
③ 他の補助事業との調整 
  補助対象費用には、国からの他の補助金（負担金、利子補給金並びに補助金適正化法第２条第４項第１号に 

  掲げる給付金及び同項第２号の掲げる資金を含む）の対象費用が含まれないこと。 

  国からの他の補助事業に申請している、又は申請する予定の場合は、実施計画書にその補助事業名及び補助 

  対象について必ず記入すること。国からの他の補助金を重複受給した場合は、不正行為とみなし、当該補助金に 

    係る確定の取り消しを行うと共に、受領済の補助金のうち取り消し対象となった額に加算金（年１０．９５％の利率）を 

    加えた額を返還することになるので注意すること。 

 

 

④ 補助対象費用、補助対象外費用の両方を含む経費 

  補助対象費用、補助対象外費用の両方を含む材料費、工事費（運送・搬入費、仮設足場費、電気配線工事費  

  等）は、補助対象外を除外した補助対象の材料、工事に要する経費部分のみを補助対象費用とする。 

  補助対象外の除外分を合理的な方法で算出しがたい場合は、費用按分も可とする。 
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（６） 補助対象となる費用 



平成２７年度補正予算 住宅省エネリノベーション促進事業費補助金 

9 

（７） 補助率及び補助金の上限額 

※１ 集合住宅の全戸改修においても適用とする（例えば、集合住宅５０戸を改修する場合は、１５０万円×５０戸が 
   上限額となる）。共用部である非住戸部を改修する場合は、当該非住戸部のロビー、集会所、管理人室等を 
   合わせて、上限額は１５０万円とする。 
 
（注１） ただし、高性能設備（蓄電システム・高効率給湯機）の導入・改修に係る補助金額の合計は、高性能建材を 
     活用した改修に係る補助金額の合計以下とする。 

（８） スケジュール 
 

 ① 補助事業申請（一般公募） 

   ＜戸建住宅・集合住宅（個人）の場合＞ 

    申請期間（一次公募） ： 平成２８年３月３１日（木）～平成２８年６月９日（木） １７：００必着のこと 

    申請期間（二次公募） ： 平成２８年６月中旬～平成２８年８月下旬 （予定） 

 

   ＜集合住宅（全体）の場合＞ 

    申請期間（一次公募） ： 平成２８年３月３１日（木）～平成２８年４月２８日（木） １７：００必着のこと 

    申請期間（二次公募） ： 平成２８年６月中旬～平成２８年６月下旬 （予定） 

 

 

 ② 交付申請書の審査・選考については、以下の通りとする。 

 

 

 

 

 

 
 
 
  
 ③ 「補助事業実績報告書」提出期限 
      戸建住宅・集合住宅（個人）・集合住宅（全体）共に以下の通りとする。 
 
    提出期限 ： 事業完了日から起算して３０日以内又は平成２９年１月１６日（月）のいずれか早い日 
             １７：００必着のこと 
 
     （注１） 交付決定通知日より前に契約・工事着工した場合は、事前契約・着工とみなし補助対象外とする。 
    （注２） 二次公募のスケジュールは、決まり次第ＳＩＩホームページで公表する。 
 
 

対象製品 補助率 補助金の上限額 

高性能建材 
（ガラス・窓・断熱材） 

補助対象費用の１／３以内 １５０万円／１戸※１ 

蓄電システム 定額 ５万円／ｋＷｈ 
補助対象費用の１／３又は５０万円の 
いずれか低い金額 

高効率給湯機 補助対象費用の１／３以内 １５万円 

以下の補助率又は補助金の上限額のいずれか低い金額とする。 

・戸建住宅向け 
・集合住宅（個人）向け 

到着順に審査を行う。補助事業申請の合計額が事業規模に達した場合、補助事業申請 
期間内であっても事業規模に達した日の前日をもって公募を終了し、事業規模に達した
日以降に到着した申請分は原則受け付けないので、十分注意すること。 

集合住宅（全体）向け 
到着順とはせず、申請期間内に到着した申請分は、要件の不適合、書類の不備等が 
ない限り全て審査・選考対象とし、審査委員会において審査・選考を行い、省エネルギー  
率当たりの事業単価及び事業規模が小さい、上位のものから順に採択する。 
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申請者 

 
 

ＳＩＩ 
 
 

補助事業者 
の公募 

Ｂ．「確定通知書」発行 
  補助金支払い 

（９） 事業スキーム 
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■ 補助事業申請のスキーム 

Ａ．「交付申請書」 
  提出 

経済産業省 

補助 

Ａ．申請者は、「交付申請書」をＳＩＩに提出する。 

   ・ＳＩＩは「交付申請書」を受け付け、審査し適切であると認められる申請者に対し、「交付決定通知書」を 

    発行する。 

 

Ｂ．「交付決定通知書」を受領した申請者は、速やかに契約・工事を行い工事完了後「補助事業実績報告書」を 

  ＳＩＩに提出する。 

   ・ＳＩＩは「補助事業実績報告書」を受け付け、審査し適切であると認められる申請者に対し、 

    「確定通知書」を発行し、補助金の支払いを行う。 

Ａ．「交付決定 
  通知書」発行 Ｂ．「補助事業 

  実績報告書」 
  提出 
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（１０） 全体スケジュール 
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年間予定 メーカー ＳＩＩ 申請者 

対象製品の 
登録公募情報開示 
（ＳＩＩホームページ） 

対象製品公募説明会 対象製品公募説明会 

■公募説明会（申請者向け） 
   ３/１７（木）～３/２９（火） 

受付・審査 

ＳＩＩへ製品の登録申請 

「交付申請書」提出 

「審査結果通知」受領 

公募説明会 

「交付申請書」 
受付・審査 

「交付決定通知書」 
受領 

補助事業（工事）
開始 

「補助事業実績 
報告書」提出 

工事完了後（３０日以内） 

補助金入金 
■補助事業終了 
   Ｈ２９ ３/３１（金） 

「補助事業実績報告書」 
受付・審査・現地検査等 

■対象製品登録  
  受付締め切り 
  一次 ５/１０（火） 
  二次 ７月下旬予定 

「確定通知書」 
発行 

補助金支払い 

【補助事業の公募】 

「確定通知書」 
受領 

■対象製品の登録申請開始 
  一次 ３/８（火） 
   二次 ５月上旬予定 
 
 
■公募説明会（メーカー向け） 
  ３/１０（木） 

対象製品の公表 
（ＳＩＩホームページ） 

【対象製品登録の公募】 （高性能建材及び蓄電システムのみ） 

■「補助事業実績報告書」 
  受付締め切り 
  事業完了日から起算して３０日 
  以内又はＨ２９ １/１６（月）の 
  いずれか早い日 

■「交付申請書」受付開始 
＜戸建住宅・集合住宅（個人）＞ 
 一次 ３/３１（木） 
 二次 ６月中旬 予定 
 
＜集合住宅（全体）＞ 
 一次 ３/３１（木） 
 二次 ６月中旬 予定 

■「交付申請書」受付締め切り 
＜戸建住宅・集合住宅（個人）＞ 
 一次 ６/９（木） 
 二次 ８月下旬 予定 
 
＜集合住宅（全体）＞ 
 一次 ４/２８（木） 
 二次 ６月下旬 予定 

■交付決定 
＜戸建住宅・集合住宅（個人）＞ 
 随時 
 
＜集合住宅（全体）＞ 
外部審査委員会を実施し、採択者を 
決定する。ただし、申請が多数あった 
際等には交付決定が遅れる場合がある。 
 

 一次 ５月下旬 予定 
 二次 ７月下旬 予定 



２．事業概要の補足 

12 
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２ -１ 申請可能な対象製品及び所有区分について 

事業概要の補足 ２ 

本事業に申請が可能な対象製品及び所有区分についてはそれぞれ以下の通りとする。  

申請者※１ 住宅区分 改修戸数 所有区分 

対象製品の区別 

高性能建材 
（ガラス・窓・断熱材）※２ 

高性能設備 
（蓄電システム・高効率給湯機） 

個人の所有者 
（転売物件を購入した 
所有者も含む） 

戸建住宅 １戸 ○ ○ 

集合住宅 
[分譲] 

１戸 
専有部 ○ 

× 
共用部※３   ○※３ 

管理組合等の 
代表者※５・６ 

集合住宅 
[分譲] 

全戸 共用部※４   ○※４ × 

個人・法人の 
所有者※６ 

戸建住宅 
[賃貸・社宅等] 

１戸 ○ ○ 

集合住宅 
[賃貸・社宅等] 

１戸～全戸 ○ × 

※１ リース事業者等との共同申請を認める。ただし、原則、補助対象となる一連の工事全てがリース対象として 

   一括で契約されていること（詳細はＰ２５参照）。  

    申請する住宅の所有権が複数名に存在する場合は、所有者全員の連名で申請すること。ただし、管理組合等 

       の代表者が申請者の場合はこの限りではない。 

※２ 窓及び断熱材を改修する場合は、原則、外皮部分のみ補助対象とする。 

   真空断熱材等の特殊な材料、工法等を用いて断熱改修をする場合は、交付申請書を提出する前にＳＩＩに 

   相談すること。 

※３ 当該集合住宅の管理規約等で、申請者が共用部の改修を行うことを認められている場合のみ。 

※４ 管理規約等で共用部であることが確認できること。内窓・断熱材を用いて改修する場合は特に注意すること。 

※５ 管理組合等の代表者は、対象となる改修について、当該集合住宅の管理組合総会での承認決議を得ること。 

※６ 原則全住戸の改修と共に非住戸部の改修を行うことも可とする。 

   ただし、非住戸部のみの改修は不可とする。非住戸部は、エントランス、ロビー、ゲストルーム、集会所、 

   管理人室等をいう（倉庫や駐車場等は補助対象外とする）。 
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（１） エネルギー計算について 

２ -２ 戸建住宅及び集合住宅の改修 

① 戸建住宅の改修におけるエネルギー計算 

 

  ・対象製品の各部位への導入組合せは、Ｐ１５の「表２ エネルギー計算結果早見表（戸建住宅）」を参照のこと。 

  ・窓の改修工法は、外窓の交換、内窓の取り付け、ガラスの交換（ガラス交換、カバー工法、建具交換）とする。 

   ・窓及び断熱材を改修する場合は、原則、外皮部分のみ補助対象とする。 

      真空断熱材等の特殊な材料、工法等を用いて断熱改修をする場合は、交付申請書を提出する前にＳＩＩに相談 

   すること。 

  ・床※１を改修する場合は、浴室及び玄関等の土間床は、改修しなくてもよい。 

  ・換気小窓※２、３００×２００ｍｍ以下のガラスを用いた窓及び換気を目的としたジャロジー窓等については 

   改修を要件としない。ただし、対象製品を用いた改修を行う場合は補助対象としてもよい。 

  ・窓及びガラスの交換を改修対象部位とした場合も、テラスドア、勝手口ドアについては改修を要件としない。 

   ただし、ドアに組み込まれたガラスの面積がドア面積の５０％以上である場合で対象製品を用いた改修を行う 

   場合は補助対象としてもよい。 

  ・居間又は主たる居室を中心に改修すること。 

  ・天井を改修する場合は、屋根の直下の天井、及び外気に接する天井の全てを改修すること。 

   ただし、バルコニー、下屋等の改修が困難な場合は、天井全体の面積の１５％を限度として改修しなくてもよい。 

  ・改修する床面積合計の延べ床面積に占める割合（以下「改修率」という）がＰ１５の「表２ エネルギー計算結果 

   早見表（戸建住宅）」に記載の割合以上であること。非居室を含んでもよい。 

 

   ※１ 床とは、外気に接する床（張出し床、ガレージ上等）及びその他の床をいう。 

   ※２ 障子に組み込まれ、障子を閉めた状態で換気を行うことが出来る小窓をいう。 

 

事業の実施にあたっては、前提として以下の要件を満たすものとする。 
 
 ・住宅全体の一次エネルギー消費量の１５％以上の削減が見込まれること。 
 ・高性能ガラスは、熱貫流率（Ｕ値）２．３３ W/(㎡・K)以下のＳＩＩに登録されたものであること。 
  なお、以下の通り、ガラス中央部の熱貫流率による分類を設け区分する。  
    Ａグレード：Ｕ値１．５０以上、２．３３以下のもの 
    Ｓグレード：Ｕ値１．５０未満のもの 
 ・高性能窓は、熱貫流率（Ｕ値）２．３３ W/(㎡ ・K)以下のＳＩＩに登録されたものであること（ただし、１部位改修の 
   場合は内窓は補助対象外とする）。 
 ・高性能断熱材は、熱伝導率（λ値）０．０４１W/（m・K）以下（ただし、２部位以上の組合せによる天井断熱工事 
  に用いる吹込み断熱材はＲ値＝２．７㎡・ K/W以上とする）のＳＩＩに登録されたものを用い、「表１ 部位別の 
  高性能建材の性能値一覧」に記載の熱抵抗（Ｒ値）を満足すること（重ね貼りも可とする）。 
 
 
 
 

※本値は、本事業の適用判断のために用いるものであり、省エネ法に基づく性能値を保証しているものではないことに留意すること。 
 （以降、熱貫流率＝Ｕ値、熱伝導率＝λ値、熱抵抗＝Ｒ値と表記、単位省略） 

（注１） 高性能設備による一次エネルギー消費量の増減は原則考慮しない。 
     ただし、個別の計算等の場合は、考慮してもよいこととする。 

表１ 部位別の高性能建材の性能値一覧 

天井 
外壁 床 外窓・内窓 

ガラスの交換 

１～３地域 ４～８地域 Ｓグレード Ａグレード 

Ｒ値= 
５．４以上 

Ｒ値= 
２．７以上 

Ｒ値= 
２．７以上 

Ｒ値= 
２．２以上 

Ｕ値= 
２．３３以下 

Ｕ値= 
１．５０未満 

Ｕ値= 
１．５０以上、２．３３以下 
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Sグレード Aグレード 1 2 3 4 5 6 7 8

1-1 天井 外壁 床 外窓・内窓 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 50%以上

1-2 天井 外壁 床 Sグレード ○ ○ ○ ○ ○ ○ 50%以上

1-3 天井 外壁 床 Aグレード ○ ○ ○ ○ ○ ○ 50%以上

2-1 天井 外壁 外窓・内窓 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 70%以上

2-2 天井 外壁 Sグレード ○ ○ ○ ○ ○ ○ 70%以上

2-3 天井 外壁 Aグレード ○ ○ ○ ○ ○ ○ 70%以上

3 天井 外壁 床 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 100%

4-1 外壁 床 外窓・内窓 ○ ○ 30%以上 30%以上 30%以上 40%以上 100%

4-2 外壁 床 Sグレード ○ ○ 30%以上 30%以上 40%以上 40%以上

4-3 外壁 床 Aグレード ○ ○ 30%以上 40%以上 40%以上 40%以上

5-1 天井 床 外窓・内窓 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 100%

5-2 天井 床 Sグレード ○ ○ ○ ○ ○ ○ 100%

5-3 天井 床 Aグレード ○ ○ ○ ○ ○ ○ 100%

6 天井 外壁 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 100%

7 天井 床 ○ ○ ○ ○ ○ ○

8-1 天井 外窓・内窓 ○ ○ ○ ○ ○ ○

8-2 天井 Sグレード ○ ○ ○ ○ ○ ○

8-3 天井 Aグレード ○ ○ ○ ○ ○ ○

9-1 外壁 外窓・内窓 40%以上 40%以上 40%以上 50%以上 50%以上 50%以上

9-2 外壁 Sグレード 40%以上 40%以上 50%以上 50%以上 50%以上 50%以上

9-3 外壁 Aグレード 40%以上 40%以上 50%以上 50%以上 50%以上 50%以上

10 外壁 床 40%以上 40%以上 40%以上 40%以上 50%以上 50%以上

11-1 床 外窓・内窓 40%以上 40%以上 50%以上 50%以上 70%以上 70%以上

11-2 床 Sグレード 50%以上 50%以上 70%以上 70%以上 70%以上 100%

11-3 床 Aグレード 50%以上 50%以上 70%以上 70%以上 100% 100%

12 天井 ○ ○ ○ ○ ○ ○

13 外壁 70%以上 70%以上 70%以上 100% 100% 100%

14-1 外窓 100% 70%以上

4部位

3部位

2部位

1部位

ガラスの交換
（ガラス交換・カバー工法・建具交換）

地域区分断熱
部位数

組合せ
番号

天井 外壁 床 外窓・内窓

個
別
の
計
算

・表中の部位別組合せ番号で地域区分ごとに○及び「３０％以上」「４０％以上」「５０％以上」「７０％以上」「１００％」と 
 記載の組合せは、それぞれ記載の改修率を要件とし、一次エネルギー削減率の計算結果の提出を不要とする。 
・１件の申請で[外窓]・[内窓]・[ガラスの交換 Ｓグレード] ・[ガラスの交換 Ａグレード]が混在する場合は、以下の 
 優先順位で組合せ番号を適用すること。 
 [ガラスの交換 Ａグレード] ＞ [ガラスの交換 Ｓグレード] ＞ [外窓・内窓] 
・Ｐ４３の「実施計画書 ４．エネルギー計算」の「早見表を使用する」にチェックをし、該当番号を記入すること。 
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＜計算条件＞ 
  「住宅事業建築主の判断基準のモデルプラン（２階建て、延べ床面積１２０．０７㎡）」をベースに、対象エリアにて各対象部位を全て「住宅性能表示制度省エネ等級１仕様」から「Ｒ値＝２．２、２．７、 
  ５．４の断熱材・Ｕ値＝２．３３の窓・Ｕ値＝２．３３、１．５０のガラス」に改修した条件で、算定用ＷＥＢプログラムを用いて「平成２５年基準」にてシミュレーション（設備等は一般的なものを想定）し、 
  その結果に基づいて、住宅全体の一次エネルギー消費量の削減率が１５％以上となった組合せで構成している。 

表２ エネルギー計算結果早見表（戸建住宅） 

※１ 

○…改修率２５％以上 

※１ 組合せ番号１２の天井１部位を改修する場合、熱伝導率（λ値）０．０４１W/（m・K）以下の対象製品による 
    改修を行うこと。 
 
※２ 組合せ番号１４－１の窓１部位を改修する場合は、外窓のみで改修を行うこと（内窓は不可とする）。 

※２ 
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表３ エネルギー計算結果早見表（集合住宅） 
＜計算条件＞ 
代表的な一般住宅（集合住宅、延べ床面積５４．３７㎡）において、 
対象エリアにて窓のガラスを全て「住宅性能表示制度省エネ等級 
１仕様の窓」から「Ｕ値＝２．３３のガラスを使用した窓」に改修するとした 
条件で、算定用ＷＥＢプログラムを用いて「平成２５年基準」にてシミュ 
レーション（設備等は一般的なものを想定）し、その結果に基づいて、 
住宅全体の一次エネルギー消費量の削減率１５％以上となった 
組合せで構成している。 
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（注１） 管理組合等が「内窓」を改修する場合は、当該部分が共用部であることが確認出来ること。 

（注２） 窓及び断熱材を改修する場合は、原則、外皮部分のみ補助対象とする。 

     真空断熱材等の特殊な材料、工法等を用いて断熱改修をする場合は、交付申請書を提出する前にＳＩＩに 

     相談すること。 

（注３） 建物全体の屋根、外壁、床等の共用部の断熱材を改修する場合は、当該集合住宅の全一次エネルギー 

     消費量の１５％以上の削減が見込まれることを、申請時に個別のエネルギー削減計算書を添付し証明すること。  

② 集合住宅の改修におけるエネルギー計算 
 

  個人及び管理組合等による申請は以下の要件を満たすこと。 

  また、管理組合等が非住戸部※１を改修する場合も同様の要件を満たすこと。 

 

 ・窓全部の改修とする。 

 ・窓の改修工法は、ガラスの交換（ガラス交換、カバー工法、建具交換）、外窓の交換、内窓の取り付けとする。 

  ただし、換気小窓※２、３００×２００ｍｍ以下のガラスを用いた窓及び換気を目的としたジャロジー窓等については 

  改修を要件としない。ただし、対象製品を用いた改修を行う場合は補助対象としてもよい。 

 

  ※１ 原則全住戸の改修と共に非住戸部の改修を行うことも可とする。 

     ただし、非住戸部のみの改修は不可とする。非住戸部は、エントランス、ロビー、ゲストルーム、集会所、 

     管理人室等をいう（倉庫や駐車場等は補助対象外とする）。 

  ※２ 障子に組み込まれ、障子を閉めた状態で換気を行うことが出来る小窓をいう。 

エネルギー計算結果早見表の「個別の計算」欄に該当する場合及び、改修率を満たさない場合は、個別に住宅全体
の一次エネルギー消費量の１５％以上の削減が見込まれることを証明出来る以下の計算書を添付して申請すること。 
 
・個別エネルギー計算書（自由書式又は定型様式４） 
・「住宅・住戸の省エネルギー性能の判定プログラム」により改修前後の設計一次エネルギー消費量を計算した 
 計算結果票 
・平成２５年改正省エネルギー基準による外皮性能（ｑ値、ｍＣ値、ｍＨ値）を算出した計算書 
 （自由書式又は定型様式５）。 
 
 
※平成２５年改正省エネルギー基準（平成２５年経済産業省・国土交通省告示第１号）をもとに行うこと。  
 「平成２５年改正省エネルギー基準」に関する詳細は、「住宅・建築物の省エネルギー基準及び低炭素建築物の 
 認定基準に関する技術情報（独立行政法人 建築研究所）」のホームページで公開される「一次エネルギー消費量 
 算定用ＷＥＢプログラム解説（住宅編）」を参照。  
  ＜解説＞ http://www.kenken.go.jp/becc/documents/house/TechnicalRep/Manual_House_20130711.pdf  
  ＜設計一次エネルギー消費量算定方法＞ http://www.kenken.go.jp/becc/house.html  
 
※戸建住宅に限り、本事業の対象製品の要件を満たす高効率給湯機の導入・改修を高性能建材を用いた改修と 
  同時に行う場合は、計算条件としてもよい。導入・改修する機種の性能が分かるカタログ等の写しを添付すること。 
 
※エアコンディショナー等の導入・改修を、高性能建材を用いた改修と同時に行う場合は、計算条件とすることを認める。 
    ただし、導入・改修するエアコンディショナーはエネルギー消費効率が建築研究所のホームページで公開されて 
  いるエネルギー消費効率の区分（い）を満たす機種に限る。エアコンディショナー等は補助対象外とする。 
  導入・改修する機種の性能が分かるカタログ等の写しを添付すること。 

■ 個別の計算について 

1 2 3 4 5 6 7 8

○ ○ ○ ○ ○ ○

個別の計算

部位
地域区分

外窓・内窓
ガラスの交換
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a5 b5 c5 d5 

a4 b4 c4 d4 

a3 b3 c3 d3 

a2 b2 c2 d2 

a1 b1 c1 d1 

・ただし、以下の手順による略式計算も可とする。 
 

  ＜略式計算の例（５階建ての４住戸／階の集合住宅の場合）＞ 

※住戸タイプａ２～ａ４は同じ設計一次エネルギー 
  消費量としてよい（ｂ２～ｂ４、ｃ２～ｃ４、ｄ２～ｄ４も同様）。 

E1an 

AE1an 

AE2an 

  
 
 
  
 
 
 
 
※非住戸部を含めて申請する場合、非住戸部については非住宅建築物に関する平成２５年改正省エネルギー 
  基準に係る一次エネルギー消費量の計算プログラムを使用すること。 

      (E1an + E1bn+ E1cn+ E1dn)
5
n=1      ΣE1   = 

      (AE1an + AE1bn + AE1cn+ AE1dn)
5
n=1      ΣAE1 = 

      (AE2an + AE2bn + AE2cn+ AE2dn)
5
n=1      ΣAE2 = 

  =  E1a1+E1a2×3+E1a5+E1b1+E1b2×3+E1b5……    

  =  AE1a1+AE1a2×3+AE1a5+AE1b1+AE1b2×3+AE1b5……    

  =  AE2a1+AE2a2×3+AE2a5+AE2b1+AE2b2×3+AE2b5……    

： 断熱改修前のａ住戸タイプｎ階住戸の設計一次エネルギー消費量（ＧＪ／年） 
： 断熱改修前のａ住戸タイプｎ階住戸の空調設備設計一次エネルギー消費量（ＧＪ／年）  
： 断熱改修後のａ住戸タイプｎ階住戸の空調設備設計一次エネルギー消費量（ＧＪ／年）  

（２） 改修済みガラス・窓・断熱材について 

申請する既築住宅等に、交付申請時に既に取り付けてある高性能建材（ガラス・窓・断熱材）が、平成２７年度補正 
予算 住宅省エネリノベーション促進事業費補助金に登録されている製品である場合、以下の条件を満たすことで、 
その部分の改修は要件としないこととする。 
ただし、既に取り付けてある高性能建材に係る費用については補助対象外とする。 
 
以下の書類を全て提出すること（「交付申請書」提出の際に添付すること）。 

 ・建築士による証明書の原本 
   ※本事業の登録製品名、登録型番と同一である旨を記載し、建築士登録番号及び建築士の氏名、捺印をした 
     証明書（書式自由）。  
 ・建築士免許のコピー 
 ・該当する高性能建材の出荷証明書又は施工証明書等のコピー 

 ・該当する高性能建材のカタログのコピー 

 ・該当する高性能建材を示した平面図・立面図のコピー 

 ・該当する高性能建材の現況写真 

・集合住宅（全体）の「個別の計算」については、以下の計算を行うこと。 
 原則、全住戸のそれぞれの断熱改修前の設計一次エネルギー消費量（E1）、断熱改修前・後の空調設備設計 
 一次エネルギー消費量（AE１、AE２）を求め、以下の式により算出。 
 
 
 
       全住戸の一次エネルギー消費量の削減率（％） ＝ 
 
 

×１００ 
ΣAE１ － ΣAE2  

ΣE１  ※小数点以下第２位を四捨五入 
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（３） 補助対象費用について 

①補助対象費用の範囲 
 

  Ｐ８「（６）補助対象となる費用 ①費用区分」に準拠し、詳細は以下の通りとする。 

高性能建材 
高性能設備 

蓄電システム 高効率給湯機 

補
助
対
象
費
用
 

材
料
費
 

登録された製品の購入費用 
 
１．ガラス 
２．窓 
３．断熱材 

登録された製品の購入費用 
 
蓄電システム 
 ①蓄電池部 
  （リチウムイオン蓄電池） 
 ②電力変換装置 

   （インバータ、コンバータ、 
   パワーコンディショナ等） 
 ③蓄電システム制御装置 

 ④計測・表示装置 

 ⑤キュービクル 

補助対象となる機器と、その設
置に必要な付属機器・建築材料
等の購入・据付に要する費用 
 
＊高効率給湯機の補助対象 
  範囲はＰ１９を参照。 
＊工事費は設備設置と一体 
   不可分の工事に限る。 
＊補助対象となる機器の一部で 
  あっても、省エネルギーに 
   寄与しない部位とそれに関す 
   る工事は補助対象外とする。 

工
事
費
 

対象製品の設置取付と一体 
不可分の工事費用 
 
１．窓交換・断熱改修に伴う 
    撤去・復旧工事費 
２．運送・搬入費 
３．対象製品設置取付費 
４．養生費       等 
 
 
対象製品の設置取付と一体 
不可分の対象製品以外の 
材料費 
 
＜天井・外壁・床＞ 
 ・断熱改修に必要な石膏ボード、  
  パーティクルボード、合板等の 
  材料費と取付費等 
＜窓＞ 
 ・高性能窓、ガラスの取付に 
  必要な費用（ガラス、窓改修 
  に必要な額縁、ふかし枠等） 

対象製品の設置取付と一体 
不可分の工事費用 
 
１．対象製品設置基礎工事費 
２．対象製品据付工事費 
３．電気配線工事費 
４．計測・表示装置据付工事費 
等 
 
 
＊蓄電システムに必要な接続 
  端子までを補助対象とする 
＊対象工事項目であっても、他 
   の工事と切り分けられない場 
   合は補助対象外とする。 

補
助
対
象
外
費
用
 

・給排水、電気等の設備工事費 
  及び対象製品以外の設備機 
  器等の購入費用 
・クロス、外壁サイディング、 
  フローリング等の仕上げ材 
・網戸、雨戸等の窓付属部材 

・再生エネルギー発電設備等 
  対象製品以外の工事費 
・既存品撤去工事費 
・運送・搬入費 
・試験調整費 
・エネルギー供給事業者への 
 申請費 
 

・給湯工事における給湯配管、 
 給水配管、風呂追い炊き配管、 
 ガス配管工事に要する費用 
 （給湯機本体への接続工事、 
 ガス管への接続工事は除く） 
・既存品撤去工事費 
・試運転調整費 

・諸経費、設計費、書類等の対象製品以外の送料、交通費、廃材処分費、管理費、調査費、 
 消費税及び地方消費税、法定外福利費 等 

（注１） 判別がつかない費目がある場合は交付申請書を提出する前にＳＩＩに相談すること。 
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排熱利用
給湯暖房ﾕﾆｯﾄ

台所ﾘﾓｺﾝ

浴室ﾘﾓｺﾝ

給水配管

間接排水用
排水菅

Ｍ

給湯配管

風呂・追い焚き配管

電力量計

浴 槽

台所、ｼｬﾜｰ等へ

ガス
排ガス

電
源
線

通
信
線

通信線

電源渡り線

床暖等の暖房端末へ

（
逆
流
防
止

制
御
用
配
線
）

電気

ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ
発電ﾕﾆｯﾄ

台所等へ

ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟﾕﾆｯﾄ

貯湯ﾕﾆｯﾄ

台所ﾘﾓｺﾝ

浴室ﾘﾓｺﾝ

排水

給湯配管

風呂配管

単独ﾌﾞﾚｰｶｰ

分電盤

分岐ﾎﾞｯｸｽ

時間帯別
電力量計

浴 槽

台所、ｼｬﾜｰ等へ

※分岐ボックスなしに直接分電盤につなぎ込む場合は分電盤へのつなぎ込みまでが補助対象

電気配線

ガス排水

給水配管

Ｍ

電気・ガス
切り替え

追い焚き

ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟﾕﾆｯﾄ

貯湯ﾕﾆｯﾄ

台所ﾘﾓｺﾝ

浴室ﾘﾓｺﾝ

脚部化粧ｶﾊﾞｰ

排水
給水配管

排水

Ｍ

給湯配管

風呂配管

単独ﾌﾞﾚｰｶｰ

分電盤

分岐ﾎﾞｯｸｽ

時間帯別
電力量計

浴 槽

台所、ｼｬﾜｰ等へ

※分岐ボックスなしに直接分電盤につなぎ込む場合は分電盤へのつなぎ込みまでが補助対象

電気配線

追い焚き

■ 高効率給湯機の補助対象範囲 （赤線部分が補助対象） 
 
 ◆ヒートポンプ給湯機の場合 

◆ガスエンジン給湯機の場合 

◆潜熱回収型ガス給湯機の場合 

◆ハイブリッド給湯機の場合 

台所ﾘﾓｺﾝ

浴室ﾘﾓｺﾝ

給湯配管 風呂配管

台所、ｼｬﾜｰ等へ

浴 槽
排水

排水（耐熱）・
ﾄﾞﾚﾝ配管

給水配管

Ｍ
ガス

分電盤

配管ｶﾊﾞｰ

追い焚き

＜補助対象範囲＞ 

材
料
費 

・本体（ヒートポンプユニット・タンク） 
・配管カバー（脚部化粧カバー） 

工
事
費 

・ヒートポンプユニット～タンク間の 
  循環配管 
・排水配管（ドレン排水含む） 
・基礎 
・電気配線工事費 
 （分岐ボックス～本体、リモコン類） 
 ※分電盤経由で接続の場合は、分電盤 
     ～本体、リモコン類・上記設置・施工に 
     係る工事費 

・各種配管の本体への接続工事費 

＜補助対象外＞ 

・分電盤 
・電気幹線 
 （引込口～計器～分電盤） 

・給湯配管 
・給水配管 
・風呂配管 
・風呂接続アダプタ 
・上記設置・施工に係る 
  工事費 
・運送・搬入費 

＜補助対象範囲＞ 

材
料
費 

・本体 
・配管カバー 

工
事
費 

・排水配管（ドレン排水含む） 
・基礎（架台） 
・電気配線工事費 
 （分岐ボックス～本体、リモコン類） 
・上記設置・施工に係る工事費 
・各種配管の本体への接続工事費 
・ガス管への接続工事費 

＜補助対象外＞ 

・分電盤 
・電気幹線 
 （引込口～計器～分電盤） 

・給湯配管 
・給水配管 
・風呂配管 
・ガス配管 
・風呂接続アダプタ 
・上記設置・施工に係る 
 工事費 
・運送・搬入費 

＜補助対象範囲＞ 

材
料
費 

・本体（ヒートポンプユニット・タンク） 
・配管カバー（脚部化粧カバー） 

工
事
費 

・ヒートポンプユニット～タンク間の 
 循環配管 
・排水配管（ドレン排水含む） 
・基礎 
・電気配線工事費 
 （分岐ボックス～本体、リモコン類） 
 ※分電盤につなぎ込む場合は分電盤～ 
   本体、リモコン類・上記設置・施工に 
     係る工事費 

・各種配管の本体への接続工事費 
・ガス管への接続工事費 

＜補助対象外＞ 

・分電盤 
・電気幹線 
 （引込口～計器～分電盤） 

・給湯配管 
・給水配管 
・風呂配管 
・ガス配管 
・風呂接続アダプタ 
・上記設置・施工に係る 
 工事費 
・運送・搬入費 

＜補助対象範囲＞ 

材
料
費 

・本体 
 （発電ユニット・給湯暖房ユニット） 
・配管カバー 

工
事
費 

・発電ユニット～給湯暖房ユニット間 
 の通信線・電源渡り線 
・基礎 
・配管排水（ドレン排水含む） 
・電気配線工事費 
 （分岐ボックス～本体、リモコン類） 
・上記設置・施工に係る工事費 
・各種配管の本体への接続工事費 
・ガス管への接続工事費 

＜補助対象外＞ 

・分電盤 
・電気幹線 
 （引込口～計器～分電盤） 

・給湯配管 
・給水配管 
・風呂配管 
・ガス配管 
・風呂接続アダプタ 
・上記設置・施工に係る 
 工事費 
・運送・搬入費 
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■計算方法の詳細 
 

＜戸建住宅の高性能建材の場合＞ 
 

 ① 見積書より算出した高性能建材の補助対象費用 ＝ ○○○○円・・・・・（い） 
 ② 算定上限金額の算出 ＝ 該当床面積※１ × 該当上限単価※２  ＝ △△△△円・・・・・（ろ） 
 ③ （い），（ろ）いずれか低い額の１／３※３  ＝ ●●●●円・・・・・（は） 
 ④ 高性能建材の補助金の上限額※３  ＝ １５０万円・・・・・（に） 
 
 ⑤ 高性能建材の申請予定額 ＝ （は），（に）いずれか低い額  ＝ ●●●●円・・・・・（ほ） 
 
   ※１ 該当床面積とは、断熱改修をする部分の床面積をいい、「実施計画書（１／２）」に記載した面積をいう。 
            １００％の改修であれば延べ床面積。 
   ※２ 該当上限単価とは、該当する改修部位の組合せ番号によりＰ２１の表４から求める。 
   ※３ 高性能建材の補助率及び上限額はＰ９「（７）補助率及び補助金の上限額」を参照。 
 
＜蓄電システムの場合（戸建住宅のみ）＞ 
 

 ① 補助率 定額５万円／ｋＷｈ※４ ＝ ○○○○円・・・・・（へ）  
 ② 見積書より算出した蓄電システムの補助対象費用の１／３※４  ＝ △△△△円・・・・・（と） 
 ③ 蓄電システムの補助金の上限額※４  ＝ ５０万円・・・・・（ち） 
 ④ （へ），（と） ，（ち）いずれか低い額 ＝ ○○○○円・・・・・（り） 
 ⑤ 高性能建材の補助対象費用（上記（ほ）） ＝ ●●●●円・・・・・（ほ） 
 
 ⑥ 蓄電システムの申請予定額 ＝ （り），（ほ）いずれか低い額 ＝ ○○○○円・・・・・（ぬ）  
 
      ※４ 蓄電システムの補助率及び上限額はＰ９「（７）補助率及び補助金の上限額」を参照。 
 
＜高効率給湯機の場合（戸建住宅のみ）＞ 
 

 ① 見積書より算出した高効率給湯機の補助対象費用の１／３ ※５ ＝ △△△△円・・・・・（る） 
 ② 高効率給湯機の補助金の上限額※５  ＝ １５万円・・・・・（を） 
 ③ （る），（を）いずれか低い額の合計 ＝ ○○○○円・・・・・（わ） 
 ④ 高性能建材の補助対象費用（上記（ほ））  ＝ ●●●●円・・・・・（ほ） 
 
 ⑤ 高効率給湯機の申請予定額 ＝ （わ），（ほ）いずれか低い額 ＝ ○○○○円・・・・・（か）  
 
      ※５ 高効率給湯機の補助率及び上限額はＰ９「（７）補助率及び補助金の上限額」を参照。 
 
 （注１） 蓄電システムと高効率給湯機を両方導入・改修する場合は、上記（り）と（わ）の合計金額が、高性能建材の申請 
      予定額（ほ）以下であること。 
 
 
＜集合住宅の場合＞ 
 

 ① 改修方法と使用する製品のグレードごと※６に、見積書より補助対象費用を算出。 
   ガラスの交換（グレードＡ）：補助対象費用 ＝ ○○○○円・・・・・（よ） 
 ② 改修方法と使用する製品のグレードごと※６に、算定上限金額を算出する。 
   ガラスの交換（グレードＡ）：○○ヵ所の合計 ○○㎡×該当上限単価※７ ＝ △△△△円・・・・・（た） 
 ③ （よ），（た）いずれか低い額の合計の１／３ ※８ ＝ △△△△円・・・・・・（れ） 
 ④ 補助金の上限額※８＝ １５０万円・・・・・（そ） 
 
 ⑤ 交付申請予定額 ＝ （れ），（そ）いずれか低い額  ＝ △△△△円・・・・・（つ） 
 
   ※６ 複数の改修方法・グレードを使用する場合は、改修方法別・グレード別に補助対象費用を算出し、 
      その合計を補助対象費用とする。 
   ※７ 該当上限単価とは、該当する改修方法の組合せによりＰ２２の表５から求める。 
   ※８ 補助率及び上限額はＰ９「（７）補助率及び補助金の上限額」を参照。 

②補助対象費用の計算 
 

 補助対象費用の計算は、申請時にＳＩＩへ提出する工事見積書に基づき費用明細書に記入された、補助対象費用を 
 算定する。ただし、Ｐ２１・２２の「表４・５ 上限単価表」より算出された「算定上限金額」と、「見積書より算出した補助対 
 象費用（費用明細書）」のいずれか低い額を補助対象費用とする。また、高性能設備（蓄電システム・高効率給湯機） 
 の導入・改修に係る補助金額の合計は、高性能建材を活用した改修に係る補助金額の合計以下とする。 
 
 真空断熱材等の特殊な材料、工法等を用いて断熱改修をする場合は、交付申請書を提出する前にＳＩＩに相談すること。 
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・Ｐ４５「費用総括表」の「上限単価表の組合せ番号」の欄に該当番号を記入すること。 
・１件の申請で[外窓]・[内窓]・[ガラスの交換 Ｓグレード] ・[ガラスの交換 Ａグレード]が混在する場合は、最も低い 
 上限単価を適用すること。 

外窓 内窓 Ｓグレード Ａグレード

①-1 ○ ○ ○ 26,000

①-2 ○ ○ ○ ○ ― 24,000

①-3 ○ ○ ○ ― ○ 23,000

②-1 ○ ○ ― 21,000

②-2 ○ ○ ― ○ ― 19,000

②-3 ○ ○ ― ― ○ 18,000

③ ○ ○ ○ 16,000

④-1 ― ○ ○ 23,000

④-2 ― ○ ○ ○ ― 21,000

④-3 ― ○ ○ ― ○ 20,000

⑤-1-1 ○ ― ○ ○ ― 18,000

⑤-1-2 ○ ― ○ ― ○ 14,000

⑤-2 ○ ― ○ ○ ― 16,000

⑤-3 ○ ― ○ ― ○ 15,000

⑥ ○ ○ ― 11,000

⑦ ○ ― ○ 8,000

⑧-1-1 ○ ― ― ○ ― 13,000

⑧-1-2 ○ ― ― ― ○ 9,000

⑧-2 ○ ― ― ○ ― 11,000

⑧-3 ○ ― ― ― ○ 10,000

⑨-1 ― ○ ― 18,000

⑨-2 ― ○ ― ○ ― 16,000

⑨-3 ― ○ ― ― ○ 15,000

⑩ ― ○ ○ 13,000

⑪-1-1 ― ― ○ ○ ― 15,000

⑪-1-2 ― ― ○ ― ○ 11,000

⑪-2 ― ― ○ ○ ― 13,000

⑪-3 ― ― ○ ― ○ 12,000

⑫ ○ ― ― 3,000

⑬ ― ○ ― 8,000

⑭-1 ― ― ― ○ ― 10,000

―

部位別組合せ

上限単価表
組合せ番号

―

―

―

―

―

―

２部位

―

―

―

床外壁天井

―

―

―

―

―

―

○

○

○

○

―

ガラスの交換
（ガラス交換・カバー工法・建具交換）

４部位

３部位 ―

―

―

―

―

―

―

―

窓

―

―

―

―

―

１部位

上限単価

―

―

―

―

―

―

―
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表５ 上限単価表（集合住宅） －窓・ガラス単位面積当たり※１ － 
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※１ 内窓の場合は既存の額縁内法寸法、ガラス交換・カバー工法・建具交換の場合はガラス寸法で 
    計算された面積をいう。 
※２ カバー工法とは、既存窓枠を取り外さずに、その枠の上から新しい窓を取り付ける方法をいう。 
※３ 建具交換とは、障子部分である「建具＋ガラス」を一体として交換することをいう。 

 （単位：円/㎡）  

（４） 断熱改修及び設備機器を設置する際の注意事項 

① 断熱改修によって気密性能が向上すると、同時に室内湿度が上昇し、結露を発生する可能性がある。 
    この問題は加湿する開放型暖房設備の使用を控えることや、生活習慣の改善、換気システムの導入等によって 
    緩和することが出来る。 
  木部の劣化やカビ発生の原因となる結露の防止の観点から十分注意すること。 
 
    （参照：一般財団法人 建築環境・省エネルギー機構 自立循環型住宅のホームページ 
       http://www.jjj-design.org/eco_repair/technique/02.html ) 
 
② 部分的な断熱工事は、改修箇所によっては、断熱した暖房室と非断熱の非暖房室との温度差が大きく、 
    ヒートショックが発生する可能性があるため、部分改修を行う際には、断熱改修箇所に注意すること。 
 
③ 蓄電システム・給湯機等が、騒音や振動の発生源となり、生活環境に影響を及ぼす場合がある。 
  設備機器を設置する際は、周辺の住居等への影響を未然に防止するように、十分に配慮すること。 

ガラス交換 カバー工法 建具交換

Ａ

Ｓ

製品のグレード
ガラスの交換

外窓・内窓

56,000
36,000

68,000

※２ ※３



３．事業の実施 
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事業の実施 ３ 

事業スケジュール ３ -１ 

年間予定 ＳＩＩ 
申請者 

（手続代行者） 

公 
募 

審
査 
・ 
選
考 

事
業
の
遂
行 
・ 
検
査 
・ 
支
払
い 

■「補助事業実績報告書」受付締め切り 
事業完了日から起算して３０日 
以内又はＨ２９ １/１６（月）の 
いずれか早い日 

公募情報公表（ＨＰ） 

「交付決定通知書」 
発行 

事業開始 

「補助事業実績報告書」 
及び添付書類作成～提出 

「確定通知書」 
発行 

補助金支払い 

補助金入金 

審査、現地調査等 

工事・支払い完了 

「交付申請書」 
受理 

 
 

「交付申請書」及び 
添付書類作成～提出 

 
 

■補助金支払い 
～Ｈ２９ ３/３１（金）迄 
 
※補助金支払いは、一連の 
  審査等が終了し、確定通知を発行  
   したものから随時実施 

公募～交付決定 
（Ｐ２５～２７参照） 

３ -２ 

補助事業の開始 
～完了 
（Ｐ２７参照） 

３ -３ 

実績報告 
～補助金支払い 
（Ｐ２７・２８参照） 

３ -４ 

「交付申請書」 
審査・選考 

※選考は集合住宅（全体）の 
  場合のみ実施 

「確定通知書」  
受領 
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■「交付申請書」受付開始 
＜戸建住宅・集合住宅（個人）＞ 
 一次 ３/３１（木） 
 二次 ６月中旬 予定 
 
＜集合住宅（全体）＞ 
 一次 ３/３１（木） 
 二次 ６月中旬 予定 

■「交付申請書」受付締め切り 
＜戸建住宅・集合住宅（個人）＞ 
 一次 ６/９（木） 
 二次 ８月下旬 予定 
 
＜集合住宅（全体）＞ 
 一次 ４/２８（木） 
 二次 ６月下旬 予定 

■交付決定 
＜戸建住宅・集合住宅（個人）＞ 
 随時 
 
＜集合住宅（全体）＞ 
外部審査委員会を実施し、採択者を 
決定する。ただし、申請が多数あった 
際等には交付決定が遅れる場合がある。 
 

 一次 ５月下旬 予定 
 二次 ７月下旬 予定 
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公募～交付決定 ３ -２ 

（１） 事業の公募について 

ＳＩＩは、補助事業を行おうとする者に対し公募を行い、必要に応じて説明を行う。 

また、ＳＩＩは、専用のホームページ（http://sii.or.jp/）に公募記事を掲載する。 

（２） 申請について 

申請をする場合は、１物件につき１申請とする。申請者は、「５．交付申請書及び添付書類の記入例（Ｐ３７以降参照）」

に従って提出に必要な書類※１を作成し、１部（正本）をＳＩＩ指定の提出先※２に送付すること（提出書類は、全て必ず 

申請者控えを取っておくこと）。また申請者は、申請書類に関するＳＩＩからの問い合わせに対応出来ること。 

 

 ※１ Ｐ３１～３５「必要提出書類について」参照 

 ※２ Ｐ３６「（２）申請書提出先及び問合せ先」参照 

 （注１） 申請書類に不備・不足がある場合は原則、申請を受理しないので注意すること。  
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① 利用が可能な申請について 

 リース事業者は１事業者とし、原則、補助対象となる製品の材料費及び工事費を含む一連の工事全てがリース 

 対象として、一括で契約されていること。 

 

② 申請方法について 

 ・「交付申請書」は申請者と、リース事業者との共同申請とする。 

 ・「補助事業実績報告書」も「交付申請書」と同じく共同申請とする。 

 

③ 料金・期間について 

 ・リース料から補助金相当分が減額されていること。 

 ・リースの期間は、原則法定耐用年数以上とすること。 

  法定耐用年数を下回る契約である場合にあっては、リースの期間終了後に申請者に所有権移転が行われる 

  契約となっていること。 

 ・申請者は、所有権移転後も補助対象建材を補助金の交付目的に従って、その効率的運用を図ること。 

（３） リース事業者との共同申請について 

（４） 支払い委託について 

① 料金・期間について 

 ・支払い委託契約の金額から補助金相当分が減額されていること。 

 ・補助金が申請者に支払われたとき、当該金額の全額が直ちに支払委託事業者に一括で支払われること。 

① 個別クレジット契約の条件について 

 ・個別クレジット取扱会社は、経済産業省に登録されている個別信用あっせん業者であること。 

  （参照：経済産業省・登録個別信用あっせん業者一覧のホームページ 

   http://www.meti.go.jp/policy/economy/consumer/credit/115tourokujigyousyaitiran.htm） 

 

② 料金・期間について 

 ・申請者は、補助対象製品を補助金の交付目的に従って、その効率的運用を図ること。 

 ・補助金が申請者に支払われたとき、当該金額の全額が直ちに個別クレジット取扱会社に一括で支払われること。 

（５） クレジット契約を利用する場合（個別クレジット）について 

（注１） 交付申請書提出以降に個別クレジットを利用する場合、速やかにＳＩＩに連絡の上、「定型様式７ 個別クレ 

     ジット契約による補助金に関する取決書」を提出すること。 

（注２） 必要提出書類についてはＰ３１～３５を参照。 

（注１） 必要提出書類についてはＰ３１～３５を参照。 

（注１） 必要提出書類についてはＰ３１～３５を参照。 
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（８） 審査・選考について 

（７） 手続代行者について 

申請者は、申請について、第三者に依頼することが出来る。申請の手続きを代行するもの（以下、「手続代行者」と 

いう）は、申請者の了解の下で依頼された内容について、間違いや不備等のないよう注意して申請を行うこと。 

手続代行者による申請の場合、申請書類に関するＳＩＩからの問い合わせや訂正依頼に対応出来ることを要件とする。 

手続代行者は、本事業の目的が「住宅の省エネ化」であることを十分に理解すると共に、適切な申請を心がけること。

仮に手続代行者に不正行為が確認された場合には、当該申請を不正として不受理又は不採択とすると共に、同じ手

続代行者を利用した他の申請についても不正として不受理又は不採択とする場合があるので、十分注意すること。原

則として手続代行者へ連絡をするので、申請者の不利益にならぬように対応すること。 

「交付決定通知書」や、「確定通知書」等の正式な通知書面等は申請者に送付する。 

＜集合住宅（全体）の場合の審査・選考＞ 
 

 申請期間内に到着した案件について、審査委員会を設け、以下の通り審査・選考を行い、事業規模の範囲内で 
 上位のものから順に採択する。 
 
 ① 選考方法 

    事業規模の範囲内で省エネルギー率当たりの事業単価が低い案件を上位とする。 

    また、事業単価が同一と認められるものにあっては、補助対象金額※１の小さい案件を上位とする。 

 

   ※１ 「補助対象金額」は、補助申請金額にかかわらず、Ｐ８「（６） 補助対象となる費用 ①費用区分」のA、Bに 

       該当する全ての経費の合計とする。補助対象金額の一部を補助申請する場合には、その旨を予めＳＩＩに 

       連絡すること。 

 

  （注１） 交付申請時と実績報告時の省エネルギー率当たりの事業単価が乖離する場合は、補助金の支払いを 

       行わないので十分注意すること。 

       ただし、交付申請時の寸法と実績報告時の寸法の誤差による面積合計の差（１０％）等により生じる 

       事業単価の乖離は、ＳＩＩが認める場合には、やむを得ないものとして取り扱う。 

 
 
 ② 審査・選考基準 

   省エネルギー率当たりの事業単価： 

   一次エネルギー消費量の削減率に対する、ガラス又は窓の改修面積1㎡当たりにおける補助対象費用 

 

 

 

   

 

 

 

 

  

 

 

 

応募のあった申請書に対し、ＳＩＩが審査を行う。また、集合住宅（全体）の申請については、以下の審査・選考も行う。 

省エネルギー率当たりの事業単価 [円／（㎡・％）] ＝ 
補助対象金額（円）※２ 

ガラス面積 or 窓面積 の合計（㎡）※３ 
× 

１ 

ｎ（％）※４ 

※２ この場合において「補助対象金額」は、補助申請金額にかかわらず、Ｐ８「（６） 補助対象となる費用  

        ①費用区分」のＡ、Ｂに該当する全ての経費の合計とする。補助対象金額の一部を補助申請する場合には、 

     その旨を予めＳＩＩに連絡すること。 

※３ ガラスの交換、外窓・内窓が混在する場合は、全てを合計した改修面積とする。 

※４ エネルギー計算結果早見表を使用して申請する場合 ： ｎ＝１５ 

    個別の計算をする場合 ： ｎ＝算出した一次エネルギー消費量の削減率（小数点以下第２位を四捨五入） 

申請者本人又は本人と利害を一にする者が、補助対象製品の調達及び工事等に係る場合は、該当する者の 

利益相当分を排除した額を補助対象金額とすること｡ 

（６） 利益等排除について 
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３ -３ 補助事業の開始～完了 

（１） 補助事業の開始について 

交付決定の通知を受けた後、速やかに導入・改修しようとする補助対象工事の契約及び工事の着手をすること 

（交付決定前の事前契約・着工は認められないので注意すること）。 

（２） 補助事業の計画変更について 

申請内容の変更は原則認められないが、補助事業の実施中に事業内容に変更の可能性が生じた場合は、 
予めＳＩＩに相談し、ＳＩＩの指示に従うこと（軽微な変更については「変更届」にて対応する）。 
なお、集合住宅（全体）においては、省エネルギー率当たりの事業単価が高くなる変更は原則として認めないので
注意すること。 

（３） 事業完了について 

① 事業完了日は、申請内容に係る一連の工事が完了した日もしくは補助対象工事を含む一連の工事の支払いが 

    完了した日（領収書の日付）のいずれか遅い日とする。 

   例）工事完了：１２/９ 支払い完了：１２/１０ の場合、事業完了日は１２/１０ 

      工事完了：１２/９ 支払い完了：１２/７ の場合、事業完了日は１２/９ 

② 申請内容に係る一連の工事の支払いは、原則現金払い（金融機関による振込）とすること。 

  手形払い等、不渡り、減額等が発生する可能性のある支払い方法は不可とする。 

実績報告～補助金支払い ３ -４ 

（１） 実績報告及び額の確定について 

補助事業者は、工事が完了したら、「補助事業実績報告書」及び、必要書類※１を事業完了日から起算して３０日以内
又は平成２９年１月１６日（月）のいずれか早い日までに、ＳＩＩに提出すること。ＳＩＩは、「補助事業実績報告書」の提出
を受け、申請内容に係る工事・費用等の審査を行い、かつ必要に応じて現地調査を行う。ＳＩＩは、上記審査等にて内
容が適正であると認めたとき、交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に対し、「確定通知書」にて補助金額の
確定を通知する。 
 
※１ 必要書類に関しては、別途「交付決定通知書」に同封される「事務取扱説明書」を参照のこと。 

（９） 交付の決定について 

交付決定とは、「交付申請書」を受け付けた後、その内容が適正であると認められる者に対し交付決定した旨を 

通知するもので、補助金額を決定するものではないので注意すること。 

交付決定後に、交付申請内容が本事業の補助要件を満たさないことが発覚した等の場合は、審査の結果に係らず 

交付決定の修正又は取り消しの措置を講じることがある。 

 

 （注１） 国の他の補助事業等と本事業に重複して補助対象が申請されている場合は、他の事業での申請を取り下げる   

      ことを条件に交付決定する。  

 （注２） 交付の決定については、個別の問い合わせについては応じられないので注意すること。 

（２） 現地調査について 

① 現地調査は、補助事業が事業の目的に適して公正に実施されているかを判断する調査であり、補助金の額を 
  確定するためのものである。 
② 申請者はやむを得ない場合を除き、原則立ち会うこと。拒否した場合は、交付決定の取り消しとなり、補助金の 
  支払いが出来ない場合があるので注意すること。手続代行者又は共同申請者がいる場合、手続代行者及び 
  共同申請者も、原則立ち会うこと。 
③ 現地調査で適正な事業の実施・遂行が認められない場合は、交付決定の取り消しとなり、補助金の支払いが 
  出来ない場合があるので注意すること。 
④ 不正行為等が認められた場合は、処罰の対象となる。 
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補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（取得財産等）については、補助事業の完了後に 

おいても善良な管理者の注意をもって管理し（善管注意義務）、補助金の交付の目的に従って、その効率的運用を 

図らなければならない。 

補助事業者は、法定耐用年数の期間内に取得財産等を処分（補助金の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換し、
貸し付け、廃棄し又は担保に供することをいう）しようとするときは、予め「財産処分申請書（様式第８）」をＳＩＩに提出し、
その承認を受けなければならない。万一、未承認のまま財産処分が行われた場合、ＳＩＩは交付決定を取り消し、加算
金及び延滞金（年利１０．９５％）と共に補助金全額の返還を求めることがある。 
ＳＩＩは、補助事業者が取得財産等を処分することにより、収入があり、又は収入があると認められるときは、その収入の

全部又は一部をＳＩＩに納付させることが出来るものとする（補助金の返還金額及び加算金、延滞金は全て小数点以下

切り捨てとする）。 
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（５） 取得財産の管理等について 

 
 
＜個人情報の利用目的について＞ 
取得した個人情報については、申請に係る事務処理に利用する他、ＳＩＩが開催するセミナー、シンポジウム、本事業の効果検証
のための調査・分析、ＳＩＩが作成するパンフレット・事例集、国が行うその他調査業務等に利用することがある。 
その場合、国が認める外部機関に提供を行う場合がある。 
また、同一の設備等に対し国から他の補助金を受けていないかを調査するために利用することがある。 
 
 

（６） 交付決定の取り消し、補助金の返還、罰則等について 

万一、交付規程に違反する行為がなされたと判断した場合、次の措置が講じられることに注意すること。 

    ① 適正化法第１７条の規定による交付決定の取り消し、第１８条の規定による補助金等の返還及び第１９条 

    第１項の規定に準拠した加算金の納付。 

    ② 適正化法第２９条の規定による罰則及び第３０条から第３２条までの規定に準拠した罰則。 

    ③ 相当の期間補助金等の全部又は一部の交付決定を行わないこと。 

    ④ ＳＩＩの所管する契約について、一定期間指名等の対象外とすること。 

    ⑤ 補助事業者等の名称及び不正の内容の公表。 

 

      ※ 適正化法：補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年８月２７日法律第１７９号） 

         最終改正：平成１４年１２月１３日法律第１５２号 

（３） 補助金支払いについて 

ＳＩＩは、「確定通知書」にて補助金額を通知した後、補助金を支払う。 

なお、振込先口座がネットバンキングの場合は、ＳＩＩが別途指定する書類※１を提出すること。 

 

※１ 必要書類に関しては、別途「交付決定通知書」に同封される「事務取扱説明書」を参照のこと。 

（４） 事業成果の公表について 

本事業は省エネルギー効果等を要件としており、事業効果の検証のため、ＳＩＩからエネルギーデータの提出を 

求め、公表する場合がある。 
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申請者、共同申請者、手続代行者は、特に以下の点に注意すること。 
 
① 「交付申請書（様式第１）」は１物件に付き１申請とする。また、同一人が複数物件の申請をすることは認めない。 
  ただし、共同申請者はこの限りではない。 
 
② 同一物件において、違う製品区分であっても複数回の申請は認めない。 
 
③ 「交付申請書（様式第１）」の申請者、共同申請者、手続代行者の捺印は、登録印であること。 
 
④ 申請者は、１名もしくは連名どちらでもよいが、申請後の変更は原則として認められない。 
  なお、連名の場合は全申請者分の捺印を必要とする。 
 
⑤ ①を満たしかつ各戸が補助対象要件を満たしている二世帯住宅で、各戸を区分登記できないものは、１世帯の 
  申請とする（場合により区分登記された表示登記書を提出する）。 
 
⑥ 申請内容の変更は原則認められないが、内容に変更の可能性が生じた場合は、予めＳＩＩに相談し、ＳＩＩの指示に 
  従うこと。ただし、集合住宅（全体）においては、省エネルギー率当たりの事業単価が高くなる変更は原則として 
  認めない。 
 
⑦ 申請者本人又は本人と利害を一にする者が、補助対象製品の調達及び工事等に係る場合は、該当する者の 
    利益相当分を排除した額を補助対象費用とすること｡ 
 
⑧ 手続代行者は事業の進捗管理を行い、予定通り事業が完了するように努めること。 
   適宜、ＳＩＩからその状況報告を求めることがある。 
 
⑨ 「補助事業実績報告書」は事業完了日から起算して３０日以内又は平成２９年１月１６日（月）のいずれか早い日 
  までにＳＩＩに必ず提出すること。上記の提出期日に遅れた場合は、補助事業への申請を取り下げたものとみなす。 
 
⑩ 申請者、共同申請者、手続代行者は最後まで事業を遂行することを心がけること。 
  なお、補助事業者の辞退・取り下げが集中するような手続代行者の申請案件については次年度以降、申請を 
  受理しない場合等があるので、注意すること。 
 
⑪ 補助金交付後、補助対象製品は、補助金受領日から法定耐用年数の期間内は解体、廃棄、転売、処分等を 
  ＳＩＩの承認なしに行うことは出来ない。 
 
⑫ 当該事業で導入・改修した対象製品については、ＳＩＩが補助事業の対象となり得るとして指定したものであり、 
  対象製品導入・改修に係る補助事業者と施工会社等との契約、施工、製品等の品質・性能、燃料等の調達、導入・ 
  改修完了後の保守や保証、知的財産権等をＳＩＩが保証するものではない。万一上記に関する紛争が起きてもＳＩＩ 
  は関与しないので注意すること。 
 
⑬ 申請者、共同申請者、手続代行者は、不正行為を回避するために以下について注意すると共に、確実に実行 
  すること。 
     ・申請者、共同申請者、手続代行者は、虚偽の内容を含む提案・申請をしてはならない。 
   その内容に偽りがあることが補助事業完了後に判明した場合、民事上及び刑事上の法的責任が生ずる可能性が 
   あることを認識し、誠実かつ的確な申請をすること｡ 
     ・申請者、共同申請者、手続代行者は、公募要領について熟読し十分理解した上で申請をすること。 
     ・申請者、共同申請者、手続代行者は、不正をしたことが明らかになったときは、補助金が支払われないこと、 
   不正な行為により補助金を受給したときは、民事上及び刑事上の法的責任が生ずる可能性があることを認識し、 
   適正に手続きを行うこと｡ 
     ・不正があった場合に、申請者、共同申請者と手続代行者間の責任の所在が明確にならない可能性があるため、 
   責任の所在について、必要に応じ、申請者、共同申請者と手続代行者の間で受託契約を結ぶことを推奨する。 
 
      （注１） 表紙裏の“補助金の交付申請又は受給される皆様へ”についても確認すること。 

その他注意事項 ３ -５ 



４．申請の方法 

30 

申請者 住宅区分 
使用する 
申請様式 

必要提出書類 
参照ページ 

記入例（第５章） 
参照ページ 

① 個人の所有者 

戸建住宅 「戸建住宅」 Ｐ３１・３２ Ｐ３７～５６ 

集合住宅[分譲] 「集合住宅（個人）」 Ｐ３１・３３ Ｐ５７～６８ 

② 管理組合等の代表者 集合住宅[分譲] 「集合住宅（全体）」 Ｐ３４・３５ Ｐ６９～８０ 

③ 個人・法人の所有者 

戸建住宅 
[賃貸・社宅等] 

「戸建住宅」 Ｐ３１・３２ Ｐ３７～５６ 

集合住宅 
[賃貸・社宅等]※１ 「集合住宅（全体）」 Ｐ３４・３５ Ｐ６９～８０ 

④ 

所有を予定している 
個人 
※法人の場合は 
不可とする。 

戸建住宅 
[転売物件] 

「戸建住宅」 Ｐ３１・３２ Ｐ３７～５６ 

集合住宅 
[転売物件] 

「集合住宅（個人）」 Ｐ３１・３３ Ｐ５７～６８ 

申請者及び住宅区分により、以下のそれぞれの様式で申請をすること。 
ＳＩＩのホームページで公開している様式以外での申請は認めない。 

※１ １戸のみの改修であっても、「集合住宅（全体）」の様式を使用すること。 
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※１ リース事業者等との共同申請の場合は、リース事業者等の役員名簿を提出すること。 
※２ 改修する対象製品に対応する費用明細書を全て提出すること。 
※３ 断熱材による改修を行う場合は断熱改修部が判別できる図面を適宜提出すること。また、審査に必要となる際は、提出を求めることがある。 
※４ 断熱材による改修を行う場合は、提出すること。 
※５ 申請する高効率給湯機の性能について、Ｐ７の要件が確認出来る仕様書・カタログ等を提出すること（該当箇所にマーク等をすること）。 
※６ 真空断熱材製品を使用する場合は、メーカーが発行する施工登録店証明書、又は届出書を提出すること。 
※７ 個別計算による計算書、及び平面図（各居室面積が分かるもの）、立面図、矩計図、配置図（真北と建物との方位角が 
    明記されているもの）、全ての開口部の寸法が分かるもの（窓の姿図等）を合わせて提出すること。 
※８ 申請者が法人の場合のみ提出すること。 
（注１） 各書類の詳細内容については、Ｐ３２・３３参照。 

31 

○：提出必須  該：該当者のみ提出 

Ｎｏ 様式 書類名 
申請建物の形態 正本 

※ＳＩＩへ提出 

副本 
※申請者控え 戸建住宅 集合住宅（個人） 

１ 様式第１・１－２ 交付申請書【個人】 ○ ○ 原本 コピー 

２ 別紙１・２ 
暴力団排除に関する 

誓約事項・役員名簿※１ ○ ○ 原本 コピー 

３ 定型様式１ 実施計画書 ○ ○ 原本 コピー 

費
用
関
係
書
類 

４ 

定型様式２ 費用総括表 ○ ○ 原本 コピー 

定型様式３ 費用明細書※２ ○ ○ 原本 コピー 

自由  見積書のコピー ○ ○ コピー コピー 

建
築
図
面 

５ 自由 

平面図 ○ ○ 

コピー コピー 

立面図・屋根伏図・床伏図等 該※３ 該※４ 

６ 自由 
高効率給湯機の要件が 

確認出来る書類※５ 該 コピー コピー 

７ 自由 施工登録店証明書等※６ 該 該 
原本又は 

コピー 
コピー 

８ 自由 改修前写真 ○ ○ 原本 コピー 

９ 

自由又は定型様式４ 個別エネルギー計算書 該 該※７ 原本 コピー 

自由又は定型様式５ ｑ値・ｍｃ値・ｍＨ値算出計算書 該 該 原本 コピー 

１０ 自由 住民票 ○ ○ 原本 コピー 

１１ 自由 印鑑登録証明書 ○ ○ 原本 コピー 

１２ 自由 管理組合の管理規約等 ○ コピー コピー 

１３ 自由 財務諸表 該※８ コピー コピー 

 

 
リ
ー
ス
等
 

 

自由 リース契約書（案） 該 該 コピー コピー 

定型様式６ リース等料金計算書 該 該 原本 コピー 

自由 支払い委託契約書（案） 該 該 コピー コピー 

定型様式７ 
個別クレジット契約による補助金に

関する取決書 
該 該 原本 コピー 

１５ 定型様式８ 交付要件等確認書 ○ ○ 原本 コピー 

１６ 提出書類チェックリスト ○ ○ 原本 コピー 

１４ 

提出書類は、下記の順番でファイル（Ａ４）に綴じ込み提出すること。 

必要提出書類について ４ -１ 

４ 申請の方法 

（１） 提出書類一覧（戸建住宅及び集合住宅（個人）の申請） 
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Ｎｏ 様式 書類名 
内容 

個人 法人 

１ 様式第１・１－２ 交付申請書【個人】 ・ＳＩＩが指定する交付申請書に記入 

２ 別紙１・２ 
暴力団排除に関する
誓約事項・役員名簿 

・暴力団排除に関する誓約内容について熟読すること 
・リース事業者等との共同申請の場合は、リース事業者等の役員名簿を提出すること 

３ 定型様式１ 実施計画書 ・申請する住宅の断熱改修工事仕様を明記 

４ 

費
用
関
係
書
類 

定型様式２ 費用総括表 ・費用明細書を基に、補助対象合計金額（税抜）を総括表に記入 

定型様式３ 費用明細書 

・ＳＩＩが規定する対象費用に基づいて、製品区分ごとに記入 
・材工一式での費用表記は不可、費用明細書と費用総括表の整合性が取れていること 
※ガラスの交換（ガラス交換、カバー工法、建具交換）をする場合、対象となる窓のガラス番号の入った 
  姿図を提出すること 

自由  見積書のコピー 

工事請負契約予定の費用明細書と整合する見積書のうち、下記の該当箇所を抜粋し、コピーを添付 
（１）見積書表紙、及び主要工事ごとの金額及び全体金額が集計記載されている箇所 
（２）補助対象工事に係る見積内容が記載されている箇所（補助対象外が含まれていても可） 
※補助対象が含まれていることが分かるように、備考欄等にその旨(例：補助対象を含む等)を記入するか、 
  費用・費目にマーク等を記すこと 

５ 

建
築
図
面 

自由 

平面図 

・改修前後の平面図を提出 
・1/100程度の平面図であること 
・全ての階について、実施計画書と同じ室名を明記 
・実施計画書に記載の「延べ床面積」の算定式を記載 
・実施計画書に記載の「断熱改修面積」の対象部を網掛け又は着色にて明示の上、求積表を記載 

立面図・屋根伏図・ 
床伏図等 

・改修前後の立面図を提出 
・東西南北全て 
・断熱材による改修を行う場合は、断熱改修を行う箇所を網掛け又は着色にて明示の上、求積表を記載 

６ 自由 
高効率給湯機の要件が 

確認出来る書類 
・高効率給湯機を導入・改修する場合のみ、Ｐ７の要件が確認出来る仕様書、カタログ等のコピーを提出 

７ 自由 施工登録店証明書等 ・真空断熱材製品を使用する場合は、メーカーが発行する施工登録店証明書、又は届出書を提出 

８ 自由 改修前写真 ・改修前の申請する住宅の建物全体が分かる写真を提出 

９ 

自由又は 
定型様式４ 

個別エネルギー計算書 
・「エネルギー計算結果早見表」において、個別の計算を行う場合のみ提出 
・自由書式での計算書の提出も可とする 自由又は 

定型様式５ 
ｑ値・ｍｃ値・ｍＨ値 

算出計算書 

１０ 自由 住民票 

・本事業の対象製品を設置する場所の住所のもので、申請日から３ヵ月以内に発行されたもの 
・転売物件で、申請時にまだ住民票が移されていない場合は、売買契約書のコピーを提出 
・住民票を送付する際は、マイナンバーの記載のない当該資料を送付すること 

・マイナンバーの記載のある書類が送付された場合には、ＳＩＩにて黒塗り等の処理を行う 

１１ 自由 印鑑登録証明書 
・申請日から３ヵ月以内に発行されたもの 
・連名の場合は連名者全員分の印鑑登録証明書を提出 

１２ 自由 財務諸表 
申請者の財務状況が分かる下記書類を全て提出 
 ・直近３期分の決算報告書 
  （貸借対照表・損益計算書・財産目録）のコピー 

 
 

リ
ー
ス
等 

自由 リース契約書（案） 
・リース料から補助金相当分が減額されていること 
・リースの期間は原則法定耐用年数以上とすること。法定耐用年数を下回る契約である場合にあっては、 
 リースの期間終了後に申請者に所有権移転が行われる契約となっていること 

定型様式６ リース等料金計算書 ・リース等契約における費用の算出をすること 

自由 支払い委託契約（案） ・補助金が申請者に支払われたとき、当該金額の全額が直ちに当該支払い委託の事業者に一括で 
 支払われる旨の規定がされていること 

定型様式７ 
個別クレジット契約による
補助金に関する取決書 

・個別クレジットを利用する場合は提出 
・交付申請書提出以降に利用する場合、速やかにＳＩＩに連絡の上、本様式を提出 

１４ 定型様式８ 交付要件等確認書 
・申請者自身が提出書類一式について責任を持ち、本事業の内容、交付要件、提出書類、個人情報の 
 利用等について確認し了解した上で申請し、かつ虚偽、不正のないことを確認するための書類 
・必ず申請者自身が署名し印鑑登録印を捺印すること（手続代行者の作成は不可） 

１５ 提出書類チェックリスト ・以降の書類について、添付漏れがないかチェックするもの（手続代行者のチェックでも可） 

※提出の必要有無に関してはＰ３１参照 

（２） 各提出書類の内容（戸建住宅の申請） 

１３ 
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Ｎｏ 様式 書類名 内容 

１ 様式第１・１－２ 交付申請書【個人】 ・ＳＩＩが指定する交付申請書に記入 

２ 別紙１・２ 
暴力団排除に関する
誓約事項・役員名簿 

・暴力団排除に関する誓約内容について熟読すること 
・リース事業者等との共同申請の場合は、リース事業者等の役員名簿を提出すること 

３ 定型様式１ 実施計画書 ・申請する住宅の断熱改修工事仕様を明記 

４ 

費
用
関
係
書
類 

定型様式２ 費用総括表 ・費用明細書を基に、補助対象合計金額（税抜）を総括表に記入 

定型様式３ 費用明細書 

・ＳＩＩが規定する対象費用に基づいて、製品区分ごとに記入 
・材工一式での費用表記は不可、費用明細書と費用総括表の整合性が取れていること 
※ガラスの交換（ガラス交換、カバー工法、建具交換）をする場合、対象となる窓のガラス番号の入った 
  姿図を提出すること 

自由  見積書のコピー 

工事請負契約予定の費用明細書と整合する見積書のうち、下記の該当箇所を抜粋し、コピーを添付 
（１）見積書表紙、及び主要工事ごとの金額及び全体金額が集計記載されている箇所 
（２）補助対象工事に係る見積内容が記載されている箇所（補助対象外が含まれていても可） 
※補助対象が含まれていることが分かるように、備考欄等にその旨(例：補助対象を含む等)を記入するか、 
  費用・費目にマーク等を記すこと 

５ 

建
築
図
面 

自由 

平面図 
・室名と窓位置が分かる間取り図又は平面図であること 
・費用明細書に記載の「ガラス番号」「窓番号」と同じガラス、窓の番号を明記 

立面図・屋根伏図・ 
床伏図等 

・東西南北全て 
・断熱材による改修を行う場合は、断熱改修を行う箇所を網掛け又は着色にて明示の上、求積表を記載 

６ 自由 施工登録店証明書等 ・真空断熱材製品を使用する場合は、メーカーが発行する施工登録店証明書、又は届出書を提出 

７ 自由 
改修前写真 

（建物全景写真） 

・改修前の申請する住宅の建物全体が分かる写真を提出 
・改修対象としない換気小窓、３００×２００ｍｍ以下のガラスを用いた窓及び換気を目的とした 
 ジャロジー窓の写真を提出 

８ 

自由 個別エネルギー計算書 
・「エネルギー計算結果早見表」において、個別の計算を行う場合のみ提出 
・自由書式での計算書の提出も可とする 自由又は 

定型様式５ 
ｑ値・ｍｃ値・ｍＨ値 

算出計算書 

９ 自由 住民票 

・本事業の対象製品を設置する場所の住所のもので、申請日から３ヵ月以内に発行されたもの 
・転売物件で、申請時にまだ住民票が移されていない場合は、売買契約書のコピーを提出 
・住民票を送付する際は、マイナンバーの記載のない当該資料を送付すること 

・マイナンバーの記載のある書類が送付された場合には、ＳＩＩにて黒塗り等の処理を行う 

１０ 自由 印鑑登録証明書 
・申請日から３ヵ月以内に発行されたもの 
・連名の場合は連名者全員分の印鑑登録証明書を提出 

１１ 自由 
管理組合の 
管理規約等 

・管理組合の管理規約等 
・必要に応じて管理組合理事長承諾の書面等（申請書及び承諾書） 
※管理規約等の全てを提出すること。抜粋は不可とする 

 
 

リ
ー
ス
等 

自由 リース契約書（案） 
・リース料から補助金相当分が減額されていること 
・リースの期間は原則法定耐用年数以上とすること。法定耐用年数を下回る契約である場合にあっては、 
  リースの期間終了後に申請者に所有権移転が行われる契約となっていること 

定型様式６ リース等料金計算書 ・リース等契約における費用の算出をすること 

自由 支払い委託契約（案） ・補助金が申請者に支払われたとき、当該金額の全額が直ちに当該支払い委託の事業者に一括で 
 支払われる旨の規定がされていること 

定型様式７ 
個別クレジット契約による
補助金に関する取決書 

・個別クレジットを利用する場合は提出 
・交付申請書提出以降に利用する場合、速やかにＳＩＩに連絡の上、本様式を提出 

１３ 定型様式８ 交付要件等確認書 
・申請者自身が提出書類一式について責任を持ち、本事業の内容、交付要件、提出書類、個人情報の 
 利用等について確認し了解した上で申請し、かつ虚偽、不正のないことを確認するための書類 
・必ず申請者自身が署名し印鑑登録印を捺印すること（手続代行者の作成は不可） 

１４ 提出書類チェックリスト ・以降の書類について、添付漏れがないかチェックするもの（手続代行者のチェックでも可） 

１２ 

33 

（３） 各提出書類の内容（集合住宅（個人）の申請） 

※提出の必要有無に関してはＰ３１参照 
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※１ 壁の断熱改修を行う場合は必ず提出すること。壁の断熱改修を行わない場合は、原則不要とする。 
    ただし、審査に必要となる際は、提出を求めることがある。 
※２ 真空断熱材製品を使用する場合は、メーカーが発行する施工登録店証明書、又は届出書を提出すること。 
※３ 個別計算による計算書、及び平面図（各居室面積が分かるもの）、立面図、矩計図、配置図（真北と建物との方位角が 
    明記されているもの）、全ての開口部の寸法が分かるもの（窓の姿図等）を合わせて提出すること。 
※４ 非法人の場合はコピーで可とする。 
※５ 集合住宅（分譲）の場合のみ提出すること。 
 
（注１） 各書類の詳細内容については、Ｐ３５参照。 34 

Ｎｏ 様式 書類名 
管理組合等の代表者又は賃貸等の所有者 正本 

※ＳＩＩへ提出 

副本 
※申請者控え 法人の場合 非法人の場合 

１ 様式第１・１－２ 交付申請書【集合住宅（全体）】 ○ ○ 原本 コピー 

２ 別紙１・２ 
暴力団排除に関する 
誓約事項・役員名簿 ○ ○ 原本 コピー 

３ 定型様式１ 実施計画書 ○ ○ 原本 コピー 

４ 

費
用
関
係
書
類 

定型様式２ 費用総括表 ○ ○ 原本 コピー 

定型様式３ 費用明細書 該 該 原本 コピー 

定型様式３－２ 住戸タイプ別 費用明細書 ○ ○ 原本 コピー 

自由  見積書のコピー ○ ○ コピー コピー 

  

建
築
図
面 

５ 自由 

平面図 ○ ○ 

コピー コピー 

立面図・屋根伏図・床伏図等 該※１ 該※１ 

６ 自由 建物登記簿謄本 ○ ○ 原本 コピー 

７ 自由 施工登録店証明書等※２ 該 該 
原本又は 

コピー 
コピー 

８ 自由 
改修前写真 

（建物全景写真） 
○ ○ 原本 コピー 

９ 

自由 個別エネルギー計算書 該※３ 該※３ 原本 コピー 

自由又は定型様式５ ｑ値・ｍｃ値・ｍＨ値算出計算書 該※３ 該※３ 原本 コピー 

１０ 自由 実在証明書 ○ ○ 原本※４ コピー 

１１ 自由 印鑑登録証明書 ○ 原本 コピー 

１２ 自由 財務諸表 ○ ○ コピー コピー 

１３ 自由 

管理組合の管理規約等※５ ○ ○ コピー コピー 

管理組合総会の議事録※５ ○ ○ コピー コピー 

 
 
リ
ー
ス
等
 

自由 リース契約書（案） 該 該 コピー コピー 

定型様式６ リース等料金計算書 該 該 原本 コピー 

自由 支払い委託契約書（案） 該 該 コピー コピー 

定型様式７ 
個別クレジット契約による補助金

に関する取決書 
該 該 原本 コピー 

１５ 定型様式８ 交付要件等確認書 ○ ○ 原本 コピー 

１６ 提出書類チェックリスト ○ ○ 原本 コピー 

○：提出必須  該：該当者のみ提出 

１４ 

（４） 提出書類一覧（集合住宅（全体）の申請） 提出書類は、下記の順番でファイル（Ａ４）に綴じ込み提出すること。 
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Ｎｏ 様式 書類名 
内容 

法人の場合 非法人の場合 

１ 様式第１・１－２ 交付申請書【集合住宅（全体）】 ・ＳＩＩが指定する交付申請書に記入 

２ 別紙１・２ 
暴力団排除に関する 
誓約事項・役員名簿 

・集合住宅（分譲）の管理組合等とリース事業者等との共同申請の場合等で、法人・団体等が 
 異なる際は、それぞれの役員名簿を提出すること 

３ 定型様式１ 実施計画書 ・申請する住宅の断熱改修工事仕様を明記 

４ 

費
用
関
係
書
類 

定型様式２ 費用総括表 ・明細書【費用】を基に、補助対象合計金額（税抜）を総括表に記入 

定型様式３ 費用明細書 

・ＳＩＩが規定する対象費用に基づいて、製品区分ごとに記入 
・材工一式での費用表記は不可、費用明細書と費用総括表の整合性が取れていること 
※ガラスの交換（ガラス交換、カバー工法、建具交換）をする場合、対象となる窓のガラス番号の入った姿図を 
   提出すること 

定型様式３－２ 
住戸タイプ別 
費用明細書 

・ＳＩＩが指定する費用計算に基づいて、改修工法・グレードごとに記入（材工一式での費用表記は不可） 
・費用総括表との整合性が取れていること 

自由  見積書のコピー 

工事請負契約予定の費用明細書と整合する見積書のうち、下記の該当箇所を抜粋し、コピーを添付 
（１）見積書表紙、及び主要工事ごとの金額及び全体金額が集計記載されている箇所 
（２）補助対象工事に係る見積内容が記載されている箇所（補助対象外が含まれていても可） 
※補助対象が含まれていることが分かるように、備考欄等にその旨(例：補助対象を含む等)を記入するか、 
  費用・費目にマーク等を記すこと 
※P８「（６） 補助対象となる費用 ①費用区分」に該当する費用であって補助申請に加えていない費用がある 
  場合には備考欄等にその旨を記入するか、費用・費目にマーク等を記すこと 

５ 

建
築
図
面 

自由 
平面図 

・階層全てにおいて提出。部屋Ｎｏ.が明記されていること（例：５０１号室）   
・窓等の改修の場合、改修箇所に窓番号等を付して明記 ※窓等の設置位置等が明記されていること 

・断熱材による改修を行う場合は、断熱改修を行う箇所を網掛け又は着色にて明示の上、求積表を記載 

立面図・屋根伏図・床伏図等 ・東西南北全て（壁の断熱改修を行う場合は必ず提出すること。壁の断熱改修を行わない場合は、原則不要とする） 

６ 自由 建物登記簿謄本 ・申請する住宅の建物登記簿謄本で、申請日から３ヵ月以内に発行されたもの 

７ 自由 施工登録店証明書等 ・真空断熱材製品を使用する場合は、メーカーが発行する施工登録店証明書、又は届出書を提出 

８ 自由 改修前写真 
・改修前の申請する住宅の建物全体が分かる写真を提出 
・改修対象としない換気小窓、３００×２００ｍｍ以下のガラスを用いた窓及び換気を目的とした 
 ジャロジー窓の写真を提出 

９ 

自由 個別エネルギー計算書 
・「エネルギー計算結果早見表」において、個別の計算を行う場合のみ提出 
・自由書式での計算書の提出も可とする 自由又は 

定型様式５ 
ｑ値・ｍｃ値・ｍＨ値 

算出計算書 

１０ 自由 実在証明書 

申請者の実在証明が可能な下記書類のうち 
いずれかを提出 
 ・商業登記の現在事項証明書 
 ・商業登記の履歴事項証明書 
 ・法人印の印鑑登録証明書 

申請者の実在証明が可能な下記書類全てを提出
ただし、個人所有の場合は管理規約と議事録の提
出は必要ない 
 ・管理組合の管理規約 
  （理事長等選任の方法について記載があること） 
 ・理事長等選任の議事録 
 ・理事長等個人の下記の書類のうちいずれか 
    １つのコピー  ※有効期限内のものであること 

  ①運転免許証 ②健康保険証  
  ③住民基本台帳カード ④パスポート 等 

１１ 自由 印鑑登録証明書 
・申請日から３カ月以内に発行されたもの 
・上記「８．実在証明書」と同一人物のものであること  
 （理事長等（申請者）個人のもの） 

１２ 自由 財務諸表 
申請者の財務状況が分かる下記書類を全て提出 
 ・直近３期分の決算報告書 
  （貸借対照表・損益計算書・財産目録）のコピー 

申請者の財務状況が分かる下記書類を全て提出 
 ・財務諸表に相当する会計資料のコピー 
 ・預貯金残高が確認出来る銀行口座のコピー 

１３ 自由 

管理組合の管理規約等 ・集合住宅管理組合の管理規約等 ※管理規約等の全てを提出すること。抜粋は不可とする 

管理組合総会の議案書
及び議事録 

・本事業に係る改修の意思決定を行った際の議案書及び議事録 ※抜粋は不可とする 

 
 

 

リ
ー
ス
等 

自由 リース契約書（案） 
・リース料から補助金相当分が減額されていること 
・リースの期間は原則法定耐用年数以上とすること。法定耐用年数を下回る契約である場合にあっては、 
 リースの期間終了後に申請者に所有権移転が行われる契約となっていること 

定型様式６ リース等料金計算書 ・リース等契約における費用の算出をすること 

自由 支払い委託契約（案） 
・補助金が申請者に支払われたとき、当該金額の全額が直ちに当該支払い委託の事業者に一括で 
 支払われる旨の規定がされていること 

定型様式７ 
個別クレジット契約による
補助金に関する取決書 

・個別クレジットを利用する場合は提出 
・交付申請書提出以降に利用する場合、速やかにＳＩＩに連絡の上、本様式を提出 

１５ 定型様式８ 交付要件等確認書 
・申請者自身が提出書類一式について責任を持ち、本事業の内容、交付要件、提出書類、個人情報の 
 利用等について確認し了解した上で申請し、かつ虚偽、不正のないことを確認するための書類 
・必ず申請者自身が署名し印鑑登録印を捺印すること（手続代行者の作成は不可） 

１６ 提出書類チェックリスト ・以降の書類について、添付漏れがないかチェックするもの（手続代行者のチェックでも可） 

１４ 

（５） 各提出書類の内容（集合住宅（全体）の申請） ※提出の必要有無に関してはＰ３４参照 



平成２７年度補正予算 住宅省エネリノベーション促進事業費補助金 

申請方法 ４ -２ 

・ＳＩＩホームページの「住宅省エネリノベーション」のページ（http://sii.or.jp/renovation27r/）より「申請様式」を 

 ダウンロードし、提出に必要な書類を作成する。 

・申請者は、公募期間中に以下の書類を２部作成し、捺印した正本１部をＳＩＩに提出すること。 

 副本１部は申請者の控えとすること。  ※以降提出する全ての書類について同様の措置をとること。 

・申請書類はＰ３１・３４の書類名ごとの順番に「固定式透明クリアファイル（Ａ４）」綴じとし、一冊にまとめること。  

①  ＳＩＩホームページ 
ＳＩＩホームページの「住宅省エネリノベーション」のページより 
申請様式をダウンロードする。 

「交付申請書」及び添付書類を作成する。 

「交付申請書（様式第１）」と「交付要件等確認書（定型様式８）」
に捺印し、全ての添付書類と一緒にＳＩＩに送付する。 

② 「交付申請書」 
   及び添付書類作成 

④  送付 

申請書提出期間及び提出先 ４ -３ 

（１） 申請書提出期間 

（２） 申請書提出先及び問合せ先 

【提出先】 

〒１０４-００６１ 東京都中央区銀座２-１６-７ 恒産第３ビル９階  

 一般社団法人 環境共創イニシアチブ  『住宅省エネリノベーション促進事業』 申請係 

 

  ※『住宅省エネリノベーション促進事業 申請書在中』と必ず記入のこと。 
  ※ＳＩＩから申請者に対して申請書を受け取った旨の連絡はしないので、配送事故に備え配送状況が確認出来る 
   「簡易書留」等を使用すること。また、申請書の持ち込みは受け付けないので注意すること。 
 ※宛先には略称ＳＩＩを使用しないこと。 
  ※申請者がＳＩＩに送付する申請書は「信書」に当たることから、郵便物・信書便物以外の荷物扱いで送付することは 
   出来ないので注意すること。 

 

【問合せ先】 ※通話料がかかるので注意すること。 

   ＴＥＬ：０３－５５６５－４８６０ （平日１０時～１７時）    ＦＡＸ：０３－５５６５－４８６１  

提出書類を、提出書類一覧の順に 
「固定式透明クリアファイル（Ａ４）」にファイルする。 
（書類枚数等によりクリアファイルの綴じが不可能な場合、 
  ハードタイプファイル（２穴）でも可とする）  

  
・表紙が透明なクリアファイルを使用すること。  
・書類番号ごとに、クリアポケットに書類を封入すること。  
・書類は表面をそろえてクリアポケットに封入すること。 
 （見開きレイアウトにしない）  

③ ファイリング 
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 クリアポケットに順番に 
 書類を挿入 

 表紙が透明な 
 ファイルを使用 

＜戸建住宅・集合住宅（個人）の場合＞ 
  一次公募 ： 平成２８年３月３１日（木）～平成２８年６月９日（木） １７：００必着のこと。 
  二次公募 ： 平成２８年６月中旬～平成２８年８月下旬 （予定） 
 
＜集合住宅（全体）の場合＞ 
  一次公募 ： 平成２８年３月３１日（木）～平成２８年４月２８日（木） １７：００必着のこと。 
  二次公募 ： 平成２８年６月中旬～平成２８年６月下旬 （予定） 



５．交付申請書 
及び添付書類の記入例 

戸建住宅の個人所有者、又は転売後の個人所有者、戸建住宅（賃貸）の所有者（全てリース事業
者等との共同申請を含む）による申請の場合は、本様式にて申請すること。 
 
・提出書類チェックリスト 
 
・交付申請書【個人】（様式第１、様式第１－２） 
 
・暴力団排除に関する誓約事項、役員名簿（別紙１、別紙２） 
 
・実施計画書（定型様式１） 
 
・費用総括表（定型様式２） 
 
・費用明細書（定型様式３） 
 
・平面図、立面図の求積表記載例 
 
・個別エネルギー計算書（定型様式４） 
 
・ｑ値・ｍｃ値・ｍＨ値算出計算書（定型様式５）  ※Ｐ９２以降参照 
 
・リース等料金計算書（定型様式６）  ※Ｐ９７参照 
 
・個別クレジット契約による補助金に関する取決書（定型様式７）  ※Ｐ９８参照 
 
・交付要件等確認書（定型様式８） 
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５－１ 戸建住宅の申請の場合 
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申請者名

共同申請者名

手続代行者名

申請建物の形態

◆提出書類にある　○：提出必須　　該：該当する申請者のみ提出が必要 

Ｎｏ 様　　式 提　出　形　態 提出書類
提出書類
チェック欄

1 様式第１・１－２ 交付申請書【個人】 原本（実印付き） ○ □

2 別紙１・２
暴力団排除に関する誓約事項
役員名簿

※１ 原本 ○ □

3 定型様式１ 実施計画書 原本 ○ □

定型様式２ 費用総括表 原本 ○ □

定型様式３ 費用明細書 ※２ 原本 ○ □

自由 見積書のコピー コピー ○ □

平面図　 コピー ○ □

立面図・屋根伏図・床伏図等 コピー 該※３ □

6 自由 高効率給湯機の要件が確認出来る書類 ※４ コピー 該 □

7 自由 施工登録店証明書等 ※５ 原本/コピー 該 □

8 自由 改修前写真 原本 ○ □

自由又は
定型様式４

個別エネルギー計算書 原本 該※６ □

自由又は
定型様式５

ｑ値・ｍＣ値・ｍＨ値算出計算書 原本 該※６ □

10 自由 住民票
※７
※８

原本 ○ □

11 自由 印鑑登録証明書 ※７ 原本 ○ □

12 自由 財務諸表 コピー 該※９ □

自由 リース契約書（案） コピー 該 □

定型様式６ リース等料金計算書 原本 該 □

自由 支払い委託契約書（案） コピー 該 □

定型様式７
個別クレジット契約による補助金に
関する取決書

原本 該 □

14 定型様式８ 交付要件等確認書 原本（実印付き） ○ □

15 本紙 提出書類チェックリスト 原本 ○ □

　株式会社△△リース

※８  住民票を送付する際は、マイナンバーの記載のない当該資料を送付すること。
　　　 マイナンバーの記載のある書類が送付された場合には、ＳＩＩにて黒塗り等の処理を行う。

提出書類チェックリスト

　○○　○○○

　株式会社□□

※１  リース事業者等との共同申請の場合は、リース事業者等の役員名簿を提出すること。

書　　類　　名

4

5

13

自由

※５　真空断熱材製品を使用する場合は、メーカーが発行する施工登録店証明書又は届出書を提出すること。

※４　申請する高効率給湯機の性能について、要件が確認出来る仕様書・カタログ等を提出すること（該当箇所にマーク等をすること）。

※９　申請者が法人の場合のみ提出すること。

　戸建住宅

9

※２　改修する対象製品に対応する費用明細書を全て提出すること。

※７  住民票・印鑑登録証明書はいずれも申請日から３ヵ月以内のものとする。
 　　　転売物件で、申請時にまだ住民票が移されていない場合は、売買契約書のコピーを提出すること。

※６　公募要領Ｐ１５の「エネルギー計算結果早見表（戸建住宅）」において、「個別の計算」に該当する場合のみ提出すること。

※３　断熱材による改修を行う場合は断熱改修部が判別できる図面を適宜提出すること。
　　　 また、審査に必要となる際は、提出を求めることがある。

（１） 提出書類チェックリスト 
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戸建住宅の申請の場合 ５ -１  ・申請者名を記入（連名の場合は全員分） 
 ・共同申請者がいる場合は共同申請者名を記入 
 ・手続代行者がいる場合は手続代行者名を記入 

 申請に必要な 
 提出書類を全て揃える 

 チェックを入れる 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 
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様式第１（交付申請書）

一般社団法人　環境共創イニシアチブ

　代　表　理　事　　　　　　　殿赤池　学

平成２７年度補正予算 住宅省エネリノベーション促進事業費補助金

交付申請書

　住宅省エネリノベーション促進事業費補助金交付規程（以下「交付規程」という。）第５条の規定に基づ
き、以下のとおり経済産業省からの住宅省エネリノベーション促進事業費補助金交付要綱第３条に基づく国庫
補助金に係る補助事業の補助金の申請をします。

　なお、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予
算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）及び交付規程の定めるところに従うこと
を承知の上申請します。

住 所 □□県□□市□□　□-□□-□□

会 社 名 株式会社□□

代 表 者 等 名 □□　□□□ 実印

会 社 名 株式会社△△リース

代 表 者 等 名 △△　△△△ 実印

手 続代 行者 郵 便 番 号 □□□-□□□□

共 同申 請者 郵 便 番 号 △△△-△△△△

（リース業者等） 住 所 △△県△△市△△　△-△△-△△

氏 名 ○○　○○○

生 年 月 日 昭和○○年○月○日 実印

申 請 者 郵 便 番 号 ○○○-○○○○

住 所 ○○都○○区　○－○○-○○

（ふりがな） ○○　○○○

【 個 人 】

平成 28 年 4 月 1 日

（２） 交付申請書（様式第１） 
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 書類の作成日 
 （捺印した日付）を記入 
 ※公募期間内であること 

 ・申請者印は実印で捺印すること 
  （申請者が連名の場合は、全申請者分の 
  捺印をすること） 
 ・氏名、住所は住民票と同一であること 

 ・手続代行者印は代表者印を捺印すること 
  ※認印は不可 
  ※手続代行者がいる場合のみ 

代
表
者
印 

代
表
者
印 

実
印 

 ・共同申請者は代表者印を捺印すること 
  ※認印は不可 
  ※共同申請者がいる場合のみ 
  ※所有権がリース事業者にない場合 
    （支払い委託・個別クレジット）は、 
    共同申請としない 

 代表理事名は「赤池学」と 
 記入すること 

 事業年度は「２７」と 
 記入すること 
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様式第１－２（交付申請書）

別紙１に記載の暴力団排除に関する誓約事項について熟読し、理解の上、これに同意します。

（備考）用紙は日本工業規格Ａ４とし、縦位置とする。

ＦＡＸ番号 （ □□ ） □□□□ －

□□□ ） □□□□ － □□□□

－

（

市区
町村

□□　□-□□-□□

□□□□
緊急連絡先
（携帯等）

□□□□

電話番号 （ □□ ） □□□□

住　所

〒 □□□ － □□□□

□□
都道
府県

□□

担当者 □□　□□□ E-mail tetuzuki ＠ sii.or.jp

７.手続代行者連絡先

会社名 株式会社□□ 所　属 □□部　□□課

ＦＡＸ番号 （ △△ ） △△△△ －

（ △△△ ） △△△△

△△△△
緊急連絡先
（携帯等）

△△△△

－ △△△△

市区
町村

△△　△-△△-△△

電話番号 （ △△ ） △△△△ －

住　所

〒 △△△ － △△△△

△△
都道
府県

△△

担当者 △△　△△△△ E-mail kyoudou ＠ sii.or.jp

－ ○○○○

６.共同申請者　担当者連絡先

会社名 株式会社△△リース 所　属 △△部

○○○○
緊急連絡先
（携帯等）

（ ○○○ ) ○○○○ＦＡＸ番号 （ ○○ ） ○○○○ －

－ ○○○○ E-mail reno ＠ sii.or.jp

５.申請者連絡先

電話番号 （ ○○ ） ○○○○

年 9 月 30 日

４.暴力団排除に関する誓約

月 1 日 完了予定日 平成 28

２.補助金交付申請予定額 1,155,999  円（対象費用の１／３）税抜

※補助限度額　一戸当たり１５０万円

３.事業期間

着工予定日 平成 28 年 8

□ 転売物件

地域区分 １・２・３・４・５・６・７・８ □
賃貸物件

（戸建のみ）
□

社宅
（戸建のみ）

市区
町村

○○　○○-○○-○○

住宅区分 ■ 戸建住宅 □ 集合住宅

所有区分

■ 所有物件

申請住宅の
住所

〒 ○○○ － ○○○○

○○
都道
府県

○○

【 個 人 】

記

１.工事対象住宅の情報

（２） 交付申請書（様式第１－２） 

40 

 申請内容に係る一連の工事及び支払いが 
 完了する日のことをいう 

工事の着工予定日を記入 

 ・各種担当者は問い合わせ等で確実に対応出来る実務担当が望ましい 
 ・Ｅメールが使用可能な場合は必ずＥメールアドレスを記入 
 ・緊急時に連絡が取れる連絡先を記入 

 ・申請する住宅の所在地を記入 
 ・該当する住宅区分及び地域区分を選択 

 消費税をのぞいた対象費用総額の１／３の金額を記入 
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別紙１

(４)　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を
　　　有しているとき

暴力団排除に関する誓約事項

当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、補助金の交付の申請をするに当たって、また、
補助事業の実施期間内及び完了後においては、下記のいずれにも該当しないことを誓約いたします。この誓
約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し
立てません。

記

(１)　法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止に関する
　　　法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき
　　　又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員、団体である場合は
　　　代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員
　　　（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき

(２)　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を
　　  もって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき

(３)　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的
　　　あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき

【 個 人 】

平成 28 年 4 月 1 日

（３） 暴力団排除に関する誓約事項（別紙１） 
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・誓約内容について熟読すること 
・申請書の提出をもって同意したとみなす 

 様式１の「作成日」と同日であること 
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別紙２

：

（注１）
　申請者が個人の場合は不要とする。ただし、リース事業者等との共同申請の場合は、リース事業者等の役員名簿を提出すること。

（注２）
　集合住宅（分譲）の管理組合とリース事業者等との共同申請の場合等で、法人・団体等が異なる際は、それぞれの役員名簿を
　提出すること。

（注３）
　役員名簿については、氏名カナ（全角、姓と名の間は半角で１マス空け）、氏名漢字（全角、姓と名の間は半角で１マス空け）、
　生年月日（全角で大正はＴ、昭和はＳ、平成はＨ、数字は２桁全角）、性別（全角で男性はＭ、女性はＦ）、会社名及び役職名を
　記載する。（上記記載例参照）。
　また、外国人については、氏名漢字欄にはアルファベットを、氏名カナ欄は当該アルファベットのカナ読みを記載すること。

F 代表取締役　副社長ナンボク　ハナコ 南北 花子 Ｓ 50 9 30

M 会長

トウザイ　カズオ 東西 一夫 Ｓ 40 12 31 M 代表取締役　社長

ケンザイ　タロウ 建材 太郎 Ｓ 30 1 1

氏名カナ 氏名漢字
生年月日

性別 役職名
和暦 年 月 日

【 個 人 】

暴力団排除に関する誓約事項

役員名簿

法人・団体名等 株式会社△△リース

42 

（３） 暴力団排除に関する誓約事項 役員名簿（別紙２） 

 リース事業者との共同申請の場合のみ、 
 リース事業者の役員名簿を提出 



平成２７年度補正予算 住宅省エネリノベーション促進事業費補助金 

※□の箇所は、該当項目に■を付ける

１． 申請者 氏 名

■ 個人 □ 法人

２． リース等の形態 ■ リース利用 □ 支払い委託 □ 個別クレジット

３． 住宅の概要 ■

年

人

工 法 ■ □ □ Ｓ造 □ ＲＣ造

□ □ （ ）

㎡ （小数点以下第２位まで、３位以下切捨て）

１F ㎡・ ２Ｆ ㎡・ ３Ｆ 　㎡（ＢＦ ㎡）

㎡ （小数点以下第２位まで、３位以下切捨て）

％ （小数点以下第１位まで、２位以下四捨五入）

４． エネルギー計算 ■ □

５． 改修工法 ＜断熱改修＞

■ ■ ■ ■ □ □ □ □

＜設備の導入・改修＞ ＜その他＞

■ ■ □

６． 断熱改修する居室等の情報（改修率が１００％の場合は記入不要）

リビング ㎡ 洋室（１）・クローゼット ㎡

ダイニング・キッチン ㎡ 洋室（２）・クローゼット ㎡

階段・物入 ㎡ 書斎 ㎡

和室６帖・押入 ㎡ ㎡

ライブラリー・階段・物入 ㎡ ㎡

㎡

７． 他の補助金への申請状況

他の補助金等に応募（申請）している、又は申請予定の場合はその補助金等の名称を必ず記入すること。

□ □ （ ）

※今回申請する補助対象部分と重複して補助金等を受け取ることはできません。

８． 併設機器情報

既設及び本申請工事にて設置する設備があれば記入すること。（複数選択可）

□ ■ □

木造（軸組工法）

室名
（断熱改修する全室名を記入）

床面積（㎡） 室名
（断熱改修する全室名を記入）

①

ＳＲＣ造

※エネルギー計算結果早見表を使用しない
　（個別の計算）の場合は、ＳＩＩに事前相談
　すること。

建具交換

太陽光発電システム

③

④

⑤

長期優良住宅化リフォーム推進事業

HEMS機器

居 住 者 人 数

②

床 面 積

蓄電システム

早見表を使用する

4

改 修 する床 面積
合 計

その他

延 べ 床 面 積

実施計画書

住 宅 区 分

○○　○○○

築 年 数

戸建住宅

35

所 有 者

木造（枠組壁工法）

143.26

カバー工法

ガスコージェネレーションシステム
（エネファーム等）

内窓

⑩

11.18

合計

その他高効率給湯機

⑥

部 位 数

天井
全面

窓

外窓 ガラス交換

個別の計算をする

外壁 床

床面積（㎡）

ガラスの交換

104.34

64.59

組 合 せ 番 号

改 修 率

4

断熱材

72.8

19.87

3.31

11.60

17.39

78.67

地 域 区 分

1-1

5

23.19

その他

⑦

⑧

⑨

11.18

6.62

104.34

（４） 実施計画書（定型様式１） １／２ 
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 申請する住宅についての 
 情報を記入 

 断熱改修する部位及び 
 導入・改修する設備を選択 

 公募要領Ｐ１５の表２から 
 該当する組合せ番号を記入 

【戸建】 
定型様式１（１／２） 

 ・支払い委託、個別クレジットの 
   場合は、共同申請としない 
 ・いずれも利用しない場合は、 
     チェックは不要とする 

 改修率が１００％の場合は 
 記入不要 

 早見表の使用の有無を 
 選択する 

 床面積は小数点以下第２位まで、 
 ３位以下切り捨てとする 
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９． 導入する断熱仕様
住宅に導入する 「窓」 「断熱材」 の仕様情報を記入

＜　窓・ガラス　＞

※吹込み・吹付け・真空断熱材等の製品を申請する場合は、以下に施工業者情報を記入すること。

＜蓄電池システム＞

＜高効率給湯機＞

＜その他＞

窓９

天井全面

施工箇所

熱的境界部位

窓８

床

外壁

＜断熱材＞

天井

13

支店名

97.38

その他３

その他１

種　類改修部位 ＳＩＩ登録型番Ｎｏ

その他２

合計（設置窓数）

Ｎｏ

外窓

種別

W99A02T

ＳＩＩ登録型番

窓２ 外窓

窓７

窓１０

窓６

窓３

窓４

Low-E複層

3

種　類

建具仕様

○○○○縦すべり出し窓

○○○○引違い窓

樹脂製

製品名

W99A01H Low-E複層窓１ 樹脂製

窓５

樹脂製

施工箇所 施工業者名

パッケージ型番

設置ヵ所数
または面積（㎡）

備考

AAA0001BBB

メーカー名

○○電池株式会社

外窓 5

Low-E複層

ガラス仕様

○○○○上げ下げ窓

施工業者名 ○○断熱施工株式会社 支店名

W99A03U

ボード系

○○支店

面積（m2）

81.88

設置窓数

5

DXYZ011GW

○○フォーム

種別

吹付け系

ＳＩＩ登録型番

DXYZ015PS

マット系

DXYZ023PH

○○ウレタン

厚み（㎜）

200

105

製品名

○○グラスウール

容量

kWh

57.97

kWh

5.6

55

種類 製品型番 メーカー名

効率

電気 ガス 石油 電気・ガス

年間給湯

（保温）効率

エネルギー

消費効率(%)

低位発熱量

基準

（LHV基準）

エネルギー

消費効率(%)
COP

ガス機器の

給湯部熱効

率(％)

【電気ヒートポンプ給湯機】(エコキュート)

[システム型番] ABCD-E1234YZ 株式会社○○給湯機 3.0
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 導入・改修する断熱仕様 
 及び設備の情報を記入 

  ＳＩＩに登録された高性能建材の 
  登録型番と製品名を記入 

【戸建】 
定型様式１（２／２） 

（４） 実施計画書（定型様式１） ２／２ 

 吹込み・吹付け・真空断熱材等の製品を申請する場合は、 
 施工業者の情報を記入 

 別添する仕様書等と 
 整合性が取れていること 

以下の高効率給湯機は複数の型番を記入すること 

 ・【電気ヒートポンプ給湯機】（エコキュート）の場合、システム型番（ヒートポンプユニット、 

  貯湯タンクユニットの組み合わせによる型番）、ヒートポンプユニット型番、 

  貯湯タンクユニット型番の３型番 

 ・【ガスエンジン給湯機】（エコウィル）の場合、発電ユニット型番と貯湯ユニット型番の２型番 

 ・【ヒートポンプ・ガス瞬間式併用型給湯機】（ハイブリッド給湯機）の場合、ヒートポンプユニット型番、 

  貯湯ユニット型番、熱源機型番の２型番又は３型番 
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・見積書及び費用明細書を基に、改修部位ごとの補助対象費用の合計金額を下表に記入すること。

・補助対象の合計金額は、必ず[税抜]で記入すること。

＜見積書から補助対象費用を算出＞※費用明細書及び別添の見積書の金額と整合性が取れていること。

＜【高性能建材】の申請予定額を算出＞
① 組合せ番号ごとの上限金額を算出

×

㎡ × 円/㎡ 円

円 円

＜【高性能設備】の申請予定額を算出＞

円

円

計 円 円 円

円

円

＜補助金交付申請予定額＞

円

　　内窓 計 円

※【様式１－２　交付申請書】の「２．補助金交付申請
　予定額」に転記

見積り合計金額（Ｄ）
※別添の見積書の合計金額と一致していること

計 6,460,000 円

416,666

136,666

設備の申請予定額（Ｌ）　※（（Ｆ）／３）又は（Ｋ）のいずれか低い金額

円

280,000
5.6

480,000 円

設
備

高
性
能

　　蓄電システム（Ｂ） 計 1,238,000

蓄電システムの
容量による補助額（Ｈ）

円

円

対
象
外

補
助

　　その他工事費用・諸経費

円

　　高効率給湯機（Ｃ） 計 410,000

　　消費税 計

計 2,114,000

円

建材の補助対象の合計金額（Ａ） 計 2,218,000 円

グレード　Ｓ 計 円

　　その他 計 円

　　外窓 計 1,020,000 円

　　ガラス

グレード　Ａ 計

　　外壁 計 655,000 円

　　床 計 277,000 円

改修部位 補助対象の合計金額　[税抜] 摘要

補
助
対
象

高
性
能
建
材

　　天井全面 計 266,000 円

費用総括表

建材の適用補助対象金額（Ｆ）
※（Ａ）と（Ｅ）のいずれか低い金額

適用上限単価 算定上限金額　（小数点以下切り捨て）

26,000

建材の申請予定額
[　（Ｆ）／３　]

② 適用補助対象金額及び交付申請予定額を算出

　・建材の申請予定額（（Ｆ）／３）が補助限度額（１５０万円）を超える場合は、１５０万円とする。

739,333

①-1

設備の適用補助対象金額　合計（Ｋ）　※（Ｊ）の合計

kWh×

500,000

150,000 136,666

416,666

上限単価表の組合せ番号

設備別の限度額
（ Ｉ ）

設備の適用補助対象金額（Ｊ）
※（Ｇ）と（Ｈ）と（Ｉ）のいずれか低い金額

円
280,000

（Ｅ） 2,712,840

円

補助対象費用の１／３（Ｇ）
[ （Ｂ）／３，（Ｃ）／３ ]

412,666

補助金交付申請予定額（Ｍ）
（（Ｆ）／３）＋（Ｌ） 1,155,999

104.34

改修部位

2,218,000

断熱改修面積

　高効率給湯機

　蓄電システム 計
50,000
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（５） 費用総括表（定型様式２） 

 費用明細書の補助対象費用の 
 材料費・工事費の合計を記入 
 ※税抜 

  公募要領Ｐ２１の表４から上限単価表 
  組合せ番号及び上限単価を記入 

 建材の補助対象の合計金額（A）と 
 算定上限金額（Ｅ）で金額の低い方を記入 

【戸建】 
定型様式２ 

 建材の適用補助対象金額を 
 １／３にした金額を記入 
 ※小数点以下は切り捨て 

 見積書の補助対象外費用の 
 合計を記入 

 見積書の金額と一致していること 

 設備の適用補助対象金額（Ｋ）と 
 建材の申請予定額（（Ｆ）/３）の低い方を記入 

 建材の申請予定額（（Ｆ）/３）と 
 設備の申請予定額（Ｌ）の合計金額 

 ＳＩＩホームページで公表して 
 いる蓄電システムの容量（kWh） 
 を入力 
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・見積書の各項目が税込金額で記載されている場合は、必ず[税抜]に修正して作成すること。

・窓番号は平面図との整合性をとり記入すること。

＜補助対象費用＞

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

※当様式は定型様式ではあるが、行数の調整等の変更は可

費用明細書【 外窓 】

（　 　    / 　    ページ）

費目 窓番号 改修工法 ＳＩＩ登録型番 メーカー名 製品名 ガラス仕様
窓数
(ａ)

単価（円）
（ｂ)

窓サイズ（mm）
面積（㎡）

（ｃ）
面積計
(ａ)×(ｃ)

金額(円）
［税抜］

(ａ)×（ｂ)
備考

幅（W) 高さ（H)

材料費

AW-1 外窓 W99A01H ○○株式会社 ○○○○引違い窓 LoE複層 1 112,000 1,600 2,000 3.2 3.2 112,000

AW-2 外窓 W99A01H ○○株式会社 ○○○○引違い窓 LoE複層 1 130,000 2,140 2,000 4.28 4.28 130,000

AW-3 外窓 W99A01H ○○株式会社 ○○○○引違い窓 LoE複層 1 108,000 1,600 1,800 2.88 2.88 108,000

AW-4 外窓 W99A02T ○○株式会社 ○○○○縦すべり出し窓 LoE複層 3 45,000 600 1,350 0.81 2.43 135,000

AW-5 外窓 W99A03U ○○株式会社 ○○○○上げ下げ窓 LoE複層 4 42,000 600 1,100 0.66 2.64 168,000

AW-6 外窓 W99A03U ○○株式会社 ○○○○上げ下げ窓 LoE複層 1 38,000 600 900 0.54 0.54 38,000

AW-7 外窓 W99A01H ○○株式会社 ○○○○引違い窓 LoE複層 1 63,000 1,650 750 1.23 1.23 63,000

AW-8 外窓 W99A01H ○○株式会社 ○○○○引違い窓 LoE複層 1 78,000 1,650 1,300 2.14 2.14 78,000

数量・材料費計 13 832,000

費目 工事内容 数量 単位 単価（円）
金額(円）
［税抜］

備考

工事費

既存外窓解体費 13 窓 5,000 65,000

外窓取付（AW-4、5、6） 8 窓 5,000

外窓取付（AW-1、2、3） 3 窓 10,000 30,000

40,000

外窓取付（AW-7、8） 2 窓 7,000 14,000

運送費 13 窓 3,000 39,000

工事費計 188,000

補助対象合計金額［税抜］　 1,020,000
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（６） 費用明細書（定型様式３） 窓 

補助対象となる材料費を記入 

 ＳＩＩに登録された高性能建材の 
 登録型番を記入 

必ず税抜金額を記入 

 壁全体撤去を含む改修をする場合、 
 壁撤去・補修費は計上不可とする 

 仮設・養生費については補助対象外 
 工事と併用する場合、按分して算出 

 補助対象製品の設置・取付に必要な費用の内、 
 補助対象となる工事費を記入 

窓番号は平面図との 
整合性をとり記入 

外窓と内窓は別々に 

費用明細書を作成 

【戸建】 
定型様式３ 

必ず税抜金額を記入 
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・見積書の各項目が税込金額で記載されている場合は、必ず[税抜]に修正して作成すること。

・窓番号、ガラス番号は平面図との整合性をとり記入すること。

・以降の費用明細に記入する製品の改修工法とグレードを記入すること。

※複数枚に及ぶ場合

＜補助対象費用＞

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

※当様式は定型様式ではあるが、行数の調整等の変更は可

0

0

0

0

費用明細書【 ガラスの交換 】

改修工法 グレード

（　 　    / 　    ページ）

費目 窓番号
ガラス
番号

ＳＩＩ登録型番 メーカー名 製品名
枚数
(ａ)

単価（円）
（ｂ)

ガラスサイズ（mm）
面積（㎡）

（ｃ）
面積計
(ａ)×(ｃ)

金額(円）
［税抜］

(ａ)×（ｂ)
備考

幅（W) 高さ（H)

材料費

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

数量・材料費計 0 0

費目 工事内容 数量 単位 単価（円）
金額(円）
［税抜］

備考

工事費

0

0

0

0

0

0

0

0

工事費計 0

補助対象合計金額［税抜］　 0

※「費用総括表」の該当する改修工法の費用明細の補助対象金額（A）に転記する↑

0
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（６） 費用明細書（定型様式３） ガラス 【戸建】 
定型様式３ 

補助対象となる材料費を記入 

必ず税抜金額を記入 

 ＳＩＩに登録された高性能建材の 
 登録型番を記入 

 窓番号、ガラス番号は平面図との 
 整合性をとり記入 

ガラスサイズ（ｍｍ）を入力すること 
※面積（㎡）は自動計算される 
（小数点以下第３位を切り捨て） 

 カバー工法・建具交換の場合、 
 サッシ枠等の材料費は工事費に記入 

改修工法別、グレード別に 
費用明細を作成 

 補助対象製品の設置・取付に必要な費用の内、 
 補助対象となる工事費を記入 

  
 ガラス番号例示 
 AW１－①・② 

① ②
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・見積書の各項目が税込金額で記載されている場合は、必ず[税抜]に修正して作成すること。
※複数枚に及ぶ場合

＜補助対象費用＞

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

工事内容

※当様式は定型様式ではあるが、行数の調整等の変更は可

97.38

㎡

部位

【天井
全面】

計

計

台

単位

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

145,000

㎡

㎡

部
分

そ
の
他
の

断熱材(マット）敷設費

既設外壁撤去費

【外壁】

接
す
る
部
分

外
気
に

一層目

部位

97.38

0.036
【天井
全面】

○○フォーム□□□株式会社

吹付け系

一層目

二層目

81.88

5.5

合計
熱抵抗値

（R値）

費目

二層目

【
床

】

費用明細書【 天井・外壁・床 】

費目 ＳＩＩ登録型番種別 製品名メーカー名 面積（㎡）
厚み
(mm)

（　 　    / 　    ページ）

構成

DXYZ015PS

株式会社△△△

株式会社○○○ ○○ウレタン

工
事
費

材
料
費

DXYZ023PH

一層目

0.024

計

【
外
壁

】

DXYZ011GW

階
間
部

一
般
部

マット系 97.38○○グラスウール

二層目

一層目

0.038

200

105

計

2.7

二層目

57.97

熱伝導率
（λ 値）

熱抵抗値
（R値）

5.5

2.2

55

2.7

一層目 2.2ボード系

二層目

金額(円）
［税抜］

164,000

164,000

備考

190,000

190,000

145,000

132,000

76,000

57,000

190,000

28,000

備考
金額(円）
［税抜］

82,000

20,000

465,000

38,000

102,000

76,000

46,000

17,000

数量

81.88

2

57.97

46,000

23,000

97.38

97.38

97.38

97.38

㎡

天井全面

補助対象合計金額[税抜]

㎡

計

【床】

外壁

床

57.97

266,000

655,000

277,000

計

57.97

57.97

断熱材(ボード）敷設費

既設床撤去費

既設床復旧費

運送費

既設外壁復旧費

仮設足場費

養生費

運送費

吹付け費用

天井点検口設置
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（６） 費用明細書（定型様式３） 断熱材 

必ず税抜金額を記入 

 ＳＩＩに登録された高性能建材の 
 登録型番を記入 

 それぞれの部位別に 
 材料費・工事費の合計を算出 

 ・単位は「㎡」表示とすること 
 ・小数点以下第２位まで、 

  ３位以下切り捨てとする 

 該当する種別を選択 
 ＜選択肢＞ 
  ・ボード系    ・マット系 
  ・吹込み系    ・吹付け系 
  ・真空断熱材  ・その他 

 補助対象製品の設置・取付に必要な費用の内、 
 補助対象となる工事費を記入 

【戸建】 
定型様式３ 

 必ず税抜金額を記入 

 ・λ値は小数点以下第４位を四捨五入して、小数点以下 
    第３位までを記入 
 ・Ｒ値は小数点以下第２位を切り捨てて、小数点以下第１位 
    までを記入 

補助対象となる材料費を記入 
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・見積書の各項目が税込金額で記載されている場合は、必ず[税抜]に修正して作成すること。
※複数枚に及ぶ場合

＜補助対象費用＞

【蓄電システム】

【高効率給湯機】

※当様式は定型様式ではあるが、行数の調整等の変更は可

工事費計 95,000

高効率給湯機　補助対象合計金額［税抜］ 410,000

工
事
費

製品設置基礎工事費 1 台

費目 工事内容 数量 単位

設備費計 1

費目 種類 製品型番 メーカー名 数量

材
料
費

電気ヒートポンプ給湯
機（エコキュート） ABCD-E1234YZ 株式会社○○給湯機 1

工事費計 80,000

工
事
費

製品設置基礎工事費 1

費目 工事内容 数量 単位

台

設備費計 1 1,158,000

材
料
費

費用明細書【 蓄電システム・高効率給湯機 】

（　 　    / 　    ページ）

費目 メーカー名 数量

1

備考
金額(円）
［税抜］

蓄電システム　補助対象合計金額［税抜］

315,000

パッケージ型番

AAA0001BBB ○○電池株式会社 1,158,000

備考
金額(円）
［税抜］

金額(円）
［税抜］

備考

35,000

1,238,000

315,000

金額(円）
［税抜］

備考

35,000

電気配線工事費 1 台 20,000

据付工事費 1 台 25,000

電気配線工事費 1 台 20,000

据付工事費 1 台 25,000

配管工事費 1 台 15,000
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（６） 費用明細書（定型様式３） 高性能設備 

補助対象となる材料費を記入 必ず税抜金額を記入  ＳＩＩに登録された蓄電システムの 
 パッケージ型番を記入 

 補助対象製品の設置・取付に必要な費用の内、 
 補助対象となる工事費を記入 

【戸建】 
定型様式３ 

必ず税抜金額を記入 補助対象となる材料費を記入 

 補助対象製品の設置・取付に必要な費用の内、 
 補助対象となる工事費を記入 
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（７） 平面図・立面図の求積表記載例 

【参考資料】 

・断熱改修床面積算出における図面の作成例 
  算出条件：組合せ番号 １-１ 
  改修部位：天井、外壁、床、窓 

＜参考モデル＞ …断熱改修床面積部 

１．延べ床面積の算出 

１階 78.6695
２階 64.5918

延べ床面積 143.2613

床面積表（㎡）

AD-1 
AW-5 

AW-8 

AW-1 AW-2 

AW-5 

AW-5 

AW-3 
AW-4 

AW-7 

② ① ③ 

AW-6 

＜延床面積求積表＞

番号 面積（㎡）
① 2.73 x 8.19 22.3587
② 3.64 x 10.01 36.4364
③ 2.73 x 7.28 19.8744

78.6695

① 2.73 x 6.37 17.3901
② 3.64 x 8.19 29.8116
③ 2.73 x 6.37 17.3901

64.5918

143.2613

計算式

床面積
　1階

1階床面積

　2階

2階床面積

床面積の合計
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＜２階断熱改修床面積　求積表＞

番号 室名 面積（㎡）
ライブラリー 2.275 x 3.64 8.2810
階段 3.64 x 1.82 6.6248
物入 1.82 x 0.91 1.6562

0.91 x 0.91 0.8281
洋室（1） 3.64 x 2.73 9.9372
クローゼット 1.365 x 0.91 1.2422
洋室（2） 3.64 x 2.73 9.9372

クローゼット 1.365 x 0.91 1.2422

⑧ 書斎 3.64 x 1.82 6.6248
２階断熱改修床面積の合計 46.3736

計算式

⑤

⑥

⑦
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（７） 平面図・立面図の求積表記載例 

２．改修する床面積合計及び改修率の算出 

改修率＝                     × 100 ＝ 72.8％ 
57.96㎡ + 46.37㎡ 

143.26㎡（延べ床面積） 

＜１階断熱改修床面積　求積表＞
番号 室名 面積（㎡）
① リビング 3.64 x 5.46 19.8744

2.73 x 4.55 12.4215
0.91 x 4.55 4.1405
1.82 x 3.64 6.6248

③ 階段・物入 1.82 x 1.82 3.3124
2.73 x 3.64 9.9372

1.82 x 0.91 1.6562

１階断熱改修床面積の合計 57.9670

計算式

② ダイニング・キッチン

和室６帖・押入④

① 

② 

④ 

③ ⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

2.730 2.730 
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＜天井断熱改修面積　求積表＞
番号 面積（㎡）
① 9.1 x 1.82 16.5620
② 9.1 x 6.37 57.9670
③ 3.64 x 2.019 7.3492

81.8782
※屋根寸法

計算式

天井断熱改修面積の合計

※

＜床断熱改修面積　求積表＞
番号 室名 面積（㎡）
① リビング 3.64 x 5.46 19.8744

2.73 x 4.55 12.4215
0.91 x 4.55 4.1405
1.82 x 3.64 6.6248

③ 階段・物入 1.82 x 1.82 3.3124
2.73 x 3.64 9.9372

1.82 x 0.91 1.6562

断熱改修床面積の合計 57.9670

計算式

② ダイニング・キッチン

和室６帖・押入④
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（７） 平面図・立面図の求積表記載例 

３．【床】断熱改修対象面積 

４．【天井全面】断熱改修対象面積 

① 

② 

④ 

③ 

9.100 
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（７） 平面図・立面図の求積表記載例 

５．【外壁】断熱改修対象面積 

＜開口部　求積表＞

方角 窓番号 小計(㎡)

AW-1 1.60 x 2.00

AW-2 2.14 x 2.00

AW-3 1.60 x 1.80

0.60 x 1.35

0.60 x 1.35

0.60 x 1.35

0.60 x 1.10

0.60 x 1.10

AW-6 0.60 x 0.90

AW-7 1.65 x 0.75

AW-8 1.65 x 1.30

0.60 x 1.10

0.60 x 1.10

19.3525

ドア AD-1 0.65 x 1.80 1.1700

20.5225合計

西側

12.7900

3.0975

3.4650

小計

南側

北側

AW-4

AW-5

AW-5

計算式

外壁断熱改修面積 

５．【外壁】断熱改修対象面積 

北側立面図 
西側立面図 

南側立面図 東側立面図 

AW-1 AW-2 

AW-4 

AD-1 

AW-6 AW-7 

AW-8 

AW-5 

AW-3 

AW-5 

AW-5 

② 

2
.5

0
0
 

910 

天
井

高
 

＜外壁断熱改修面積　求積表＞

方角 番号 面積(㎡) 小計(㎡) 開口部(㎡) 小計(㎡)

① 2.73 x 5.305 14.4827

② 3.64 x 4.430 16.1252

② 0.91 x 2.50 2.275

北側 ① 5.46 x 5.305 28.9653 28.9653 -4.2675 24.6978

① 1.82 x 2.500 4.55

② 6.37 x 5.305 33.7929

117.9088 -20.5225 97.3863

（4.43 + 5.305）
ｘ 1/2 ｘ 1.82

合計

8.85885
東側

③
（4.43 + 5.305）
ｘ 1/2 ｘ 1.82

8.85885

西側 47.2017 -3.4650 43.7367

南側 30.6079

①
11.1339 0 11.1339

開口部含む 開口部除く

-12.7900 17.8179

計算式

5,460 
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（８） 個別エネルギー計算書（平成２５年基準） （定型様式４） １／２ 

 「個別エネルギー計算書（平成２５年基準）」の提出は該当者のみです。 【戸建】定型様式４ 
（１／２） 

【１】計算手順

① 「断熱改修前の住宅のq値、mC値、mH値」を算出（qa、mCa、mHa）　 ※外皮性能（q値、mC値、mH値）を算出した計算書を要別添

q値：単位温度差当たりの外皮熱損失量

mC値：単位日射強度当たりの冷房期日射熱取得量

mH値：単位日射強度当たりの暖房期日射熱取得量

② 「断熱改修前の設計一次エネルギー消費量」（Ea）を算出

「住宅・住戸の省エネルギー性能の判定プログラム」にて、下記の入力条件で求める。
＜入力条件＞

【基本情報】
　・床面積（主たる居室、その他の居室、合計）は、当該住宅（改修前）の面積を入力。
　・『年間日射地域区分』を指定し、当該住宅の含まれる区分を入力。
【暖冷房】

　・『外皮』のq値、mC値、mH値は①で求めた値を入力。

　・『通風の利用』は原則として「通風を利用しない」とする。
　・『蓄熱の利用』は原則として「利用しない」とする。
【換気】【給湯】【照明】【発電】
　・当該住宅（改修前）の設備仕様を入力。
　・『換気回数』は「0.5回/h」を選択。

③ 「断熱改修前の空調設備設計一次エネルギー消費量」（AEa）を算出
②で算定された「暖房設備一次エネルギー消費量」と「冷房設備一次エネルギー消費量」の和を求める。

④ 「断熱改修後の住宅のq値、mC値、mH値」を算出（qb、mCb、mHb）　  ※外皮性能（q値、mC値、mH値）を算出した計算書を要別添

⑤ 「断熱改修後の設計一次エネルギー消費量」（Eb）を算出

「住宅・住戸の省エネルギー性能の判定プログラム」にて、下記の入力条件で求める。
＜入力条件＞

【基本情報】
　・床面積（主たる居室、その他の居室、合計）は、当該住宅（改修後）の面積を入力。
【暖冷房】

　・『外皮』のq値、mC値、mH値は④で求めた値を入力。

　※上記以外の【暖冷房】【換気】【給湯】【照明】【発電】の項目は、改修前と同じ設備仕様（②で入力した数値等）を入力。

⑥ 「断熱改修後の空調設備設計一次エネルギー消費量」（AEb）を算出
⑤で算定された「暖房設備一次エネルギー消費量」と「冷房設備一次エネルギー消費量」の和を求める。

⑦ 一次エネルギー消費の削減率（Ⅰ）の算出
②で求めた「断熱改修前の設計一次エネルギー消費量」（Ea）、③で求めた「断熱改修前の空調設備設計一次エネルギー消費量」（AEa）、
⑥で求めた「断熱改修後の空調設備設計一次エネルギー消費量」（AEb）から以下の式により算出する。

AEa－AEb
Ea

　

⑧ 「断熱改修後の設計一次エネルギー消費量（空調設備改修含む）」（Ec）を算出
※算定プログラムで「省エネ基準　一次エネルギー消費量計算 　結果(住宅)」を出力の上、要別添

「住宅・住戸の省エネルギー性能の判定プログラム」にて、下記の入力条件で求める。
＜入力条件＞

【暖冷房】
　・『暖房設備』『冷房設備』は改修後の設備仕様を入力
　※上記以外の【基本情報】【暖冷房】【換気】【給湯】【照明】【発電】の各項目は、⑤と同じ数値等を入力。

⑨ 「断熱改修後の空調設備設計一次エネルギー消費量（空調設備改修含む）」（AEc）を算出
⑧で算定された「暖房設備一次エネルギー消費量」と「冷房設備一次エネルギー消費量」の和を求める。

⑩ 一次エネルギー消費量の削減率（空調設備改修含む）（Ⅱ）の算出
②で求めた「断熱改修前の設計一次エネルギー消費量」（Ea）、③で求めた「断熱改修前の空調設備設計一次エネルギー消費量」（AEa）、
⑨で求めた「断熱改修後の設計一次エネルギー消費量（空調設備改修含む）」（AEc）から以下の式により、設計一次エネルギー消費量
の削減率（Ⅱ）を算出する。

［断熱改修前の空調設備設計一次エネルギー消費量（AEa） ]－［断熱改修後の空調設備設計一次エネルギー消費量（AEb）］

断熱改修前の設計一次エネルギー消費量（Ea）

Ea

AEa－AEc
×　１００ ≧　　15％

個別エネルギー計算書　（平成25年基準　戸建住宅用）

※算定プログラムで「省エネ基準　一次エネルギー消費量計算

　 結果(住宅)」を出力の上、要別添

※算定プログラムで「省エネ基準　一次エネルギー消費量計算

　 結果(住宅)」を出力の上、要別添

一次エネルギー消費削減率（Ⅰ） ＝

                                    ＝ ×

　　⑦で一次エネルギー消費削減率が１５％以上とならなかった場合は、以下の⑧～⑩のエアーコンディショナー等の空調設備改修による
　　一次エネルギー削減効果又は、⑪～⑬の高効率給湯機による一次エネルギー削減効果を加算し、１５％以上の削減効果を算出すること
　　（両方を加算しても可とする）。

一次エネルギー消費削減率
（空調設備改修含む）（Ⅱ）

100　　≧　　15％

　　＜エアーコンディショナー等の削減効果を加算する場合＞
　　　エアーコンディショナー等の空調設備改修による一次エネルギー削減効果を加算可能（以下、⑧～⑩の手順）。
　　　※この場合も、「断熱改修後の設計一次エネルギー消費量」（Eb）の算出は行うこと。
　　　但し、導入・改修するエアコンディショナーはエネルギー消費効率が区分（い）を満たす機種に限る。

＝
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⑪ 「断熱改修前の給湯設計一次エネルギー消費量」（WEa）を算出
②で算定された「給湯設備一次エネルギー消費量」を求める。

⑫ 「断熱改修後の給湯設計一次エネルギー消費量」（WEｄ）を算出
※算定プログラムで「省エネ基準　一次エネルギー消費量計算 　結果(住宅)」を出力の上、要別添

「住宅・住戸の省エネルギー性能の判定プログラム」にて、下記の入力条件で求める。
＜入力条件＞

【給湯】
　・『給湯』は改修後の設備仕様を入力
　※上記以外の【基本情報】【暖冷房】【換気】【給湯】【照明】【発電】の各項目は、⑤と同じ数値等を入力。

⑬ 一次エネルギー消費量の削減率（給湯設備改修含む）（Ⅲ）の算出
②で求めた「断熱改修前の設計一次エネルギー消費量」（Ea）、⑪で求めた「断熱改修前の給湯設計一次エネルギー消費量」（WEa）、
⑫で求めた「断熱改修後の給湯設計一次エネルギー消費量」（WEｄ）から以下の式により、設計一次エネルギー消費量
の削減率（Ⅲ）を算出する。
※エアーコンディショナー等空調設備改修による一次エネルギー削減効果を加味する場合は下式AEbをAEcとして算出する。

【２】計算ツール
（１） 「AEa」「AEb」「Ea」の値を以下に入力し、「一次エネルギー消費の削減率（Ⅰ）」を算出

AEa AEb Ea

100 75 500

（２） 「AEc」の値を以下に入力し、「一次エネルギー消費の削減率（空調設備改修含む）（Ⅱ）」を算出
※一次エネルギー消費削減率（Ⅰ）＜15％　の場合のみ

ＡＥc
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（３） 「WEa」、「WEｄ」の値を以下に入力し、「一次エネルギー消費の削減率（給湯改修含む）（Ⅲ）」を算出
※エアーコンディショナー等空調設備改修による一次エネルギー削減効果を加味しない場合

※一次エネルギー消費削減率（Ⅰ）＜15％　の場合のみ

WEa WEd

（３）´ 「WEa」、「WEｄ」の値を以下に入力し、「一次エネルギー消費の削減率（空調設備・給湯機改修含む）（Ⅲ´）」を算出
※エアーコンディショナー等空調設備及び給湯機改修による一次エネルギー削減効果を加味する場合

※一次エネルギー消費の削減率（空調設備改修含む（Ⅱ））＜15％　の場合のみ

WEa WEd

37 12

一次エネルギー消費削減率
（給湯改修含む）（Ⅲ）

＝

 ≧15％ 

一次エネルギー消費量削減率

（空調設備改修含む）（Ⅱ） ＝ 10.0 ％  ≧15％ 

＝ 5.0 ％ 

一次エネルギー消費量削減率

（空調設備・給湯改修含む）（Ⅲ´）
＝ 15.0 ％ 

 ≧15％ 

　　＜高効率給湯機の削減効果を加算する場合＞
　　　本事業の対象製品の要件を満たす高効率給湯機の導入・改修による一次エネルギー削減効果を加算可能（以下、⑪～⑬の手順）。
　　　※この場合も、「断熱改修後の設計一次エネルギー消費量」（Eb）の算出は行うこと。

一次エネルギー消費量削減率

（給湯機改修含む）（Ⅲ） ＝ 5.0 ％  ≧15％ 

一次エネルギー消費量削減率（Ⅰ）

Ea

（AEa－AEｂ）＋（WEa-WEｄ）
×　１００ ≧　　15％
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（８） 個別エネルギー計算書（平成２５年基準） （定型様式４） ２／２ 

 左記「ＡＥａ」「ＡＥｂ」「Ｅａ」に数値を 
 記入すると自動計算される 

【戸建】定型様式４ 
（２／２） 

 ３ヵ所全てに数値を入力 
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（交付申請について）

　

（補助事業者の資格）　

（工事請負契約及び工事期間について）

（個人情報の利用目的について）

（申請提出書類一式について）

（申請する対象製品の仕様について）

　

（交付決定について）

（現地調査及び取材等の協力）

（手続代行者について） 

以上の内容に相違ないことを確認しました。

年 月 日

　必ず申請者ご本人がご署名の上、実印をご捺印ください。
　共同申請者氏名は、代表者名又は連絡担当者名をご署名の上、実印をご捺印ください。

○○　○○○

株式会社△△リース　△△　△△△

　補助率及び補助金の上限額が公募要領のＰ９の内容であることを理解し、了承している。

　当事業が、必ず採択されるものではないことを理解し、了承している。

交付要件等確認書

　申請者は、本補助金の事業内容を全て承知の上で、一般社団法人　環境共創イニシアチブ(以下、「ＳＩＩ」という)に必要な申請書類を
  提出すること。
　なお、提出された申請書をＳＩＩが審査した結果、補助金の交付対象にならない場合があることを申請者が承知したうえで申請を行うこと。
　また、申請者(手続代行者がいる場合は手続代行者も含む)は、提出前に必ず申請書をコピーし、控えておくこと。

　対象製品及び工事に関し、申請者又は共同申請者と、施工業者との契約、施工、製品等の品質・性能、燃料等の調達、 導入完了後の
  保守や保証等、知的財産権等をＳＩＩは保証しないこと及び万一、前述に関する紛争等が起きても、ＳＩＩは関与しないことを理解し、
  了承している。

　導入する対象製品の性能が損なわれないように、適切に施工される住宅であることを確認している。

　ＳＩＩに登録された対象製品を導入し、住宅全体の一次エネルギー消費量が１５％以上削減される見込みである住宅であることを確認している。

　申請書及び添付書類一式について責任をもち、虚偽、不正の記載が一切ないことを確認している。

　当事業における個人情報の利用目的（公募要領Ｐ２８）について理解し、了承している。

実印

実印

□ □

□

□

□

　交付決定以降、契約・工事着工することを理解し、了承している。

　ＳＩＩが発行する各種書類が、申請者又は共同申請者へ通知されたことをＳＩＩは手続代行者へも連絡する場合がある。

　申請者、共同申請者及び手続代行者は互いに連携を図り、事業が円滑に推進出来るよう努める。

　手続代行者が公募要領のＰ２６の要件を満たしていることを確認している。

　補助事業者となった際に、ＳＩＩが行う取材等に協力出来る。

□

□

□

□ □

□

□

□ □

□ □

□

□

□

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

　ＳＩＩが補助金交付の確定のために現地調査を行う際、協力する。

　高性能設備（蓄電システム・高効率給湯機）の導入・改修に係る補助金額の合計は、高性能建材を活用した改修に係る補助金額の合計以下で
  あることを理解し、了承している。

申請者
確認欄

共同申請者
確認欄

□ □

□ □

共同申請者氏名 

平成 28

申請者氏名

□

4 1

　申請時点（今現在）において、補助対象工事及び関連工事の契約・着工は行っていない。

　申請者は、申請する既築住宅の所有者であり、その住宅に常時居住している、又は、申請する既築住宅（戸建の賃貸）の所有者である。
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（９） 交付要件等確認書（定型様式８） 

 ・必ず申請者自身が署名・捺印をすること 
  ※手続代行者は不可とする 
 ・様式第１と同一名を記入すること 

実
印 

 共同申請者氏名は代表者名又は 
 連絡担当者名を署名し、捺印をすること 

代
表
者
印 

【戸建】 
定型様式８ 

✔ ✔ 

 署名は必ず手書きであること 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

 ・該当する全ての項目を確認、 
  チェックすること 
 ・共同申請者がいない場合は「申請者 
  確認欄」のみチェックすること 

✔ ✔ 



集合住宅（分譲）の個人所有者、又は転売後の個人所有者（リース事業者等との共同申請を 
含む）による申請の場合は、本様式にて申請すること。 
 
・提出書類チェックリスト 
 
・交付申請書【個人】（様式第１、様式第１－２） 
 
・暴力団排除に関する誓約事項、役員名簿（別紙１、別紙２） 
 
・実施計画書（定型様式１） 
 
・費用総括表（定型様式２） 
 
・費用明細書（定型様式３） 
 
・リース等料金計算書（定型様式６） ※Ｐ９７参照 
 
・個別クレジット契約による補助金に関する取決書（定型様式７）  ※Ｐ９８参照 
 
・交付要件等確認書（定型様式８） 
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５－２ 集合住宅（個人）の申請の場合 
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申請者名

共同申請者名

手続代行者名

申請建物の形態

◆提出書類にある　○：提出必須　　該：該当する申請者のみ提出が必要 

Ｎｏ 様　　式 提　出　形　態 提出書類
提出書類
チェック欄

1 様式第１・１－２ 交付申請書【個人】 原本（実印付き） ○ □

2 別紙１・２
暴力団排除に関する誓約事項
役員名簿

※１ 原本 ○ □

3 定型様式１ 実施計画書 原本 ○ □

定型様式２ 費用総括表 原本 ○ □

定型様式３ 費用明細書 ※２ 原本 ○ □

自由 見積書のコピー コピー ○ □

平面図 コピー ○ □

立面図・屋根伏図・床伏図等 コピー 該※３ □

6 自由 施工登録店証明書等 ※４ 原本/コピー 該 □

7 自由 改修前写真（建物全景写真） 原本 ○ □

自由 個別エネルギー計算書 原本 該※５ □

自由又は
定型様式５

ｑ値・ｍＣ値・ｍＨ値算出計算書 原本 該※５ □

9 自由 住民票
※６
※７

原本 ○ □

10 自由 印鑑登録証明書 ※６ 原本 ○ □

11 自由 管理組合の管理規約等 コピー ○ □

自由 リース契約書（案） コピー 該 □

定型様式６ リース等料金計算書 原本 該 □

自由 支払い委託契約書（案） コピー 該 □

定型様式７
個別クレジット契約による補助金に
関する取決書

原本 該 □

13 定型様式８ 交付要件等確認書 原本（実印付き） ○ □

14 本紙 提出書類チェックリスト 原本 ○ □

提出書類チェックリスト

　○○　○○○

　株式会社□□

自由

12

　集合住宅（個人）

8

　株式会社△△リース

※７  住民票を送付する際は、マイナンバーの記載のない当該資料を送付すること。
　　　 マイナンバーの記載のある書類が送付された場合には、ＳＩＩにて黒塗り等の処理を行う。

5

※３　断熱材による改修を行う場合は、提出すること。

書　　類　　名

※４　真空断熱材製品を使用する場合は、メーカーが発行する施工登録店証明書、又は届出書を提出すること。

※５　公募要領Ｐ１６の「エネルギー計算結果早見表（集合住宅）」において、「個別の計算」に該当する場合のみ提出すること。
　　　 個別の計算をする場合は、住宅用熱負荷の計算プログラムを用いて住宅全体の設計一次エネルギー消費量の
       １５％以上の削減が見込まれる計算書を添付すること。

※６  住民票・印鑑登録証明書はいずれも申請日から３ヵ月以内のものとする。
　　　 転売物件で、申請時にまだ住民票が移されていない場合は、売買契約書のコピーを提出すること。

※１  リース事業者等との共同申請の場合は、リース事業者等の役員名簿を提出すること。

4

※２　改修する対象製品に対応する費用明細書を全て提出すること。

（１） 提出書類チェックリスト 
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集合住宅（個人）の申請の場合 ５ -２ 

 申請に必要な 
 提出書類を全て揃える 

 チェックを入れる 

 ・申請者名を記入（連名の場合は全員分） 
 ・共同申請者がいる場合は共同申請者名を記入 
 ・手続代行者がいる場合は手続代行者名を記入 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 
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様式第１（交付申請書）

一般社団法人　環境共創イニシアチブ

　代　表　理　事　　　　　　　殿赤池　学

　住宅省エネリノベーション促進事業費補助金交付規程（以下「交付規程」という。）第５条の規定に基づ
き、以下のとおり経済産業省からの住宅省エネリノベーション促進事業費補助金交付要綱第３条に基づく国庫
補助金に係る補助事業の補助金の申請をします。

　なお、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予
算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）及び交付規程の定めるところに従うこと
を承知の上申請します。

代 表 者 等 名 □□　□□□ 実印

平成２７年度補正予算 住宅省エネリノベーション促進事業費補助金

交付申請書

手 続代 行者 郵 便 番 号 □□□-□□□□

住 所 □□県□□市□□　□-□□-□□

会 社 名 株式会社□□

（リース業者等） 住 所 △△県△△市△△　△-△△-△△

会 社 名 株式会社△△リース

代 表 者 等 名 △△　△△△ 実印

生 年 月 日 昭和○○年○月○日 実印

共 同申 請者 郵 便 番 号 △△△-△△△△

月 1 日

（ふりがな） ○○　○○○

氏 名 ○○　○○○

申 請 者 郵 便 番 号 ○○○-○○○○

住 所 ○○都○○区　○－○○-○○

【 個 人 】

平成 28 年 4

（２） 交付申請書（様式第１） 
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 ・手続代行者印は代表者印を捺印すること 
  ※認印は不可 
  ※手続代行者がいる場合のみ 

代
表
者
印 

代
表
者
印 

実
印 

 代表理事名は「赤池学」と 
 記入すること 

 事業年度は「２７」と 
 記入すること 

 書類の作成日 
 （捺印した日付）を記入 
 ※公募期間内であること 

 ・申請者印は実印で捺印すること 
  （申請者が連名の場合は、全申請者分の 
  捺印をすること） 
 ・氏名、住所は住民票と同一であること 

 ・共同申請者は代表者印を捺印すること 
  ※認印は不可 
  ※共同申請者がいる場合のみ 
  ※所有権がリース事業者にない場合 
   （支払い委託・個別クレジット）は、 
   共同申請としない 
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様式第１－２（交付申請書）

別紙１に記載の暴力団排除に関する誓約事項について熟読し、理解の上、これに同意します。

【 個 人 】

記

１.工事対象住宅の情報

申請住宅の
住所

〒 ○○○ － ○○○○

○○
都道
府県

○○
市区
町村

○○　○○-○○-○○

住宅区分 □ 戸建住宅 ■ 集合住宅

所有区分

■ 所有物件

年 7

□ 転売物件

地域区分 １・２・３・４・５・６・７・８ □
賃貸物件

（戸建のみ）
□

社宅
（戸建のみ）

平成 28

２.補助金交付申請予定額 150,900  円（対象費用の１／３）税抜

※補助限度額　一戸あたり１５０万円

３.事業期間

着工予定日 平成 28 年 7 月 31 日

４.暴力団排除に関する誓約

月 16 日 完了予定日

５.申請者連絡先

電話番号 （ ○○ ） ○○○○ － ○○○○ E-mail reno ＠ sii.or.jp

○○○ ) ○○○○ＦＡＸ番号 （ ○○ ） ○○○○ － － ○○○○

６.共同申請者　担当者連絡先

会社名 株式会社△△リース 所　属 △△部

○○○○
緊急連絡先
（携帯等）

（

担当者 △△　△△△△ E-mail kyoudou ＠ sii.or.jp

住　所

〒 △△△ － △△△△

△△
都道
府県

△△

－ △△△△

市区
町村

△△　△-△△-△△

電話番号 （ △△ ） △△△△ －

－

（ △△△ ） △△△△

△△△△
緊急連絡先
（携帯等）

△△△△

７.手続代行者連絡先

会社名 株式会社□□ 所　属 □□部　□□課

ＦＡＸ番号 （ △△ ） △△△△

担当者 □□　□□□ E-mail tetuzuki ＠ sii.or.jp

住　所

〒 □□□ － □□□□

□□
都道
府県

□□
市区
町村

□□　□-□□-□□

□□□□
緊急連絡先
（携帯等）

□□□□

電話番号 （ □□ ） □□□□

□□□ ） □□□□ － □□□□

－

（

ＦＡＸ番号 （ □□ ） □□□□ －

（備考）用紙は日本工業規格Ａ４とし、縦位置とする。

（２） 交付申請書（様式第１－２） 
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工事の着工予定日を記入 

 ・各種担当者は問い合わせ等で確実に対応出来る実務担当が望ましい 
 ・Ｅメールが使用可能な場合は必ずＥメールアドレスを記入 
 ・緊急時に連絡が取れる連絡先を記入 

・申請する住宅の所在地を記入 
・該当する住宅区分及び地域区分を選択 

 消費税をのぞいた対象費用総額の１／３の金額を記入 
 （補助限度額１５０万円を超える場合は１５０万円と記入） 

 申請内容に係る一連の工事及び支払いが 
 完了する日のことをいう 
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別紙１

(４)　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を
　　　有しているとき

暴力団排除に関する誓約事項

当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、補助金の交付の申請をするに当たって、また、
補助事業の実施期間内及び完了後においては、下記のいずれにも該当しないことを誓約いたします。この誓
約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し
立てません。

記

(１)　法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止に関する
　　　法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき
　　　又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員、団体である場合は
　　　代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員
　　　（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき

(２)　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を
　　  もって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき

(３)　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的
　　　あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき

【 個 人 】

平成 28 年 4 月 1 日

（３） 暴力団排除に関する誓約事項（別紙１） 
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・誓約内容について熟読すること 
・申請書の提出をもって同意したとみなす 

 様式１の「作成日」と同日であること 
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別紙２

：

【 個 人 】

暴力団排除に関する誓約事項

役員名簿

法人・団体名等 株式会社△△リース

氏名カナ 氏名漢字
生年月日

性別 役職名
和暦 年 月 日

ケンザイ　タロウ 建材 太郎 Ｓ 30 1 1 M 会長

トウザイ　カズオ 東西 一夫 Ｓ 40 12 31 M 代表取締役　社長

ナンボク　ハナコ 南北 花子 Ｓ 50 9 30 F 代表取締役　副社長

（注１）
　申請者が個人の場合は不要とする。ただし、リース事業者等との共同申請の場合は、リース事業者等の役員名簿を提出すること。

（注２）
　集合住宅（分譲）の管理組合とリース事業者等との共同申請の場合等で、法人・団体等が異なる際は、それぞれの役員名簿を
　提出すること。

（注３）
　役員名簿については、氏名カナ（全角、姓と名の間は半角で１マス空け）、氏名漢字（全角、姓と名の間は半角で１マス空け）、
　生年月日（全角で大正はＴ、昭和はＳ、平成はＨ、数字は２桁全角）、性別（全角で男性はＭ、女性はＦ）、会社名及び役職名を
　記載する。（上記記載例参照）。
　また、外国人については、氏名漢字欄にはアルファベットを、氏名カナ欄は当該アルファベットのカナ読みを記載すること。

（３） 暴力団排除に関する誓約事項 役員名簿（別紙２） 
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 リース事業者との共同申請の場合のみ、 
 リース事業者の役員名簿を提出 
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※□の箇所は、該当項目に■を付ける

１． 申請者 氏 名

■ 個人 □ 法人

２． リース等の形態 ■ リース利用 □ 支払い委託 □ 個別クレジット

３． 住宅の概要 ■ 集合住宅（個人）

年

人

工 法 □

□

□ Ｓ造

■

□

□ ）

４． エネルギー計算方法 ■ □

※エネルギー計算結果早見表を使用しない（個別の計算）場合は、ＳＩＩに事前相談すること。

５． 改修工法

■ □ □ □ ■

６． 他の補助金への申請状況
　他の補助金等に応募（申請）している、又は申請予定の場合はその補助金等の名称を必ず記入すること。

□ ① （ ） □ ② （ ）

※今回申請する補助対象部分と重複して補助金等を受け取ることはできません。

6

所 有 者

外窓

木造（軸組工法）

ガラスの交換

築 年 数

居 住 者 人 数

カバー工法

4

実施計画書

住 宅 区 分

地 域 区 分

木造（枠組壁工法）

その他（

28

ＳＲＣ造

　　　　○○　○○○

早見表を使用する 個別の計算をする

□ 断熱材

ＲＣ造

内窓

窓

ガラス交換 建具交換
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 申請する住宅についての 
 情報を記入 

エネルギー計算方法及び 
断熱改修する工法を選択 

【集合（個人）】 
定型様式１（1/2） 

（４） 実施計画書（定型様式１） １／２ 

 ・支払い委託、個別クレジットの 
   場合は、共同申請としない 
 ・いずれも利用しない場合は、 
     チェックは不要とする 
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７． 導入する断熱仕様

住宅に導入する 「窓」 「断熱材」 の仕様情報を記入

※吹込み・吹付け・真空断熱材等の製品を申請する場合は、以下に施工業者情報を記入すること。

施工箇所 施工業者名 支店名

＜ガラス＞

床

外壁

種別 ＳＩＩ登録型番 製品名 厚み（㎜） 面積（m2）

天井全面

施工箇所 施工業者名 支店名

熱的境界部位

窓６

合計（設置窓数） 2

＜断熱材＞

窓７

窓５

窓２

窓４

窓３

設置窓数
ガラス仕様 建具仕様

2窓１ 内窓 W99A01H ○○○○引違い窓 Low-E複層 樹脂製

合計（設置窓数） 7

＜窓＞

Ｎｏ 種別 ＳＩＩ登録型番 製品名
種　類

ガラス５

ガラス７

ガラス６

ガラス４

ガラス１
ガラス
交換

ガラス３

ガラス２

Ｎｏ
改修
工法

ＳＩＩ登録型番 製品名
種　類

7

設置窓数
ガラス仕様 建具仕様

アルミ製GXY011YS ○○○○ガラス Low-E複層
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 申請する住宅についての 
 情報を記入 

【集合（個人）】 
定型様式１（2/2） 

（４） 実施計画書（定型様式１） ２／２ 

  ＳＩＩに登録された高性能建材の 
  登録型番と製品名を記入 

 吹込み・吹付け・真空断熱材等の製品を申請する場合は、 
 施工業者の情報を記入 
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・補助対象費用（Ｃ）は、費用明細の補助対象金額（Ａ）と算定上限金額（Ｂ）それぞれの金額で低い方を採用すること。

・補助対象の合計金額は、必ず[税抜]で記載すること。

＜補助対象費用＞

＜補助対象外費用＞

　

※補助金交付申請予定額が補助限度額（１５０万円）を超える場合は、【様式１－２　交付申請書】の「２．補助金交付申請予定額」に１５０万円と記入すること。

115,200 円内窓 136,000 円 115,200 円

合計（Ｇ＝Aの合計＋Ｅ＋Ｆ） 648,000 円

補助金交付申請予定額（Ｈ＝Ｄ／３） 150,900 円
（小数点以下切り捨て）
【様式第１－２ 交付申請
書】に転記

その他工事費用、諸経費（Ｅ） 126,500 円

消費税（Ｆ） 48,000 円

合計 473,500 円

452,700 円

補助対象費用（Ｄ）  ※(Ｃ)の合計金額　　

円

断熱材 円 円

外窓 円 円

Ｓ 円 円 円

円

建具交換

A 円 円 円

Ｓ 円 円

カバー工法

A 円 円 円

円

Ｓ 337,500 円 598,400 円 337,500 円

ガラス交換

A 円 円

費用総括表

改修工法 グレード
費用明細の

補助対象金額（Ａ）
算定上限金額（Ｂ）

補助対象費用（Ｃ）
 ※(Ａ)と(Ｂ）のいずれか低い金額

摘要
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（５） 費用総括表（定型様式２） 

 費用明細書の補助対象費用の 
 材料費・工事費の合計を記入 
 ※税抜 

 必ず税抜金額を記入 
 （小数点以下切り捨て） 

 各改修方法の費用明細から補助対象金額（Ａ）と 
 算定上限金額（Ｂ）をそれぞれ記入 

 費用明細の補助対象金額（Ａ）と 
 算定上限金額（Ｂ）のそれぞれの 
 合計金額で低い方を記入 

【集合（個人）】 
定型様式２ 

 補助金交付申請予定額（Ｈ）が補助限度額（１５０万円）を 

 超える場合は、【様式１－２ 交付申請書】の「２．補助金 

 交付申請予定額」に１５０万円と記入すること 

 見積書の金額と一致していること 
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・見積書の各項目が税込金額で記載されている場合は、必ず[税抜]に修正して作成すること。

・窓番号、ガラス番号は平面図との整合性をとり記入すること。

・以降の費用明細に記入する製品の改修工法とグレードを記入すること。

※複数枚に及ぶ場合

＜補助対象費用＞

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

＜補助対象の上限金額算定＞

㎡ 円

※当様式は定型様式ではあるが、行数の調整等の変更は可

68,000 円/㎡

材料費

①

②

③

（　 　    / 　    ページ）

21,000株式会社○○ガラス ○○○○ガラス④ 0.24 0.72

数量 単価（円）
金額(円）
［税抜］

4 25,000

4203

枚

0.83 3.32 100,000

1.14 2.28 59,000

93,500工事費計

337,500補助対象合計金額［税抜］　（A)

工事費

備考単位

費用明細書【 ガラスの交換 】

11 8.8数量・ガラス面積・材料費計

グレード S

2

740

690

7,000

1.24740 1,680

高さ（H)

金額(円）
［税抜］

(ａ)×（ｂ)

2.48

備考
面積計
(ａ)×(ｃ)

64,000株式会社○○ガラス ○○○○ガラス 32,000

ガラスサイズ（mm）

幅（W)

面積（㎡）
（ｃ）

窓番号 製品名
ガラス
番号

AW-2

AW-4 GXY011YS

AW-3

590

ガラス交換

単価（円）
（ｂ)

29,500

メーカー名
枚数
(ａ)

ＳＩＩ登録型番

改修工法

費目

GXY011YS 株式会社○○ガラス ○○○○ガラス 2 1,550

1,210GXY011YS 株式会社○○ガラス ○○○○ガラス

×

工事内容

※算定上限金額（Ｅ）は小数点以下を切り捨て
※「費用総括表」の該当する改修工法の算定上限金額（B）に転記

244,000

単位面積上限単価

※「費用総括表」の該当する改修工法の費用明細の補助対象金額（A）に転記する↑

11 93,500ガラス交換（養生・運搬共）

AW-1 GXY011YS

算定上限金額（B）

＝

598,4008.8

費目

ガラス面積合計

【集合（個人）】 
定型様式３ 

66 

（６） 費用明細書（定型様式３） ガラス 

補助対象となる材料費を記入 

必ず税抜金額を記入 

 ＳＩＩに登録された高性能建材の 
 登録型番を記入 

 上記の面積計の合計が 
 表示される 

 窓番号、ガラス番号は平面図との 
 整合性をとり記入 

 公募要領Ｐ２２の表５より該当する 
 改修方法から上限単価を記入 

ガラスサイズ（ｍｍ）を入力すること 
※面積（㎡）は自動計算される 
（小数点以下第３位を切り捨て） 

 カバー工法・建具交換の場合、 
 サッシ枠等の材料費は工事費に記入 

改修工法別、グレード別に 
費用明細を作成 

 補助対象製品の設置・取付に必要な費用の内、 
 補助対象となる工事費を記入 

  
 ガラス番号例示 
 AW１－①・② 

① ②
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・見積書の各項目が税込金額で記載されている場合は、必ず[税抜]に修正して作成すること。

・窓番号は平面図との整合性をとり記入すること。

＜補助対象費用＞

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

＜補助対象の上限金額算定＞

㎡ 円

※当様式は定型様式ではあるが、行数の調整等の変更は可

（　 　    / 　    ページ）

136,000

窓面積合計

×

単位面積上限単価

＝

36,000 円/㎡ 115,2003.2

補助対象合計金額［税抜］　（A)

算定上限金額（B）

窓番号

AW-4

※算定上限金額（Ｅ）は小数点以下を切り捨て
※「費用総括表」の該当する改修工法の算定上限金額（B）に転記

工事費計 20,000

20,000

工事費

2 窓 10,000

116,000

費目 数量 単位 単価（円）
金額(円）
［税抜］

備考

2 3.2

1.6 3.2 116,0002 58,000LoE複層

備考
幅（W)

960

高さ（H)

窓サイズ（mm）
面積（㎡）

（ｃ）
面積計
(ａ)×(ｃ)

金額(円）
［税抜］

(ａ)×（ｂ)

1,670

費用明細書【 内窓 】

費目 ＳＩＩ登録型番

数量・窓面積・材料費計

材料費

メーカー名 製品名
窓数
(ａ)

単価（円）
（ｂ)

ガラス仕様

内窓取付（養生・運搬共）

工事内容

W99A01H ○○窓株式会社 ○○○○内窓

改修工法

内窓

【集合（個人）】 
定型様式３ 
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（６） 費用明細書（定型様式３） 窓 

補助対象となる材料費を記入 

 ＳＩＩに登録された高性能建材の 
 登録型番を記入 

 上記の面積計の合計が 
 表示される 

 窓番号は平面図との 
 整合性をとり記入 

窓サイズ（ｍｍ）を入力すること 
※面積（㎡）は自動計算される 
（小数点以下第３位を切り捨て） 

 補助対象製品の設置・取付に必要な費用の内、 
 補助対象となる工事費を記入 

 取付に伴う付属部材は 
 工事費に記入 

 公募要領Ｐ２２の表５より該当する 
 改修方法から上限単価を記入 

外窓と内窓は別々に 

費用明細書を作成 

 必ず税抜金額を記入 
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（交付申請について）

　

（補助事業者の資格）　

（工事請負契約及び工事期間について）

（個人情報の利用目的について）

（申請提出書類一式について）

（申請する対象製品の仕様について）

　

（交付決定について）

（現地調査及び取材等の協力）

（手続代行者について） 

以上の内容に相違ないことを確認しました。

年 月 日

　必ず申請者ご本人がご署名の上、実印をご捺印ください。

　共同申請者氏名は、代表者名又は連絡担当者名をご署名の上、実印をご捺印ください。

　申請者、共同申請者及び手続代行者は互いに連携を図り、事業が円滑に推進できるよう努める。 □ □

　ＳＩＩが発行する各種書類が、申請者又は共同申請者へ通知されたことをＳＩＩは手続代行者へも連絡する場合がある。 □ □

　補助事業者となった際に、ＳＩＩが行う取材等に協力できる。 □ □

　手続代行者が公募要領のＰ２６の要件を満たしていることを確認している。 □ □

　ＳＩＩが補助金交付の確定のために現地調査を行う際、協力する。 □ □

　当事業が、必ず採択されるものではないことを理解し、了承している。 □ □

　補助率及び補助金の上限額が公募要領のＰ９の内容であることを理解し、了承している。 □ □

　導入する対象製品の性能が損なわれないように、適切に施工される住宅であることを確認している。 □ □

　対象製品及び工事に関し、申請者又は共同申請者と、施工業者との契約、施工、製品等の品質・性能、燃料等の調達、 導入完了後の
  保守や保証等、知的財産権等をＳＩＩは保証しないこと及び万一、前述に関する紛争等が起きても、ＳＩＩは関与しないことを理解し、
  了承している。

□ □

　申請書及び添付書類一式について責任をもち、虚偽、不正の記載が一切ないことを確認している。 □ □

　ＳＩＩに登録された対象製品を導入し、住宅全体の一次エネルギー消費量が１５％以上削減される見込みである住宅であることを確認している。 □ □

　当事業における個人情報の利用目的（公募要領Ｐ２８）について理解し、了承している。 □ □

　申請時点（今現在）において、補助対象工事及び関連工事の契約・着工は行っていない。 □ □

　交付決定以降、契約・工事着工することを理解し、了承している。 □ □

　申請者は、申請する既築住宅の所有者であり、その住宅に常時居住している。 □ □

交付要件等確認書

申請者
確認欄

共同申請者
確認欄

　申請者は、本補助金の事業内容を全て承知の上で、一般社団法人　環境共創イニシアチブ(以下、「ＳＩＩ」という)に必要な申請書類を
  提出すること。
　なお、提出された申請書をＳＩＩが審査した結果、補助金の交付対象にならない場合があることを申請者が承知したうえで申請を行うこと。
　また、申請者(手続代行者がいる場合は手続代行者も含む)は、提出前に必ず申請書をコピーし、控えておくこと。

□ □

共同申請者氏名 株式会社△△リース　△△　△△△ 実印

28 4 1

申請者氏名 ○○　○○○ 実印

平成

 共同申請者氏名は代表者名又は 
 連絡担当者名を署名し、捺印をすること 
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（７） 交付要件等確認書（定型様式８） 
【集合（個人）】 

定型様式８ 

実
印 

代
表
者
印 

 署名は必ず手書きであること 

 ・必ず申請者自身が署名・捺印をすること 
  ※手続代行者は不可とする 
 ・様式第１と同一名を記入すること 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

 ・該当する全ての項目を確認、 
  チェックすること 
 ・共同申請者がいない場合は「申請者 
   確認欄」のみチェックすること 

✔ ✔ 



集合住宅（分譲）の管理組合等の代表者、もしくは集合住宅（賃貸）・社宅の所有者（リース事業者
等との共同申請を含む）による申請の場合は、本様式にて申請すること。 
 
・提出書類チェックリスト 
 
・交付申請書【集合住宅（全体）】（様式第１、様式第１－２） 
 
・暴力団排除に関する誓約事項、役員名簿（別紙１、別紙２） 
 
・実施計画書（定型様式１） 
 
・費用総括表（定型様式２） 
 
・費用明細書（定型様式３） 
 
・住戸タイプ別 費用明細書（定型様式３－２） 
 
・リース等料金計算書（定型様式６）  ※Ｐ９７参照 
 
・個別クレジット契約による補助金に関する取決書（定型様式７）  ※Ｐ９８参照 
 
・交付要件等確認書（定型様式８） 
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５－３ 集合住宅（全体）の申請の場合 
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申請者名

共同申請者名

手続代行者名

申請建物の形態

◆提出書類にある　○：提出必須　　該：該当する申請者のみ提出が必要 

Ｎｏ 様　　式 提　出　形　態 提出書類
提出書類
チェック欄

1 様式第１・１－２ 交付申請書【集合住宅（全体）】 原本（実印付き） ○ □

2 別紙１・２
暴力団排除に関する誓約事項
役員名簿

※１ 原本 ○ □

3 定型様式１ 実施計画書 原本 ○ □

定型様式２ 費用総括表 原本 ○ □

定型様式３ 費用明細書 ※２ 原本 該 □

定型様式３－２ 住戸タイプ別　費用明細書 原本 ○ □

自由 見積書のコピー コピー ○ □

平面図 コピー ○ □

立面図・屋根伏図・床伏図等 コピー 該※３ □

6 自由 建物登記簿謄本 ※４ 原本 ○ □

7 自由 施工登録店証明書等 ※５ 原本/コピー 該 □

8 自由 改修前写真（建物全景写真） 原本 ○ □

自由 個別エネルギー計算書 原本 該※６ □

自由又は
定型様式５

ｑ値・ｍＣ値・ｍＨ値算出計算書 原本 該※６ □

10 自由 実在証明書 ※４
原本
非法人の場合はコピー

○ □

11 自由 印鑑登録証明書 ※４ 原本 該※４ □

12 自由 財務諸表 コピー ○ □

自由 管理組合の管理規約等 コピー ○ □

自由 管理組合総会の議事録 コピー ○ □

自由 リース契約書（案） コピー 該 □

定型様式６ リース等料金計算書 原本 該 □

自由 支払い委託契約書（案） コピー 該 □

定型様式７
個別クレジット契約による補助金に
関する取決書

原本 該 □

15 定型様式８ 交付要件等確認書 原本（実印付き） ○ □

16 本紙 提出書類チェックリスト 原本 ○ □

　集合住宅（全体）

※６  公募要領Ｐ１６の「エネルギー計算結果早見表（集合住宅）」において、「個別の計算」に該当する場合のみ提出すること。
　　　 個別の計算をする場合は、住宅用熱負荷の計算プログラムを用いて住宅全体の設計一次エネルギー消費量の
       １５％以上の削減が見込まれる計算書を添付すること。

提出書類チェックリスト

　○○　○○○

　株式会社△△リース

　株式会社□□

書　　類　　名

4

5 自由

※４　建物登記簿謄本・実在証明書・印鑑登録証明書はいずれも申請日から３ヵ月以内のものとする。
　　　 印鑑登録証明書は申請者が非法人の場合のみ提出すること。

※１  リース事業者等との共同申請の場合は、リース事業者等の役員名簿を提出すること。
　　　 集合住宅（分譲）の管理組合とリース事業者等との共同申請の場合等で、法人・団体等が異なる際は、それぞれの役員名簿を
     　提出すること。

13

※５　真空断熱材製品を使用する場合は、メーカーが発行する施工登録店証明書、又は届出書を提出すること。

※３　断熱材による改修を行う場合は、提出すること。

※２　改修する対象製品に対応する費用明細書を全て提出すること。

14

9

（１） 提出書類チェックリスト 
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集合住宅（全体）の申請の場合 ５ -３ 

 「集合住宅（全体）」の申請に必要な 
 提出書類を全て揃える 

 チェックを入れる 

 ・申請者名を記入（連名の場合は全員分） 
 ・共同申請者がいる場合は共同申請者名を記入 
 ・手続代行者がいる場合は手続代行者名を記入 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 
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様式第１（交付申請書）

一般社団法人　環境共創イニシアチブ

　代　表　理　事　　　　　　　殿赤池　学

○○都○○区　○－○○-○○-○○○号室

平成２７年度補正予算 住宅省エネリノベーション促進事業費補助金

交付申請書

　住宅省エネリノベーション促進事業費補助金交付規程（以下「交付規程」という。）第４条の規定に基づ
き、以下のとおり経済産業省からの住宅省エネリノベーション促進事業費補助金交付要綱第３条に基づく国庫
補助金に係る補助事業の補助金の申請をします。

　なお、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予
算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）及び交付規程の定めるところに従うこと
を承知の上申請します。

住 所 □□県□□市□□　□-□□-□□

会 社 名 株式会社□□

代 表 者 等 名 □□　□□□ 実印

会 社 名 株式会社△△リース

代 表 者 等 名 △△　△△△ 実印

手 続代 行者 郵 便 番 号 □□□-□□□□

共 同申 請者 郵 便 番 号 △△△-△△△△

（リース業者等） 住 所 △△県△△市△△　△-△△-△△

郵 便 番 号 ○○○-○○○○

住 所

（ふりがな） ○○まんしょんかんりくみあい　りじちょう　○○　○○○

申 請 者

氏 名 ○○マンション管理組合　理事長　○○　○○○ 実印

【 集合住宅（全体）】

平成 28 年 4 月 1 日

（２） 交付申請書（様式第１） 
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 ・手続代行者印は代表者印を捺印すること 
  ※認印は不可 
  ※手続代行者がいる場合のみ 

代
表
者
印 

代
表
者
印 

実
印 

 代表理事名は「赤池学」と 
 記入すること 

 事業年度は「２７」と 
 記入すること 

 書類の作成日 
 （捺印した日付）を記入 
 ※公募期間内であること 

 ・申請者印は実印で捺印すること 
  （申請者が連名の場合は、全申請者分の 
  捺印をすること） 
 ・管理組合での申請の場合は、管理組合の印と 
  理事長個人の登録印の両方を捺印すること 
 ・郵便物が届く住所で部屋番号等まで記入する 
  こと 

 ・共同申請者は代表者印を捺印すること 
  ※認印は不可 
  ※共同申請者がいる場合のみ 
  ※所有権がリース事業者にない場合 
   （支払い委託・個別クレジット）は、 
   共同申請としない 
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様式第１－２（交付申請書）

集合住宅（分譲）

別紙１に記載の暴力団排除に関する誓約事項について熟読し、理解の上、これに同意します。

（備考）用紙は日本工業規格Ａ４とし、縦位置とする。

【 集合住宅（全体）】

記

１.工事対象住宅の情報

申請
集合住宅の

住所

〒 ○○○ － ○○○○

○○
都道
府県

○○
市区
町村

○○　○○-○○-○○

建物名
総戸数 188 戸

○○マンション

申請者区分 ■ 管理組合法人の代表者 □
法人でない管理組合の

代表者

集合住宅（賃貸）の所有者 集合住宅（社宅）の所有者

□ 個人 □ 法人 □ 個人 □ 法人

住宅区分 ■ □ 集合住宅（賃貸） □ 集合住宅（社宅）

地域区分 １ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５ ・ ６ ・ ７ ・ ８

２.補助金交付申請予定額 34,720,266  円（対象費用の１／３）税抜

※補助限度額　一戸あたり１５０万円

平成 28

３.事業期間

着工予定日 平成 28 年 7 年 11 月 30 日

４.暴力団排除に関する誓約

月 1 日 完了予定日

５.申請者連絡先

電話番号 （ ○○ ） ○○○○ － ○○○○ E-mail reno ＠ sii.or.jp

○○○ ) ○○○○ＦＡＸ番号 （ ○○ ） ○○○○ － － ○○○○

６.共同申請者　担当者連絡先

会社名 株式会社△△リース 所　属 △△部

○○○○
緊急連絡先
（携帯等）

（

担当者 △△　△△△△ E-mail kyoudou ＠ sii.or.jp

住　所

〒 △△△ － △△△△

△△
都道
府県

△△

－ △△△△

市区
町村

△△　△-△△-△△

電話番号 （ △△ ） △△△△ －

－

（ △△△ ） △△△△

△△△△
緊急連絡先
（携帯等）

△△△△

７.手続代行者連絡先

会社名 株式会社□□ 所　属 □□部　□□課

ＦＡＸ番号 （ △△ ） △△△△

担当者 □□　□□□ E-mail tetuzuki ＠ sii.or.jp

住　所

〒 □□□ － □□□□

□□
都道
府県

□□

電話番号 （ □□ ） □□□□ －

□□□ ） □□□□ － □□□□

市区
町村

□□　□-□□-□□

□□□□
緊急連絡先
（携帯等）

□□□□ＦＡＸ番号 （ □□ ） □□□□ －

（
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工事の着工予定日を記入 

 ・担当者は問い合わせ等で確実に対応出来る実務担当が望ましい 
 ・Ｅメールが使用可能な場合は必ずＥメールアドレスを記入 
 ・緊急時に連絡が取れる連絡先を記入 

（２） 交付申請書（様式第１－２） 

 ・申請する住宅の所在地を記入 
 ・該当する住宅区分及び地域区分を選択 

 消費税をのぞいた対象費用総額の１／３の 
 金額を記入（１戸当たりの補助限度額（１５０万円） 
 ×改修戸数以下の金額であること） 

 申請内容に係る一連の工事及び支払いが 
 完了する日のことをいう 
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別紙１

(３)　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的
　　　あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき

(４)　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を
　　　有しているとき

暴力団排除に関する誓約事項

当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、補助金の交付の申請をするに当たって、また、
補助事業の実施期間内及び完了後においては、下記のいずれにも該当しないことを誓約いたします。この誓
約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し
立てません。

記

(１)　法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止に関する
　　　法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき
　　　又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員、団体である場合は
　　　代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員
　　　（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき

(２)　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を
　　  もって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき

【 集合住宅（全体）】

平成 28 年 4 月 1 日

（３） 暴力団排除に関する誓約事項（別紙１） 

73 

・誓約内容について熟読すること 
・申請書の提出をもって同意したとみなす 

 様式１の「作成日」と同日であること 
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別紙２

：

（注１）
　申請者が個人の場合は不要とする。ただし、リース事業者等との共同申請の場合は、リース事業者等の役員名簿を提出すること。

（注２）
　集合住宅（分譲）の管理組合とリース事業者等との共同申請の場合等で、法人・団体等が異なる際は、それぞれの役員名簿を
　提出すること。

（注３）
　役員名簿については、氏名カナ（全角、姓と名の間は半角で１マス空け）、氏名漢字（全角、姓と名の間は半角で１マス空け）、
　生年月日（全角で大正はＴ、昭和はＳ、平成はＨ、数字は２桁全角）、性別（全角で男性はＭ、女性はＦ）、会社名及び役職名を
　記載する。（上記記載例参照）。
　また、外国人については、氏名漢字欄にはアルファベットを、氏名カナ欄は当該アルファベットのカナ読みを記載すること。

F 会計担当理事ナンボク　ハナコ 南北 花子 Ｓ 50 9 30

M 理事長

トウザイ　カズオ 東西 一夫 Ｓ 40 12 31 M 副理事長

日

ケンザイ　タロウ 建材 太郎 Ｓ 30 1 1

法人・団体名等 ○○マンション管理組合

氏名カナ 氏名漢字
生年月日

性別 役職名
和暦 年 月

【 集合住宅（全体）】

暴力団排除に関する誓約事項

役員名簿
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 申請者と共同申請者（リース事業者）が 
 別の法人・団体の場合は、それぞれの 
 役員名簿を提出 

（３） 暴力団排除に関する誓約事項 役員名簿（別紙２） 
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※□の箇所は、該当項目に■を付ける

１． 申請者 氏 名

２． リース等の形態 ■ リース利用 □ 支払い委託 □ 個別クレジット

３． 住宅の概要 ■ 分譲 □ 賃貸 □ 社宅

年

棟

戸

戸

□ 有り ■ 無し

工 法 □ 木造（軸組工法）

□ 木造（枠組壁工法）

□ Ｓ造

■ ＲＣ造

□ ＳＲＣ造

□ その他 （ ）

■ 住戸部のみ改修 □ 住戸部＋非住戸部の改修 □ 建物全体の外皮を改修

４． エネルギー計算方法 ■ □

※エネルギー計算結果早見表を使用しない（個別の計算）場合は、ＳＩＩに事前相談すること。

５． 改修工法

□ ■ □ □ □

６． 他の補助金への申請状況
　他の補助金等に応募（申請）している、又は申請予定の場合はその補助金等の名称を必ず記入すること。

□ ① （ ） □ ② （ ）

※今回申請する補助対象部分と重複して補助金等を受け取ることはできません。

断熱材
ガラス交換 カバー工法 建具交換 外窓

□

棟 数

総 戸 数

ガラスの交換 窓

　○○マンション管理組合　理事長　○○　○○○

24

内窓

改 修 す る 戸数 188

188

2

実施計画書

共用部の有無

住 宅 区 分

築 年 数

工 事 種 別

地 域 区 分 6

早見表を使用する 個別の計算をする

（４） 実施計画書（定型様式１） １／２ 
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 申請する住宅についての 
 情報を記入 

【集合（全体）】 
定型様式１（１/２） 

 ・支払い委託、個別クレジットの 
   場合は、共同申請としない 
 ・いずれも利用しない場合は、 
     チェックは不要とする 

エネルギー計算方法及び 
断熱改修する工法を選択 
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７． 導入する断熱仕様

住宅に導入する 「窓」 「断熱材」 の仕様情報を記入

※吹込み・吹付け・真空断熱材等の製品を申請する場合は、以下に施工業者情報を記入すること。

種別 ＳＩＩ登録型番 製品名 厚み（㎜） 面積（m2）

施工箇所 施工業者名 支店名

種別

ガラス５

支店名

621

施工箇所 施工業者名

天井全面

床

窓６

窓４

窓５

窓７

製品名

GXY011YS

設置窓数
建具仕様

621Low－E複層 アルミ製

種　類
ＳＩＩ登録型番

○○○○ガラス

ガラス仕様

＜ガラス＞

Ｎｏ
改修
工法

カバー
工法

ガラス１

ガラス６

ガラス３

ガラス２

ガラス４

＜窓＞

ガラス７

合計（設置窓数）

窓１

設置窓数
ガラス仕様

Ｎｏ 製品名
建具仕様

ＳＩＩ登録型番

窓２

窓３

合計（設置窓数） 0

＜断熱材＞

熱的境界部位

外壁

種　類
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  ＳＩＩに登録された高性能建材の 
  登録型番を記入 

（４） 実施計画書（定型様式１） ２／２ 

導入する断熱仕様の 
情報を記入 

【集合（全体）】 
定型様式１（２/２） 

 吹込み・吹付け・真空断熱材等の製品を申請する場合は、 
 施工業者の情報を記入 
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・補助対象費用（Ｃ）は、費用明細の補助対象金額（Ａ）と算定上限金額（Ｂ）それぞれの金額で低い方を採用すること。

・補助対象の合計金額は、必ず[税抜]で記載すること。

＜補助対象費用＞

＜補助対象外費用＞

　

※補助金交付申請予定額が補助限度額（１５０万円×改修戸数）を超える場合は、【様式１－２　交付申請書】の「２．補助金交付申請予定額」に１５０万円×改修戸数の金額を記入すること。

内窓 円 円

補助金交付申請予定額（Ｈ＝Ｄ／３） 34,720,266 円
（小数点以下切り捨て）
【様式第１－２ 交付申請
書】に転記

消費税（Ｆ） 10,000,000 円

合計（Ｇ＝Aの合計＋Ｅ＋Ｆ） 135,000,000 円

断熱材

その他工事費用、諸経費（Ｅ） 20,839,200 円

合計 104,160,800 円

104,160,800 円

補助対象費用（Ｄ）  ※(Ｃ)の合計金額　　

円

円

円

円

外窓 円 円

円

Ｓ 円 円 円

建具交換

A 円 円

Ｓ 円 円 円

円

カバー工法

A 104,160,800 円 120,662,640

Ｓ 円

104,160,800

円

円

円

費用総括表

改修工法 グレード
費用明細の

補助対象金額（Ａ）
算定上限金額（Ｂ）

補助対象費用（Ｃ）
 ※(Ａ)と(Ｂ）のいずれか低い金額

摘要

円 円

ガラス交換

A

円
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（５） 費用総括表（定型様式２） 

 必ず税抜金額を記入 
 （小数点以下切り捨て） 

【集合（全体）】 
定型様式２ 

 費用明細書の補助対象費用の 
 材料費・工事費の合計を記入 
 ※税抜 

 各改修方法の費用明細から補助対象金額（Ａ）と 
 算定上限金額（Ｂ）をそれぞれ記入 

 費用明細の補助対象金額（Ａ）と 
 算定上限金額（Ｂ）のそれぞれの 
 合計金額で低い方を記入 

 補助金交付申請予定額（Ｈ）が補助限度額（１５０万円×改修 

 戸数）を超える場合は、【様式１－２ 交付申請書】の「２．補 

 助金交付申請予定額」に補助限度額（１５０万円×改修戸数） 

 を記入すること 

 見積書の金額と一致していること 
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・見積書の各項目が税込金額で記載されている場合は、必ず[税抜]に修正して作成すること。

・窓番号は平面図との整合性をとり記入すること。

＜補助対象費用＞

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

＜補助対象の上限金額算定＞

㎡ 円

※当様式は定型様式ではあるが、行数の調整等の変更は可

0

※算定上限金額（Ｅ）は小数点以下を切り捨て
※「費用総括表」の該当する改修工法の算定上限金額（B）に転記

0

0

（　 　    / 　    ページ）

0

0

0

×

単位面積上限単価

＝

工事費計

算定上限金額（B）

0 36,000 円/㎡ 0

窓面積合計

0

補助対象合計金額［税抜］　（A)

工事費

0

0

0

0

0

備考

0

0

単価（円）
金額(円）
［税抜］

0

単位数量費目

0

数量・窓面積・材料費計 0

工事内容

0 0

0

0

0

材料費

0

0 0

0

00

0

0 0

0

0 0

0 0 0

0

0 0

0 0 0

0

0 0

0 0 0

0

0 0

0 0 0

0

0 0

0 0 0

0

0 0

0 0 0

0

0 0

0 0 0

0

0 0

0 0 0

0

0 0

0 0 0

0

0 0 0

0 0 0

0

0

0 0

0

製品名 ガラス仕様
窓数
(ａ)

単価（円）
（ｂ) 高さ（H)

費用明細書【 内窓 】

費目 窓番号 ＳＩＩ登録型番 メーカー名
窓サイズ（mm）

面積計
(ａ)×(ｃ)

金額(円）
［税抜］

(ａ)×（ｂ)
備考

幅（W)

面積（㎡）
（ｃ）

0

改修工法

内窓

内窓

内窓

内窓

【集合（全体）】 
定型様式３ 
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（６） 費用明細書（定型様式３） 窓 

補助対象となる材料費を記入 

必ず税抜金額を記入 

 ＳＩＩに登録された高性能建材の 
 登録型番を記入 

 上記の面積計の合計が 
 表示される 

 窓番号は平面図との 
 整合性をとり記入 

窓サイズ（ｍｍ）を入力すること 
※面積（㎡）は自動計算される 
（小数点以下第３位を切り捨て） 

 補助対象製品の設置・取付に必要な費用の内、 
 補助対象となる工事費を記入 

 取付に伴う付属部材は 
 工事費に記入 

 公募要領Ｐ２２の表５より該当する 
 改修方法から上限単価を記入 

 工事費については、見積書にその内訳 
 詳細の明記があれば、合計金額として 
 記入してもよい 

外窓と内窓は別々に 

費用明細書を作成 
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・
見
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書
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記
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、
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。

・
窓

番
号

、
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番
号

は
平

面
図

と
の

整
合

性
を

と
り
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・
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に
記

入
す

る
製

品
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改
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法
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レ
ー

ド
を

記
入

す
る

こ
と

。

A

住
戸

タ
イ

プ
住

戸
タ

イ
プ

住
戸

タ
イ

プ
住

戸
タ

イ
プ

住
戸

タ
イ

プ
住

戸
タ

イ
プ

住
戸

タ
イ

プ
住

戸
タ

イ
プ

住
戸

タ
イ

プ
住

戸
タ

イ
プ

住
戸

タ
イ

プ
住

戸
タ

イ
プ

住
戸

タ
イ

プ
住

戸
タ

イ
プ

A
B

C
D

E
F

G
H

戸
数

戸
数

戸
数

戸
数

戸
数

戸
数

戸
数

戸
数

戸
数

戸
数

戸
数

戸
数

戸
数

戸
数

戸
数

計

1
0

7
8

1
6

6
5

4
3

1
8

1
2

1
8
8

単
住

戸

使
用

数

単
住

戸

使
用

数

単
住

戸

使
用

数

単
住

戸

使
用

数

単
住

戸

使
用

数

単
住

戸

使
用

数

単
住

戸

使
用

数

単
住

戸

使
用

数

単
住

戸

使
用

数

単
住

戸

使
用

数

単
住

戸

使
用

数

単
住

戸

使
用

数

単
住

戸

使
用

数

単
住

戸

使
用

数
金

額
(円

)
使

用
数

(枚
)

面
積

(㎡
)

A
W

-
1

①
G

X
Y

0
1
1
Y

S
7
5
0

×
7
8
0

=
0
.5

8
8
,7

0
0

2
2

2
2

2
2

2
2

3
,2

7
1
,2

0
0

3
7
6

2
1
8
.0

8

A
W

-
1

②
G

X
Y

0
1
1
Y

S
7
5
0

×
7
6
0

=
0
.5

7
8
,7

0
0

1
1

1
1

1
1

1
1

1
,6

3
5
,6

0
0

1
8
8

1
0
7
.1

6

A
W

-
1

③
G

X
Y

0
1
1
Y

S
7
5
0

×
6
4
5

=
0
.4

8
7
,2

0
0

1
1

1
1

1
1

1
1

1
,3

5
3
,6

0
0

1
8
8

9
0
.2

4

A
W

-
2

①
G

X
Y

0
1
1
Y

S
7
7
0

×
1
,8

2
0

=
1
.4

0
2
1
,0

0
0

1
1

1
1

2
2

2
1

5
,3

3
4
,0

0
0

2
5
4

3
5
5
.6

A
W

-
2

②
G

X
Y

0
1
1
Y

S
7
7
0

×
1
,7

1
0

=
1
.3

1
2
1
,0

0
0

1
1

1
1

2
2

2
1

5
,3

3
4
,0

0
0

2
5
4

3
3
2
.7

4

A
W

-
2

③
G

X
Y

0
1
1
Y

S
8
0
0

×
1
,8

2
0

=
1
.4

5
2
1
,0

0
0

2
2

2
2

2
5
,1

2
4
,0

0
0

2
4
4

3
5
3
.8

A
W

-
2

④
G

X
Y

0
1
1
Y

S
3
9
0

×
1
,9

3
0

=
0
.7

5
1
1
,2

0
0

1
1

2
1

1
1
,5

4
5
,6

0
0

1
3
8

1
0
3
.5

A
W

-
3

①
G

X
Y

0
1
1
Y

S
6
8
0

×
1
,7

6
0

=
1
.1

9
1
7
,8

0
0

1
1

1
1

1
,9

5
8
,0

0
0

1
1
0

1
3
0
.9

A
W

-
3

②
G

X
Y

0
1
1
Y

S
6
8
0

×
1
,6

3
0

=
1
.1

0
1
6
,5

0
0

1
1

1
1

1
,8

1
5
,0

0
0

1
1
0

1
2
1

A
W

-
4

①
G

X
Y

0
1
1
Y

S
7
1
0

×
8
0
0

=
0
.5

6
8
,7

0
0

1
1

1
1

6
7
8
,6

0
0

7
8

4
3
.6

8

A
W

-
4

②
G

X
Y

0
1
1
Y

S
7
1
0

×
6
9
0

=
0
.4

8
7
,2

0
0

1
1

1
1

5
6
1
,6

0
0

7
8

3
7
.4

4

A
W

-
4

③
G

X
Y

0
1
1
Y

S
7
1
0

×
8
2
0

=
0
.5

8
8
,7

0
0

2
2

2
2

1
,3

5
7
,2

0
0

1
5
6

9
0
.4

8

A
W

-
4

④
G

X
Y

0
1
1
Y

S
7
5
0

×
1
,6

8
0

=
1
.2

6
2
1
,0

0
0

1
1

1
1

1
,6

3
8
,0

0
0

7
8

9
8
.2

8

A
W

-
5

①
G

X
Y

0
1
1
Y

S
8
0
0

×
6
1
0

=
0
.4

8
7
,2

0
0

1
1

1
2

4
1
0
,4

0
0

5
7

2
7
.3

6

A
W

-
5

②
G

X
Y

0
1
1
Y

S
8
0
0

×
4
8
0

=
0
.3

8
6
,0

0
0

1
1

1
2

3
4
2
,0

0
0

5
7

2
1
.6

6

A
W

-
5

③
G

X
Y

0
1
1
Y

S
6
5
0

×
6
1
0

=
0
.3

9
6
,0

0
0

1
1

1
1
9
8
,0

0
0

3
3

1
2
.8

7

A
W

-
5

④
G

X
Y

0
1
1
Y

S
5
0
0

×
6
1
0

=
0
.3

0
6
,0

0
0

1
1

1
1
9
8
,0

0
0

3
3

9
.9

×
=

×
=

×
=

×
=

×
=

×
=

合
計

3
2
,7

5
4
,8

0
0

2
4
3
2

2
1
5
4
.6

9

数
量

単
位

6
2
1

窓

6
2
1

窓

＜
補

助
対

象
の

上
限

金
額

算
定

＞

㎡
円

/
㎡

円

※
当

様
式

は
定

型
様

式
で

は
あ

る
が

、
行

数
の

調
整

等
の

変
更

は
可

1
2
0
,6

6
2
,6

4
0

2
,4

3
2

1
0
4
,1

6
0
,8

0
0

住
戸

タ
イ

プ
別

　
費

用
明

細
書

7
1
,4

0
6
,0

0
0

3
2
,7

5
4
,8

0
0

1
9
,4

7
8
,0

0
0

改
修

工
法

カ
バ

ー
工

法
グ

レ
ー

ド

材
料

費

5
1
,9

2
8
,0

0
0

数
量

総
合

計

S
II登

録
型

番
材

料
単

価

（
円

）

ガ
ラ

ス
サ

イ
ズ

（
m

m
）

幅
（
W

）
×

高
さ

（
H

)

面
積

（
㎡

）

金
額

（
円

）
[税

抜
]

備
考

※
「
費

用
総

括
表

」
の

該
当

す
る

改
修

工
法

の
「
費

用
明

細
の

補
助

対
象

金
額

（
A
）
」
に

転
記

す
る

↑

窓
番

号
ガ

ラ
ス

番
号

工
事

内
容

ア
ル

ミ
サ

ッ
シ

製
品

代

取
付

費
（
養

生
・
運

搬
共

）

2
1
5
4
.6

9
5
6
,0

0
0

補
助

対
象

合
計

金
額

[税
抜

] 
(A

)

材
料

費
計

工
事

費
計

工
事

費

単
価

（
円

）

※
複

数
枚

に
及

ぶ
場

合

（
　

 　
  

  
/
 　

  
  

ペ
ー

ジ
）

小
計

面
積

合
計

×
単

位
面

積
上

限
単

価
＝

算
定

上
限

金
額

（
B

）
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（７） 住戸タイプ別 費用明細書（定型様式３－２） 
【
集

合
（全

体
）
】 

定
型

様
式

３
－

２
 

改
修

工
法

別
、

グ
レ

ー
ド

別
に

 
費

用
明

細
を

作
成

 

提出の際は「Ａ３横」で提出すること 

必
ず

税
抜

金
額

を
記

入
 

 
カ

バ
ー

工
法

・
建

具
交

換
の

場
合

、
 

 
サ

ッ
シ

枠
等

の
材

料
費

は
工

事
費

に
記

入
 

 
窓

番
号

、
ガ

ラ
ス

番
号

は
平

面
図

と
の

 
 

整
合

性
を

と
り

記
入

 

 
・
Ｓ

ＩＩ
に

登
録

さ
れ

た
高

性
能

建
材

の
 

 
 

登
録

型
番

を
記

入
 

 
・
Ｓ

ＩＩ
登

録
型

番
の

サ
イ

ズ
ご

と
に

 
 

 
詳

細
を

記
入

 

 
ガ

ラ
ス

サ
イ

ズ
（
ｍ

ｍ
）
を

入
力

す
る

こ
と

 
 

※
面

積
（
㎡

）
は

自
動

計
算

さ
れ

る
 

 
（
小

数
点

以
下

第
３

位
を

切
り

捨
て

）
 

 
工

事
費

に
つ

い
て

は
、

見
積

書
 

 
に

そ
の

内
訳

詳
細

の
明

記
が

 
 

あ
れ

ば
、

記
載

例
の

よ
う

に
合

計
 

 
金

額
と

し
て

記
入

し
て

も
よ

い
 

 
補

助
対

象
製

品
の

設
置

・
取

付
に

必
要

な
費

用
の

内
、

 
 

補
助

対
象

と
な

る
工

事
費

を
記

入
 

 
住

戸
タ

イ
プ

と
、

そ
の

タ
イ

プ
の

 
 

戸
数

を
記

入
 

 
公

募
要

領
Ｐ

２
２

の
表

５
よ

り
該

当
す

る
 

 
改

修
方

法
か

ら
上

限
単

価
を

記
入

 

補
助

対
象

と
な

る
材

料
費

を
記

入
 



平成２７年度補正予算 住宅省エネリノベーション促進事業費補助金 

（交付申請について）

　

（補助事業者の資格）　

（工事請負契約及び工事期間について）

（個人情報の利用目的について）

（申請提出書類一式について）

（申請する対象製品の仕様について）

　

（交付決定について）

（現地調査及び取材等の協力）

（手続代行者について） 

以上の内容に相違ないことを確認しました。

年 月 日

　必ず申請者ご本人がご署名の上、実印をご捺印ください。

　共同申請者氏名は、代表者名又は連絡担当者名をご署名の上、実印をご捺印ください。

申請者氏名 ○○マンション管理組合　理事長　○○　○○○ 実印

共同申請者氏名 株式会社△△リース　△△　△△△ 実印

 （集合住宅（分譲）の場合）申請者は、申請する集合住宅（既築）の管理組合である。 □ □

□ □

□ □

　ＳＩＩが発行する各種書類が、申請者又は共同申請者へ通知されたことをＳＩＩは手続代行者へも連絡する場合がある。 □ □

平成 28 4 1

　手続代行者が公募要領のＰ２６の要件を満たしていることを確認している。 □ □

　申請者、共同申請者及び手続代行者は互いに連携を図り、事業が円滑に推進できるよう努める。 □ □

　ＳＩＩが補助金交付の確定のために現地調査を行う際、協力する。 □ □

　補助事業者となった際に、ＳＩＩが行う取材等に協力できる。 □ □

　当事業が、必ず採択されるものではないことを理解し、了承している。 □ □

　補助率及び補助金の上限額が公募要領のＰ９の内容であることを理解し、了承している。 □ □

　導入する対象製品の性能が損なわれないように、適切に施工される住宅であることを確認している。 □ □

　対象製品及び工事に関し、申請者又は共同申請者と、施工業者との契約、施工、製品等の品質・性能、燃料等の調達、 導入完了後の
  保守や保証等、知的財産権等をＳＩＩは保証しないこと及び万一、前述に関する紛争等が起きても、ＳＩＩは関与しないことを理解し、
  了承している。

□ □

　申請書及び添付書類一式について責任をもち、虚偽、不正の記載が一切ないことを確認している。 □ □

　ＳＩＩに登録された対象製品を導入し、住宅全体の一次エネルギー消費量が１５％以上削減される見込みである住宅であることを確認している。 □ □

　当事業における個人情報の利用目的（公募要領Ｐ２８）について理解し、了承している。 □ □

□ □

　申請時点（今現在）において、補助対象工事及び関連工事の契約・着工は行っていない。 □ □

　交付決定以降、契約・工事着工することを理解し、了承している。 □ □

 （集合住宅（社宅）の場合）申請者は、申請する集合住宅（既築）の所有者である。

 （集合住宅（賃貸）の場合）申請者は、申請する集合住宅（既築）の所有者である。

交付要件等確認書

申請者
確認欄

共同申請者
確認欄

　申請者は、本補助金の事業内容を全て承知の上で、一般社団法人　環境共創イニシアチブ(以下、「ＳＩＩ」という)に必要な申請書類を
  提出すること。
　なお、提出された申請書をＳＩＩが審査した結果、補助金の交付対象にならない場合があることを申請者が承知したうえで申請を行うこと。
　また、申請者(手続代行者がいる場合は手続代行者も含む)は、提出前に必ず申請書をコピーし、控えておくこと。
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（８） 交付要件等確認書（定型様式８） 
【集合（全体）】 

定型様式８ 

実
印 

 共同申請者氏名は代表者名又は 
 連絡担当者名を署名し、捺印をすること 

代
表
者
印 

 署名は必ず手書きであること 

 ・必ず申請者自身が署名・捺印をすること 
  ※手続代行者は不可とする 
 ・様式第１と同一名を記入すること 
 ・管理組合での申請の場合は、管理組合 

  の印と理事長個人の登録印の両方を 

  捺印すること 

 ・該当する全ての項目を確認、 
  チェックすること 
 ・共同申請者がいない場合は「申請者 
  確認欄」のみチェックすること 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ ✔ 



６．参考資料 
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■ 住宅所在地地域区分 

エネルギーの使用の合理化に関する建築主等及び特定建築物の所有者の判断の基準 
 

平成２５年経済産業省・国土交通省告示第１号 
最終改正 平成２５年経済産業省・国土交通省告示第１０号 



平成２７年度補正予算 住宅省エネリノベーション促進事業費補助金 
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平成２７年度補正予算 住宅省エネリノベーション促進事業費補助金 
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平成２７年度補正予算 住宅省エネリノベーション促進事業費補助金 
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平成２７年度補正予算 住宅省エネリノベーション促進事業費補助金 
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平成２７年度補正予算 住宅省エネリノベーション促進事業費補助金 
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平成２７年度補正予算 住宅省エネリノベーション促進事業費補助金 
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平成２７年度補正予算 住宅省エネリノベーション促進事業費補助金 
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平成２７年度補正予算 住宅省エネリノベーション促進事業費補助金 
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平成２７年度補正予算 住宅省エネリノベーション促進事業費補助金 
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この表に掲げる区域は、平成２５年１月３１日における行政区画によって表示されたものとする。ただし、括弧内に記載する 
区域は、平成１３年８月１日における旧行政区画によって表示されたものとする。 



平成２７年度補正予算 住宅省エネリノベーション促進事業費補助金 

（a）熱的境界屋根 断面1 断面2 断面3 断面4

面積比率

熱伝導率λ

[W/mK]

厚さd
[mm]

材料熱抵抗R
（=d/1000/λ）

材料熱抵抗R
（=d/1000/λ）

材料熱抵抗R
（=d/1000/λ）

材料熱抵抗R
（=d/1000/λ）

（b）熱的境界天井 断面1 断面2 断面3 断面4

面積比率

熱伝導率λ
[W/mK]

厚さd
[mm]

材料熱抵抗R
（=d/1000/λ）

材料熱抵抗R
（=d/1000/λ）

材料熱抵抗R
（=d/1000/λ）

材料熱抵抗R
（=d/1000/λ）

（c）熱的境界外壁 断面1 断面2 断面3 断面4

面積比率

熱伝導率λ
[W/mK]

厚さd
[mm]

材料熱抵抗R
（=d/1000/λ）

材料熱抵抗R
（=d/1000/λ）

材料熱抵抗R
（=d/1000/λ）

材料熱抵抗R
（=d/1000/λ）

（d）熱的境界外壁（階間ふところ部など） 断面1 断面2 断面3 断面4

面積比率

熱伝導率λ

[W/mK]

厚さd
[mm]

材料熱抵抗R
（=d/1000/λ）

材料熱抵抗R 材料熱抵抗R 材料熱抵抗R材料名等

鉄骨造等の補正熱貫流率Urs

鉄骨造等の補正熱貫流率Urs

鉄骨造等の補正熱貫流率Urs

鉄骨造等の補正熱貫流率Urs

断面ごと熱抵抗の和（ΣR）

断面ごと熱貫流率（1/ΣR）

平均熱貫流率U[W/m2K]

断面ごと熱抵抗の和（ΣR）

断面ごと熱貫流率（1/ΣR）

平均熱貫流率U[W/m2K]

材料名等

断面ごと熱抵抗の和（ΣR）

断面ごと熱貫流率（1/ΣR）

平均熱貫流率U[W/m2K]

材料名等

断面ごと熱抵抗の和（ΣR）

断面ごと熱貫流率（1/ΣR）

平均熱貫流率U[W/m2K]

材料名等

【ｑ値・ｍｃ値・ｍＨ値算出計算書（定型様式５） １／５】 
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■ｑ値・ｍｃ値・ｍＨ値算出計算書（定型様式５） ｑ値・ｍｃ値・ｍＨ値算出計算書の提出は該当者のみです。 

様式は自由ですが、「定型様式５」を使用しても構いません。 

 屋根断熱とする部位の層構成を記入   
 （当該部位がなければ空白） 

 天井断熱とする部位の層構成を記入   
 （当該部位がなければ空白） 

 熱抵抗の合計を記入 

 （１÷熱抵抗の合計）を記入 

 鉄骨造等の場合に 
 金属熱橋係数を記入  表面抵抗を含め、 

 構成材料を記入 
 （外側→室内側の順） 

 外壁一般部の層構成を記入 

 断面ごとの面積比率による 
 加重平均にて算出 

 断面内にない材料は空白とする 

 通気層がある場合、通気層より 
 内側の表面と材料を記入 

 階間部分の外壁構成を記入 

定型様式５ 
（１／５） 



平成２７年度補正予算 住宅省エネリノベーション促進事業費補助金 

（e）熱的境界床（床断熱の場合） 断面1 断面2 断面3 断面4

面積比率

熱伝導率λ

[W/mK]

厚さd
[mm]

材料熱抵抗R
（=d/1000/λ）

材料熱抵抗R 材料熱抵抗R 材料熱抵抗R

（f）熱的境界基礎壁（基礎断熱の場合。GL+400mm超の部分） 断面1 断面2 断面3 断面4

面積比率

熱伝導率λ
[W/mK]

厚さd
[mm]

材料熱抵抗R
（=d/1000/λ）

材料熱抵抗R 材料熱抵抗R 材料熱抵抗R

（g）熱的境界基礎・土間（基礎断熱の場合）

（h）その他の熱的境界部位 断面1 断面2 断面3 断面4

面積比率

熱伝導率λ
[W/mK]

厚さd
[mm]

材料熱抵抗R
（=d/1000/λ）

材料熱抵抗R 材料熱抵抗R 材料熱抵抗R

基礎等の立ち上がり部分の
室外側に設置する断熱材

断熱材名称

断面ごと熱抵抗の和（ΣR）

断面ごと熱貫流率（1/ΣR）

断面ごと熱抵抗の和（ΣR）

断面ごと熱貫流率（1/ΣR）

材料名等

平均熱貫流率U[W/m2K]

鉄骨造等の補正熱貫流率Urs

平均熱貫流率U[W/m
2
K] 鉄骨造等の補正熱貫流率Urs

鉄骨造等の補正熱貫流率Urs

断面ごと熱抵抗の和（ΣR）

断面ごと熱貫流率（1/ΣR）

材料名等

材料名等

平均熱貫流率U[W/m2K]

地盤面からの基礎等の寸法H1[m]、地盤面からの基礎等の底盤等上端までの寸法H2[m]

周長あたりの熱貫流率UF[W/mK]

基礎等の立ち上がり部分の

室外側に設置する断熱材
熱伝導率λ1[W/mK]、厚さd1[mm]、熱抵抗R1

断熱材名称

地盤面より下の施工深さW1[m]

基礎等の底盤部分の
室内側に設置する断熱材

断熱材名称

熱伝導率λ2[W/mK]、厚さd2[mm]、熱抵抗R2

熱伝導率λ4[W/mK]、厚さd4[mm]、熱抵抗R4

水平方向の折り返し寸法W2[m]

基礎等の底盤部分の
室内側に設置する断熱材

断熱材名称

熱伝導率λ3[W/mK]、厚さd3[mm]、熱抵抗R3

水平方向の折り返し寸法W3[m]
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 主に１階床の層構成を記入 

 層構成の種類が多く、記入欄が不足した場合に、 
 部位名及び層構成を記入 

【ｑ値・ｍｃ値・ｍＨ値算出計算書（定型様式５） ２／５】 

定型様式５ 
（２／５） 



平成２７年度補正予算 住宅省エネリノベーション促進事業費補助金 

（1）熱的境界屋根・天井・外壁・床等およびドア

方位・

隣接空

間

熱貫流率

U（+Urs）

[W/m
2
K]

日射熱

取得率

η

=0.034U

面積

A

[m
2
]

温度差

係数H
A・U・H

冷房期

方位係数

νC

冷房期

日射熱

取得量

νC・A・η

暖房期

方位係数

νH

暖房期

日射熱

取得量

νH・A・η

上 1.0 1.000 1.000

小屋裏 1.0 1.000 1.000

北 1.0 0.329 0.260

北東 1.0 0.430 0.333

東 1.0 0.545 0.564

南東 1.0 0.560 0.823

南 1.0 0.502 0.935

南西 1.0 0.526 0.790

西 1.0 0.508 0.535

北西 1.0 0.411 0.325

南 1.0 0.329 0.260

南西 1.0 0.430 0.333

西 1.0 0.545 0.564

北西 1.0 0.560 0.823

北 1.0 0.502 0.935

北東 1.0 0.526 0.790

東 1.0 0.508 0.535

南東 1.0 0.411 0.325

南 1.0 0.329 0.260

南西 1.0 0.430 0.333

西 1.0 0.545 0.564

北西 1.0 0.560 0.823

北 1.0 0.502 0.935

北東 1.0 0.526 0.790

東 1.0 0.508 0.535

南東 1.0 0.411 0.325

外気 1.0 0.000 0.000

床下 0.7 0.000 0.000

1.0

1.0

1.0

ΣA= ΣAUH= ΣνCAη= ΣνHAη=

部位

熱的境界屋根

熱的境界天井

熱的境界外壁

熱的境界外壁

（階間ふところ）

熱的境界床

熱的境界基礎壁
（GL+400mm超の部分）

その他の熱的境界
（温度差係数・方位および

方位係数も記入すること）

熱的境界ドア
（方位および方位係数も記

入すること）
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【ｑ値・ｍｃ値・ｍＨ値算出計算書（定型様式５） ３／５】 

定型様式５ 
（３／５） 

 建築地地域区分に合わせて 
 方位係数を入力すること 
 ※表中の数字は地域区分１の場合 

 鉄骨造のときは補正熱貫流率Ursを 
 加えた値とする 

 建築地地域区分に合わせて 
 方位係数を記入すること 
 ※表中の数字は地域区分１の場合 



平成２７年度補正予算 住宅省エネリノベーション促進事業費補助金 

（2）熱的境界基礎・土間

方位・

隣接空

間

熱貫流率

U

[W/mK]

周長

L

[m]

面積

A

[m
2
]

温度差

係数H
L・U・H

外気 1.0

床下 0.7

地盤

ΣA= ΣLUH=

（3）熱的境界窓

窓
No.

設置室 方位

熱貫流率

U

[W/m
2
K]

日射熱
取得率η

面積

A

[m
2
]

温度差
係数H

A・U・H

冷房期

方位係数

νC

冷房期

補正係数

fC

冷房期

日射熱
取得量

νC・Aη・fC

暖房期

方位係数

νH

暖房期

補正係数

fH

暖房期
日射熱

取得量

νH・Aη・

fH

1 0.93 0.51

2 0.93 0.51

3 0.93 0.51

4 0.93 0.51

5 0.93 0.51

6 0.93 0.51

7 0.93 0.51

8 0.93 0.51

9 0.93 0.51

10 0.93 0.51

11 0.93 0.51

12 0.93 0.51

13 0.93 0.51

14 0.93 0.51

15 0.93 0.51

16 0.93 0.51

17 0.93 0.51

18 0.93 0.51

19 0.93 0.51

20 0.93 0.51

ΣA= ΣAUH= ΣνCAη= ΣνHAη=

（4）構造熱橋部

方位・

隣接空

間

線熱貫流

率Ψ

[W/mK]

日射熱

取得率
η=0.034Ψ

周長

L

[m]

温度差

係数H
L・Ψ・H

冷房期
方位係数

νC

冷房期

日射熱
取得量

νC・L・η

暖房期
方位係数

νH

暖房期

日射熱
取得量

νH・L・η

ΣLΨH= ΣνCAη= ΣνHAη=

（5）集計値

面積（ΣA）
熱損失

（ΣAUH、ΣLUH、

ΣLΨH）

冷房期日射熱取得

（ΣνCAη）

冷房期日射熱取得

（ΣνHAη）

構造熱橋部

熱的境界窓

合計

基礎

土間床

部位等

熱的境界屋根・天井・外壁・床等およびドア

熱的境界基礎・土間

部位

構造熱橋部

部位

↑q値 ↑mC値 ↑mH値
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【ｑ値・ｍｃ値・ｍＨ値算出計算書（定型様式５） ４／５】 

定型様式５ 
（４／５） 

 窓は１つずつ記入すること 

 ｆｃ、ｆＨは建物実況に応じて算出してもよいが、 
 ｆｃ=0.93、ｆＨ=0.51を定数として用いてもよい 
 ｆｃ、ｆＨは建物実況に応じて算出してもよいが、 
 ｆｃ=0.93、ｆＨ=0.51を定数として用いてもよい 

 RC造・鉄骨造等の場合に記入すること 

 一次エネルギー消費量の 
 算出に使用 



平成２７年度補正予算 住宅省エネリノベーション促進事業費補助金 
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【ｑ値・ｍｃ値・ｍＨ値算出計算書（定型様式５） ５／５】 

定型様式５ 
（５／５） 

（1）主たる居室 （2）その他の居室 （3）非居室

床面積

[m
2
]

床面積

[m
2
]

床面積

[m
2
]

小計 小計 小計

室名 室名 室名

合計



平成２７年度補正予算 住宅省エネリノベーション促進事業費補助金 

※補助限度額　一戸あたり１５０万円

円

[税抜]
円

[税抜]

％ ％

円

[税抜]
円

[税抜]

円

[税抜]
円

[税抜]

円[税抜]

円 円

補助金充当後の額　[合計]
（Ａ）－（Ｂ）

補助金交付申請予定額
[合計]

円

[税抜]
円

[税抜]

１．リース等契約期間

平成

( E ) 金利

年

( C )

( F ) 金利（金額）

 

２．リース等料金計算

( D ) リース等保険料・諸税等

( B )

月 平成から

年 　

月年 日 まで

( A )
リース等契約工事金額

[合計]

日

( G ) リース料等総額

補助金なしの場合
（補助金適用前の金額）

費用項目

リース等料金計算書

補助金ありの場合
（補助金適用後の金額）

カ月間

リース等
期間

（対象費用の１／３）
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【リース等料金計算書（定型様式６）】 
  リース等契約書（案）と 
  整合性を取ること 

定型様式６ 

 補助金がありの場合と 
 なしの場合の両方を算出 

■ リース等料金計算書 （定型様式６） 「リース等料金計算書」の提出は該当者のみです。 



平成２７年度補正予算 住宅省エネリノベーション促進事業費補助金 

定型様式7

一般社団法人　環境共創イニシアチブ　御中

年 月 日

以上

記

取扱クレジット会社名 クレジット契約番号

３．申請者は上記１、２および補助金の申請に関する規定について、ＳＩＩの定めに従うものとします。
    なお申請者がＳＩＩの定める事項に違反した場合は、申請者は受給した補助金を速やかに返還いたします。

〒

住所

※取扱クレジット会社名及びクレジット契約番号が不明の場合は空欄で可とする。
　ただし、分かり次第速やかに日付を修正した上で、本様式を使用しＳＩＩへ再提出をすること。

平成

住宅省エネリノベーション促進事業費補助金

個別クレジット契約による補助金に関する取決書

２．申請者は、補助金を受給した際に、当該補助金を個別クレジット契約に基づく債務の弁済金にあてる
　　ものとします。

１．申請者は、使用者として法定耐用年数以上は、適切に補助対象製品（高性能建材、蓄電システム、高効率
　　給湯機）の管理を行います。

申請者

氏名 実印

　申請者は、一般社団法人　環境共創イニシアチブ（以下、ＳＩＩという）が交付する住宅省エネリノベーション促進事業費補助
金に申請する一連の工事（材料費・工事費含む）を、下記個別信用購入あっせん関係受領契約（以下、個別クレジット契約と
いう）により購入し補助金申請を行う場合、次に定める事項をＳＩＩと約し、遵守するものとします。
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【個別クレジット契約による補助金に関する取決書（定型様式７）】 

 様式第１と同一住所氏名 
 であること 

■ 個別クレジット契約による補助金に関する取決書（定型様式７） 

「個別クレジット契約による補助金に関する取決書」の 
提出は該当者のみです。 

 利用するクレジット会社名と 
 契約番号を記入 




